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１ はじめに 
(1) 記録（改訂版）策定の背景と意図 

  日本学術会議の天文学・宇宙物理学分野では、これまで研究者コミュニティの意向を

反映した大型研究基盤計画を取りまとめ、その実現に向けた提言を定期的に行ってきた。

例えば、第15期日本学術会議天文学研究連絡委員会は、1994年に「21世紀に向けた天文

学長期計画について」[1]と題する報告書をまとめている。さらに、2010年に第21期日本

学術会議物理学委員会天文学・宇宙物理学分科会（以下、「分科会」とする）が「天文

学・宇宙物理学の展望と長期計画[2](以下、「2010年報告」とする）を、2014年には第

22期分科会がそこではカバーしきれなかった相補的な計画を取り上げた「天文学・宇宙

物理学中規模計画の展望」[3]（以下、「2014年報告」とする）を、それぞれ学術会議の

「記録」として公表している。これらの発出からほぼ10年が経過し、報告書で提案され

た大型研究基盤の一部は実現あるいは建設中である一方、いくつかの計画はそれらの進

展を受けて再検討が必要となった。 

そこで、第25期分科会では、広く研究者に呼びかけ、2030年から2040年代にかけて実

現すべき大型・中型研究基盤の提案を募り、これらの長期計画を取りまとめた。提案さ

れたすべての計画は、分野別の研究者コミュニティに検討を依頼し、学術的価値、実現

可能性など様々な観点から評価した上で推薦に値する計画の提案を受けた。このような

過程を経て推薦された長期計画を、分科会で再度慎重に議論し、それらの学術的意義と

ともに記録として残した[4]（以下、「2023年報告」とする）。 

第26期分科会は、前回の記録から３年が経過したのみであるが、第25期日本学術会議

にて新たに発出された提言「未来の学術振興構想（2023年版）」[5]を踏まえ、そこに提

案された天文学・宇宙物理学分野の長期計画を主な対象として、「2023年報告」[4]と同

様なプロセスで、2030年から2040年代にかけて実現すべき大型・中型研究基盤計画を「天

文学・宇宙物理学の長期計画 －2030-2040年代のビジョン－（改訂版）」と言う形でと

りまとめることとした。 

したがって、１章及び２章は部分的な改訂とし、３章で、「未来の学術振興構想」を

踏まえて、第26期に新たに推奨する天文学・宇宙物理学分野の長期計画とその課題をま

とめた。４章は、分野別の研究者コミュニティによる第26期後半時点での将来計画の検

討状況である。 
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(2) 天文学・宇宙物理学の果たす役割 

歴史上最古の学問の１つである天文学は、我々が住む世界とは何かを知るための営み

である。そしてそれは、哲学的思索と実際の観測事実に基づく定量的な検証の積み重ね

を経て進歩し続けてきた。その結果、暦計算や航海術に不可欠な実学としての役割をも

担ってきた。例えば、ガリレオ・ガリレイは望遠鏡が開発されたという情報を受けて、

直ちに天体観測のための望遠鏡を自作し、月、金星、木星とその衛星、土星の輪、太陽

の黒点などを詳細に観測した。その結果は、アリストテレス的世界観を覆し、観測に基

づいた現代的宇宙観への変革を迫るものとなった。この例は、実証と合理的推論を通し

て真実を明らかにするという近代科学の方法論の先駆けであり、その後百科に分岐して

発展する近現代科学の源泉となった。以来、宇宙を知る営みである天文学は、宇宙を支

配する法則を探求する物理学とともに、人類の知の創造に本質的に寄与し続けている。 

 宇宙に始まりがあったことを示す宇宙膨張と、遺伝のメカニズムを解明した二重らせ 

んの２つは、20世紀の大きな科学的発見であろう。そして、21世紀になり、今やこの宇

宙と生命が１つの大きな研究分野を創成しつつある。 

20世紀の天文学・宇宙物理学の到達点については、2010年報告[2]に詳しい。ここでは、

その中から特に知の創造に寄与する４つの観点、①宇宙と物質の起源、②宇宙における

天体と生命の共進化、③宇宙の新たな謎の発見、④宇宙への展開と地球文明の未来、を

概観しておく。 

① 宇宙と物質の起源 

この宇宙を構成する物質をどこまでも分割し、その基本構成要素が従う基本法則を

明らかにする、このいわゆる要素還元的方法論は20世紀の物理学において大きな成功

を収め、その結果は、クォークとレプトンと呼ばれる素粒子が従う標準素粒子モデル

を確立させた。しかしながら、この微視的世界とは対極にある巨視的宇宙は、この標

準素粒子モデルだけでは記述できない。 

宇宙を占める物質の大半が、標準素粒子モデルから構成される元素だけでは説明で

きない可能性は、20世紀後半の天文学観測によって示唆されていた。そして、20世紀

末から21世紀初頭にかけての宇宙マイクロ波背景放射全天地図の精密な解析により、

現在の宇宙を特徴付けるパラメータ（宇宙の膨張率、宇宙年齢、宇宙の密度）が極め

て高い精度で推定できるようになった結果、宇宙を構成する物質の95％は、標準素粒

子モデルでは記述されないダークマターとダークエネルギーによって占められてい
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ることが明らかとなった。この事実は、地上実験だけでは知ることのできない標準素

粒子モデルを超えた物理学を、天文学観測を通じて探求できることを証明した。 

つまり、素粒子物理学が記述する微視的世界は巨視的宇宙と密接に関係しており、

両者の相補的研究の進展無しには、宇宙と物質の起源は解明できないのである。重力

波を用いた一般相対論の精密検証と重力波天文学の開拓、宇宙背景重力波検出を用い

た宇宙のインフレーション理論の検証、遠方天体からの高エネルギーニュートリノの

検出など、素粒子物理学・原子核物理学・相対論・高エネルギー宇宙物理学の垣根を

超えた学際的研究は、既存の物理学では説明できないダークマター、ダークエネルギ

ー、インフレーションを解明し、新たな世界観を確立する上で不可欠である。 

 

② 宇宙における天体と生命の共進化 

宇宙には、惑星、恒星、星団、銀河、銀河団などに代表される様々な天体種族が存

在する。それらは、質量にして約20桁もの範囲にわたり、下位の天体が重力的に集団

化して上位の構造を形成するという階層構造をなしている。一般相対論的宇宙論の枠

組みに沿ってそれらの誕生と進化を解明するのが天文学の主たる目的の１つである。 

そのような天文学的知見の飛躍的拡大を支えるのは、伝統的な可視光にとどまらず、

電波、赤外線、紫外線、X線、ガンマ線、さらにはニュートリノ、宇宙線、重力波に

至る様々な手法を用いた極限観測技術である。 

1990年代に初めて発見された太陽系外惑星の研究は、21世紀に入って飛躍的進展を

遂げている。これは宇宙における地球の占める位置のさらなる相対化にとどまらず、

我々人類の存在にも重要な示唆を与えつつある。太陽系内天体に生命の起源を探るサ

ンプルリターン、さらには、太陽系外惑星に生命存在の指標たるバイオシグニチャー

を観測する試みは、惑星科学と天文学の最前線となっている。 

少なくとも、地球の生命の原材料は、宇宙誕生初期から存在する水素に加えて、そ

の後誕生した恒星の内部で合成された炭素、酸素、窒素である。宇宙における天体の

進化の帰結である元素合成と循環は、生命の誕生と不可分である。このように、宇宙

とは天体と生命が共進化する舞台にほかならない。 

地球のみならず、宇宙における生命の普遍性の探求は、惑星科学や天文学にとどま

らず、物理学、化学、生物学を含む自然科学における最も根源的な問いである。21世
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紀は、すべての自然科学の最新の知見を駆使して、宇宙における生命の起源の解明を

目指す時期である。 

③ 宇宙の新たな謎の発見 

20世紀後半には、観測・理論・実験を支える観測装置やコンピュータ技術が大きく

発展し、宇宙に関する理解が著しく進展した。天文観測衛星と惑星探査機は、身近な

月や太陽にも数々の発見をもたらし、この地球を取り巻く世界についての人間の理解

はより総合的・統一的なものへと進んでいる。しかしながら、それらの研究の進展が

必然的に新たな謎の発見につながることは、科学の歴史が示してきたとおりである。 

既に①で述べたように、ダークマターとダークエネルギーの存在、さらには広く認め

られているインフレーション仮説は、21世紀に残された重要な未解明の謎である。そ

れらの解決には、宇宙の極限観測技術の発展が不可欠である。その結果がどのような

形の解決を見るかは現時点では予想できないものの、その先にさらに深いレベルでの

新たな謎が待ち受けていることは確実である。宇宙の果てにある第一世代天体の発見、

太陽系内天体の生命始原物質の発見、太陽系外惑星における生命の兆候の発見、ダー

クマター粒子の同定、原始背景重力波の発見など、天文学・宇宙物理学の最先端研究

は、いずれも新たな謎の発見の可能性を秘めている。そして、それらが将来のさらな

る世界観の革命をもたらすであろう。 

 

④ 宇宙への展開と地球文明の未来 

陸から海・空へ営々と生存圏を拡大してきた人間にとって、20世紀は広大な宇宙へ

ステップを踏み出した世紀でもあった。宇宙は新たな活動の場となり、新たな知の宝

庫となる。とりわけ宇宙空間（スペース）からの宇宙観測を進めている多彩な天文観

測衛星、惑星や衛星の驚くべき世界の姿をもたらした無人探査機の活躍は目覚ましく、

太陽系の認識は大きく書き換えられつつある。宇宙の探査は今、かつての大航海時代

に続いた18世紀から19世紀の地球の科学探査の時代にも匹敵する時代にある。また、

月面や宇宙環境でのその場分析や物質開発研究など、工学分野や物質科学分野との連

携研究も大きく進むと期待される。人間が宇宙空間での活動を拡大し、宇宙空間を利

用して宇宙・自然をさらに理解しようと努め、科学の発展と宇宙へのさらなる展開に

力を尽くすのは、21世紀の自然な流れであろう。 
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私たち人間は、このような営みの結果として自然・宇宙を理解することで、今生き

ていることの意味を知り、自分自身とはどういう存在かを理解してきた。20世紀に獲

得した認識を基礎に、21世紀の人間は宇宙の中の存在としての自己認識をさらに深め

ていくだろう。 

今、拡大する一途の人間活動が地球規模の環境変化を引き起こしている。確かに科

学・技術・産業は、急激な拡大の結果として環境に看過できない変化をもたらした。

一方で、そうした環境変化の認識も科学によって獲得された認識なのである。人間活

動の環境への影響を認識しなかった時代に比べれば、私たちの環境認識は確実に前進

を遂げている。文明自体の危機すら叫ばれ始めている現在、地球と人類持続の指針を

提示することは、21世紀の科学の重大な責任であることを認識しなければならない。

これからは、環境変化に留意した学術の推進が必要となるだろう。そこでは、科学が

もたらす宇宙・自然・生物・人間の総合的な理解の前進が、人間活動それ自身へのよ

り高い理解と、優れた指針をもたらすことを期待したい。天文学・宇宙物理学は、大

きな自然と歴史的・科学的視点から、そうした活動に寄与していくことができるだろ

う。 

 

(3) 我が国の天文学・宇宙物理学の発展と大型研究基盤の役割 

我が国の天文学・宇宙物理学分野の研究者は、過去半世紀以上にわたって、高い国

際競争力を持つ地上観測装置や宇宙望遠鏡などの大型研究基盤施設を建設してきた。

これらの装置は、日本独自の共同利用という優れたシステムを通して、主として国内

の大学・研究機関に所属する研究者に広く利用され、天文学・宇宙物理学研究の発展

に本質的な貢献を行ってきた。大型研究施設を用いた共同利用は、当初は大学に附置

された研究所等を中心に行われてきたが、やがて装置の大型化や予算の増大に伴って、

1981年には宇宙科学研究所が、1988年には国立天文台が相次いで大学共同利用機関と

して設置されるに至り、我が国の天文学・宇宙物理学分野の研究の中核を担うことと

なった。一方で、大学附置の研究所では、各々特色のある装置や研究テーマによって、

当該分野の共同利用を現在に至るまで推進している。 

人材育成という観点からも、このような共同利用システムが我が国の天文学・宇宙

物理学の発展に与えた影響は絶大である。すなわち、共同利用システムによって、大

学院生やポスドクなどの若い世代の研究者に、あるいは必ずしも研究環境が整ってい
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ない比較的小さな大学の研究者にも、第一線の研究機会が提供されてきた。世界をリ

ードするスペースミッションやすばる望遠鏡の建設など、世界最先端研究施設を共同

利用することで、宇宙科学研究所設立以来の45年間で、国内の天文学・宇宙物理学に

携わる研究者数は大幅（日本天文学会の特別会員・正会員数は４倍以上）に増大した。

年齢や所属を問わず、多数の研究者が最先端の研究設備を用いて成果を挙げることで、

日本の研究レベルは世界の第一線に並ぶに至った。さらに、多くの大学と共同利用を

担う機関との共同研究によって、大型装置を補完する独創的な研究装置・施設が実現

され、研究の裾野は大きく広がってきた。 

この分野における観測施設の大型化の流れは必然であり、日本にとどまらず世界的

な潮流である。その結果として、建設予算の増大に伴い、税金によって建設される大

型計画の推進にあたっては国民の理解は不可欠であるとともに、国際協力・連携も当

然の前提となりつつある。このような状況の中、純粋に基礎科学の発展を目指すボト

ムアップの大型計画の中で、どれが最も重要な計画であり、早期の実現が望まれるか

について、当事者である研究者集団（コミュニティ）が真剣な議論を通じて合意を形

成した上で、広く国民に提案して理解を得るとともに、その結果については責任を負

うことを明確に示すべきである。 

 

(4) 研究者コミュニティによる長期計画の提案 

 研究者コミュニティが中心となって大型計画を推奨する手続きは、例えばアメリカ

合衆国のディケイダル・サーベイ[6]がよく知られている。その最初の報告書は1964年

に提出され、直近では2021年に第７期の報告書が発出されている。この間、ディケイ

ダル・サーベイはアメリカ合衆国における天文学・宇宙物理学分野の大型研究基盤の

実現に向けた指針を与えると同時に、その発展に必要不可欠の役割を果たしてきた。 

ヨーロッパでは、基礎科学の大型研究基盤を担う国際機関として、1954年に欧州原

子核研究機構（CERN）が、1964年にヨーロッパ南天天文台（ESO）が発足している。こ

れらは、第二次世界大戦で荒廃したヨーロッパを前に、どのようにしてヨーロッパの

基礎科学研究を再生すべきかという研究者による議論を受けて設立に至っている。ま

た最近では、ヨーロッパにおける大型研究基盤のロードマップを作成するために

ESFRI[※]（参考資料 用語集参照）などのシステムも整備された。 
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日本においても、研究者コミュニティの議論による合意形成を経て大型地上望遠鏡

や科学衛星を実現していくシステムは、1970年代1には始まっていた。特に、1982年に

完成した東京天文台（当時）野辺山宇宙電波観測所は、ミリ波帯の電波望遠鏡として

は世界最大口径の45ｍ望遠鏡を有し、「共同利用」を通して広く全国の大学等研究者

による利用を促進した。その成果は、日本の電波天文学の水準を世界の第一線に押し

上げたと同時に、天文学・宇宙物理学の研究者が日本の多くの大学に広がる端緒とな

った。 

1980年代に入ると、光学・赤外線天文学分野の研究者コミュニティである光学赤外

線天文学連絡会が発足し、世界最大口径の地上大型光学赤外線望遠鏡を建設する機運

が高まった。この望遠鏡は1991年に予算措置がなされ、1999年に完成し、すばる望遠鏡

として現在に至っている。 

これらは、コミュニティでの議論の開始から早くても10年以上、場合によっては20

年以上の歳月をかけて実現されていく長期計画である。天文学・宇宙物理学分野の学

術的課題は、素粒子物理学分野などと並んで根源的かつ深淵であり、十分長い年月を

かけて多数の研究者が検討の上に検討を重ね、国民に是非を問いつつ進めていく仕組

みが築かれている。 

 

(5) 私たちの学術と社会 

ここまでは、純粋に学術という立場から天文学・宇宙物理学の重要性を述べてきた。 

しかし、この分野は社会活動からは距離のある基礎科学という側面のみならず、実はほ

かの様々な学術分野とも影響を与え合い、さらには我々の生活と密接に関係する実学

的な性格をも併せ持つ。ここでは、そのような観点から天文学の意義を述べてみたい。 

天文学が実用的な知見を提供して、社会を築く一助となってきた代表的な例は暦であ 

る。暦の決定は、社会に共通の時間軸を与えると同時に、農耕や漁業など、第一次産業

でのタイミングを測るためには必須であった。さらに、海を渡るための航海術に用い

られるなど社会の交流にも役立ってきた。暦の作成は、現代でも天文学の社会への貢

 
1 電波天文学研究者のコミュニティである宇宙電波懇談会は1970年に発足した。なお、素粒子物理学の研究者を中心とし

た宇宙線研究者連絡会議は1953年に発足している。 
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献として重要であり、日本では国立天文台の暦計算室が毎年の暦の基本となる暦要項

を発出し、春分・秋分を定めることで対応する祝日が決まっている[7]。 

また、近代になると天文学は物理学や化学の発展にも多大な影響を及ぼし、我々の世

界を形作るものの理解も進めた。太陽の光を分光したことで分光学が発達し、化学の一

大分野となったばかりか、星やその周りのガスや塵に含まれる元素が、私たちの体を構

成する元素と同じであることが分かってきた。これらの元素が恒星の中における核融合

で生み出されることも分かると、宇宙と我々の繋がりが明確になった。分光学は、光を

通して物質を「観る」学問である。そのため、20世紀に入って分光学が独自の発展を遂

げると、今度は逆に天文学に大きな発展がもたらされた。光の波長ごとの特性を利用す

ることで、天体や宇宙にある物質の組成を詳細に調べられるようになったからである。

その結果、核融合で生み出された様々な元素が材料となり、星間空間でも複雑な分子が

生成されていることが分かってきた。現在では300種近くもの数の様々な星間分子の存

在が明らかとなり、隕石・小惑星などで検出される先太陽系有機物質との関連で、それ

らの星間分子の存在の普遍性や生成過程の解明に注目が集まっている。 

一方、1990年代に入り太陽系外惑星が次々に発見され始めると、直接的に宇宙生命を

探すための研究も本格的になった。20世紀に発展を遂げた極限環境生物学の研究に影響

される形で、太陽系外惑星や木星・土星の衛星の地下の海などにおける原始的生物の存

在可能性などが真剣に議論され始めたからである。地球惑星科学分野における太陽系内

の探査研究と並行して、生命活動の兆候であるバイオシグニチャーを太陽系外惑星で探

す研究など、現在本格的な研究が進みつつある。 

このように、核融合で生み出された元素から私たち生命が誕生するまでの化学的な歴

史を探求すること、そして地球以外の惑星や衛星に生命の痕跡を探すことは、この宇宙

における生命の普遍性を探る上で不可欠であるとともに、天文学のみならず化学や生物

学分野の研究にも深く関わる重要な課題となりつつあり、現在では宇宙生物学という分

野として進展しつつある。 

また、空間の概念、いわゆる宇宙観も天文学の発展によって変遷していった。地球が

宇宙の中心であるという天動説は17世紀頃から次第に地動説へと変化し、星座をつくる

恒星たちが、実は極めて遠方にある太陽のような恒星であることが明らかになり、20世

紀には太陽さえも銀河系のかなり端にあることも分かってきた。この宇宙観の変遷は、

我々が特別な存在ではないという視点を与えてくれつつある。地球が環境的に生命にと
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ってバランスの取れた惑星である一方、そのバランスの危うさを明らかにすることで、

気候変動やカーボンニュートラルに対する認識を深める一助として、天文学・宇宙物理

学・惑星科学は大きく寄与している。 

天文学は、長い時間軸で、かつ広い視点で物事を捉え、考察する格好の基礎科学分野

である。将来の社会を担う若手がこうした視点を獲得することは、未来の日本や世界に

とって極めて重要であろう。この考えは、天文学分野が人材教育や広報、普及活動を積

極的に行う原動力となっている。得られたデータは画像化され、積極的に公開されてい

るが、そこで見られる多くのアート作品のような美しい天体画像は、多くの人を魅了し、

最近は美術館でこれらの天体写真展が開催されるなど人気を博しており、国民のQOL（生

活の質）の向上に貢献している。一方、日本では学校教育の中で本分野を学ぶようにな

っているだけでなく、生涯学習施設として科学館やプラネタリウム、公開天文台等の施

設が多く存在し、教育に大きな貢献をしている。子供の頃に、こうした施設に通い続け

て、その才能を伸ばし、世界的な学者になった例は少なくない。ちなみに、日本のプラ

ネタリウム観客数は年間約800万人で、少なくとも2019年の J リーグの観客動員数に匹

敵している[8]。 

天文学は、もともと国際協力が必須であった。天文学の地上観測の場合、天球上の座

標系や星座などを世界共通で決めておかないと、適切な情報交換ができないからである。

また、突発的な天体現象が起こった場合、それを発見した後に継続的に観測する必要が

ある。発見地域が昼になると当然ながら見えなくなることが多いため、地球上の別の地

域で観測を依頼する時には共通の座標が必要であった。そのため、この種の国際学術団

体としては極めて早期の1919年に国際天文学連合が日本を含む７か国で創立され、天球

の座標系決定とともに88星座が制定されたのである。20世紀になると、天体観測手法が

多様化していくと同時に、望遠鏡などの装置が大型化し、国際協力の必要性は別の意味

で大きくなっていった。一国ではなかなか実現不可能な巨額のプロジェクトになるケー

スが生まれてきたからである。現在、多くの国際協力によるプロジェクトがあり、地上

の大型望遠鏡や宇宙の探査などが実現している。実際、本分野での研究論文の多くは国

際共著論文である。こうした研究者の国際交流を通じて、社会全体の異文化への相互理

解に貢献していることは確かである。 

天文学の社会への貢献は、これだけにとどまらない。天文学の観測には最先端の技術

が必要であり、イノベーションを起こしている側面があるからである。天文学における
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研究開発によって発展した技術は、社会へ応用され、医療から空港のセキュリティまで、

私たちの日常生活に不可欠なものを産んでいる。 

電波天文学で開発された干渉計技術は、もともと広範囲に配置した多数の小型の電波

望遠鏡で同時に同一の天体を観測し、その信号を電気的に合成することで、非常に大き

な望遠鏡で観測するのと同じ解像度を得る方法である。最近では地球上のいくつかの電

波望遠鏡を組み合わせて、銀河中心のブラックホール・シャドーの画像化に成功したイ

ベント・ホライズン・テレスコープ・プロジェクトが有名である。この手法は「開口合

成」とも呼ばれ、ノーベル賞を受賞した電波天文学者マーティン・ライルによって開発

されたものだが、現在は核磁気共鳴画像法（MRI）の医療診断における画像の解像度の

向上やスキャン時間の短縮に貢献している。また、宇宙から飛来する高エネルギー放射

線を観測する技術は、コンピュータ断層撮影（CTスキャン）という医用画像診断技術の

発展に寄与した。 

電波天文学によって発見された星間分子 HC5N を実験室で再現生成させようとする過

程では、フラーレン C60が発見された。フラーレンは、現在では医薬品開発や電子材料

への応用にも使われ始めており、天文学者を含む発見者らは、1996年にノーベル化学賞

を受賞している。そしてまた逆に、吸収分光研究の発展により、2015年にはフラーレン

が星間空間に存在することが証明され、長年の謎であった DIB(Diffuse Interstellar 

Bands）[※]と呼ばれる宇宙から届く光に見られる吸収線群の原因の１つがこのフラー

レンであることも示された。これは、宇宙という極限環境下での現象の研究が、新たな

化学分野の研究や実学に発展しただけではなく、フィードバックとして天文学にも影響

を与えた良い例とも言える。 

また、オーストラリア連邦科学産業研究機構（CSIRO）の研究チームは、ブラックホ

ールから放射される電波を解析するために開発した技術を用いて、無線で情報を伝送す

る新しい技術を開発した。電波信号は周囲の物体の表面で反射するために情報の伝達に

乱れが生じるが、そのような環境でも電波を利用できるマイクロチップを開発したので

ある。この特許によって、現在の Wi-Fiが生まれ、現代の我々の生活を支える技術の１

つとなっている。 

計算機分野では、膨大なデータを処理するための計算資源の確保の方法として、共通

のネットワークを介したグリッドコンピューティング技術がある。その先駆的な例が

1999年に始まった代表電波天文学者による地球外知的生命体探査 SETI（Search for 
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Extra-Terrestrial Intelligence）であった。一般家庭の膨大な PCを繋ぎ、アレシボ

天文台で受信した信号のデータ解析を行うとともに、科学の重要課題の解明に市民が参

加する市民科学プロジェクトとして、2020年３月で終了するまで、170万人以上が参加

し、広報普及事業として成功を収めた。天文学分野では、その後、欧州を中心に「ギャ

ラクシー・ズー」や日本の「ギャラクシー・クルーズ」などの市民科学プロジェクトに

引き継がれ、成果を収めている。 

また、現在、正確な時刻を維持するために天文学者は尽力している。世界中の様々な

機関に数百個の原子時計を高精度で運用し、世界の時刻のベースとなる国際原子時

（TAI)を国際度量衡局（BIPM）が管理している。一方、日常生活に合わせて使うのは地

球の自転と公転を基にした世界時（UT）で、BIPMと国際地球回転・基準系事業（IERS）

は、国際原子時を基に、天文観測から決まる UTとのずれが±0.9秒を超えないよう「う

るう秒」による調整を加えた協定世界時（UTC）を維持している。UTCは、我々の日常生

活で用いる時刻であり、暦の基本となっていると言っても過言ではない。カーナビなど

でお馴染みの全地球測位システム（GPS）にも、正確な時刻保持が必須であり、日常生

活に欠かせないものとなっている。 

最後に、学術と社会との関係において必ず考慮しなければならない問題として、天文

学・宇宙物理学分野におけるジェンダー問題について触れておきたい。 

天文学・宇宙物理学分野に関連の深い学協会として日本天文学会がある。同学会では、

1999年に国内学協会で初めて年会期間中の一時保育所を設置するなど、男女共同参画に

おいて先進的な取組を続けてきた。同学会の正会員数は、1980年代の約500名から現在

の2000名以上へと大きく増加したが、正会員に占める女性比率は過去20年間にわたって

13％前後でほぼ一定であり、有意な増加は見られていない。 

2019年に同学会の男女共同参画委員会が実施した調査[9]では、天文学・宇宙物理学

分野において女性比率が増加しない原因として、研究生活初期における影響が考察され

ている。その内容は、大学院進学から博士号取得くらいまでの期間において、進学にあ

たって女性は家族に反対される比率が男性より高いこと、女性は家庭や育児と仕事との

両立を男性以上に強く意識する（させられている）こと、女性が担うことが多い改姓に

伴う煩雑さなど、多岐にわたっている。 

なお、博士号取得後のキャリア形成については、女性だからという理由で就職におい

て不利な扱いを受けたと感じる女性会員の割合は多くはないようである。これは、例え
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ば、第24期分科会が行った博士号取得後の就職率に関する調査[10]で、2010年以前に博

士号を取得した世代では任期無し職への就職率に男女差があるのに対して、それより若

い世代ではこの差が解消されている傾向が示されていることとも整合している。 

以上は、天文学・宇宙物理学の分野に限らず、研究者を目指す若手に共通の問題と言

えよう。学術界全体で、さらなる積極的な取組が必要なところであろう。こうした取組

の一環として、日本天文学会男女共同参画委員会では、他の学会とも協力しつつ「女子

中高生の理系進路選択支援事業」などを通じて、積極的な女性研究者支援モデルの育成

に取り組んできている。国立天文台では2015年４月に本部のある三鷹キャンパス内に職

員及び研究会での一時保育が可能な保育施設「保育ルーム・星の子」を開設し、受け入

れ人数を徐々に増やしながら運営を続けている。さらに、本分野での国際組織である国

際天文学連合主催の国際シンポジウム358「Astronomy for Equity, Diversity and 

Inclusion - a roadmap to action within the framework of the IAU centennial 

anniversary」を、2019年11月に日本学術会議物理学委員会 IAU 分科会の協力の下、あ

えて日本で開催したことを記しておきたい。国際天文学連合設立以来100年余の歴史で

初めて正面からジェンダーを含む包括的なテーマでの歴史的な会合である。これらの取

組が日本の現状を国際社会に恥じることのない、良い方向へと変える一助となったと信

じたいところである。 
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２ 2010年代以降の成果と 2030-2040年代の展望 

20世紀の天文学・宇宙物理学の発展については、国内における当該分野の歴史的概観も含

めて、2010年報告[2]に詳しい記述があり、その中の第２章では特に「21世紀の天文学・宇

宙物理学の展望」が示された。その後の進展として、2023年報告[4]において、宇宙論、銀

河、活動銀河核とブラックホール、星・高密度星・元素合成、星・惑星系形成と星間化学、

太陽系外惑星、太陽、粒子線・ニュートリノ・ダークマター、重力波、およびコンピュータ・

シミュレーションの各項目について、天文学・宇宙物理学分野の科学的目標と意義が俯瞰的

に展望されている。これらを踏まえ本章では、2023年報告[4]を改訂する形で、2010年代か

ら現在に至る約15年の進展を振り返るとともに、2030-2040年代に向けた展望を述べる。 

 

(1) 宇宙論 

「進化する宇宙」という概念は、最も根源的な意味において人類の自然観、さらには哲

学観にまで深い影響を与えたものとして、20世紀の科学が成し遂げた偉大な成果の１つで

ある。自然科学としての宇宙論研究は、アインシュタインの一般相対性理論の構築（1916

年）から始まり、ハッブルおよびルメートルによる宇宙膨張の発見（1929年）、ガモフに

よるビッグバン理論の提案（1946年）、宇宙マイクロ波背景放射（CMB）の発見 (1965年）、

CMB角度異方性（温度ゆらぎ）の発見（1992年）、さらに超新星観測による宇宙加速膨張の

発見（1998年）などの革新的な成果を通じて、理論と観測の双方から発展してきた。天文

学と物理学に基づき、宇宙の創生から現在に至る進化を統一的に理解することが宇宙論の

目標である。 

現在の宇宙の標準シナリオでは、宇宙の始まりに起こったとされる急激な加速膨張（イ

ンフレーション）の過程で生成された量子ゆらぎが、宇宙構造の種である原始ゆらぎ（物

質の空間分布の非一様性）へと転化し、その後、宇宙の質量密度の大部分を占めるダーク

マターの重力の作用でゆらぎが増幅され、現宇宙のあらゆる構造（銀河、銀河団、及び宇

宙の大規模構造）が形成してきたと考えられている。一方、約138億年の宇宙史の後期に

あたる約70億年前から宇宙は再び加速膨張期に入ったことが分かっている。重力の万有引

力に打ち勝ち、加速膨張を引き起こしている謎のエネルギーとして、ダークエネルギーが

理論的に導入された。加速膨張はゆらぎをならす方向に働くため、宇宙の大規模構造はダ

ークマターとダークエネルギーの競争によって進化してきた。つまり、宇宙膨張と宇宙構

造の進化の研究は、表裏一体の問題として互いに深く関わっている。超新星の観測、CMB

角度異方性の観測、銀河の３次元地図など、積年の様々な宇宙観測により、現宇宙の全エ
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ネルギー密度の組成は、約70％がダークエネルギー、約25％がダークマター、残りの約5％

が通常の物質、ということが分かっている。インフレーションが予言する原始ゆらぎの特

性と併せて、このエネルギー組成を仮定した宇宙の進化モデルはΛCDMモデル[※]と呼ば

れ、現在では宇宙の標準模型として確立している。しかしながら、このΛCDM模型では宇

宙の約95％が正体不明のダークエネルギー、ダークマターによって占められており、これ

らダーク成分の正体は、天文学にとどまらず21世紀科学の根幹的課題となっている。 

上述の急激な宇宙論の理論的、観測的研究に呼応して、2010年代から今まで日本におい

ても宇宙論研究が大きく進展してきた。 

CMBの研究では、かつては欧米がリードしていたが、2010年頃から、高エネルギー加速

器研究機構（KEK）、東京大学、京都大学、岡山大学、JAXA宇宙科学研究所（ISAS）など国

内にCMBの研究グループが組織され、戦略的にPOLARBEAR[※]などのCMB地上実験に国際パ

ートナーとして参加してきた。これにより、装置開発やデータ解析のノウハウと経験を蓄

積し、関連技術の習得が進んだ。これらの研究グループが中心となり、次世代の大型CMB

地上実験（Simons Observatory）[※]に参画しており、また日本主導のLiteBIRD衛星計画

<13>(<番号>は３章（１）に記載の、推奨する天文学・宇宙物理学の長期計画の番号を示

す)を推進している。特に、LiteBIRD<13>は、インフレーションの証拠となる原始重力波

に起因するCMBのBモード偏光の検出を主目的とした独創的な計画である。実施体制の整備

と技術成熟度の向上が進み、JAXAの戦略的中型２号機として検討されており、2030年代の

打ち上げを目指してその検討が進められている。このように2010年以降の国内における

CMBの実験的研究の進展は特筆すべき成果である。 

一方、広い天域にわたる、多数の銀河の観測（以下、「銀河サーベイ」とする）による

宇宙論研究も大きく進展した。日本が主導し、プリンストン大学、台湾の研究者が参加す

る国際共同研究チームは、すばる望遠鏡の主焦点広視野カメラHyper Suprime-Cam（HSC）

[※]を開発した。HSC国際チームは、2014年からすばる望遠鏡の計330夜数を費やし、これ

までにない広い天域、また遠方宇宙にある暗い銀河まで見渡す、大規模な銀河イメージン

グサーベイを行った。すばるHSCの集光力、広視野、また高い結像性能（シャープなイメ

ージ）により、すばるHSCのデータは宇宙構造が及ぼす背景銀河像への弱重力レンズ効果

の精密測定を実現することに成功した。その結果、国際HSCチームは、HSCサーベイの弱重

力レンズ効果の測定と、宇宙の標準模型であるΛCDMモデルの予言を詳細に比較し、宇宙

論パラメータを高精度に測定した。例えば、現在の宇宙構造の成長度合いを特徴付ける物

理パラメータであるS8[※]を約5％の精度で測定することに成功した。このすばるHSCの研
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究成果は、装置の開発、大規模サーベイの立案・実行、データ取得・解析、さらに物理解

析に至る各段階において日本が主導して達成した、「観測的」精密宇宙論における初の研

究成果であり、特筆すべき進展と言える。 

HSCサーベイを始めとし、2010年代には欧米で広天域銀河サーベイによる精密宇宙論が

進展した。現在では、銀河サーベイは、CMBに並び、宇宙論パラメータを精密に測定する

強力な手段になっている。さらに、ビッグバン後約38万年後の宇宙のスナップショットを

測定するCMBと、宇宙構造が成長した後期宇宙を調べる銀河サーベイは相補的であり、二

つを組み合わせることで、約138億年の宇宙構造の進化史を詳細に調べることが可能にな

る。 

ΛCDM模型は、これら最新の宇宙論データの宇宙論観測量を基本的に良く説明できてい

るが、宇宙論パラメータの測定精度の向上に伴い、ΛCDMの綻びを示唆する兆候が見つか

っている。まず、CMBおよび銀河サーベイが支持するハッブル定数H0の値と、近傍宇宙を

直接観測して得られるハッブル定数H0の値が一致しない問題、いわゆるハッブル定数の不

一致（H0不一致）問題である。次に、CMBが支持するΛCDMが予言する現宇宙のS8の値と、

様々な銀河サーベイの観測量が示すS8の値に2σ程度の不一致、いわゆるS8問題である。

さらに、2025年には、米国のDark Energy Spectroscopic Instrument（DESI）[※]プロジ

ェクトによる広天域分光銀河サーベイのデータを用いて、バリオン音響振動スケールが精

密に測定され、ダークエネルギーが宇宙定数（Λ）ではなく時間変化している可能性を示

唆する結果が報告された。これが本当であれば、ブレークスルーとなる重大な発見であり、

独立な観測による検証が強く求められている。このように、ΛCDMモデルを超える新しい

物理の探究は極めてタイムリーな課題であり、世界中でその方向性に沿った理論・観測両

面からの研究が進められている。 

HSCサーベイの弱重力レンズ効果は、電磁波では直接観測できないダークマターの空間

分布を復元することができるため、上記の研究以外にも様々な研究成果が実現した。宇宙

の大規模構造におけるダークマターと銀河の分布の比較、あるいは個々の銀河におけるダ

ークマターと星の空間分布を統計的に比較する研究が行われた。つまり、宇宙の構造形成

のなかで、ダークマターの重力の影響下でいかに星・銀河が形成され、銀河の空間分布が

進化してきたのか、という問題が観測的かつ定量的に研究できるようになってきた。さら

に、HSCデータを用いたアンドロメダ銀河の重力マイクロレンズ効果の探査から、ダーク

マターの有力候補の１つである原始ブラックホール（PBH）について、これまでにない精

度で月質量程度のPBHの存在量を制限することに成功した。このように、HSCデータは、天
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の川銀河空間から銀河、さらに宇宙の大規模構造にわたる幅広いスケールに及ぶダークマ

ターの「観測的」研究を可能にし、これらの天文学分野に飛躍的進展をもたらしたと言え

る。 

今後の宇宙論が目指すべき方向性は、以下のものが考えられる。 

 

i. インフレーション宇宙の観測的検証、また現宇宙の構造の種である原始ゆらぎの

特性（物理）の解明 

ii. 宇宙の標準模型ΛCDMの徹底的検証および標準模型を超える新しい物理の探索 

iii. ダークエネルギーの時間変化の独立検証 

iv. ダークマターの正体の解明 

v. 膨張する宇宙における、ダークマターの空間集積、星形成史、多様な銀河の形成・

進化に至る宇宙進化の観測的研究および統合的理論モデルの構築 

 

各科学目標に対して、ターゲットになる観測量を定義し、物理的に意義がある制限、測

定結果を創出するために必要な精度を達成することが、実験・観測のゴールとなる。 

日本が主導し、世界をリードする宇宙論研究成果が期待されるのは、LiteBIRDおよびす

ばるHSC・PFSサーベイ計画である。日本が主導するLiteBIRD衛星計画はユニークであり、

インフレーション起源のBモード偏光の探査に特化したデザインになっており、欧米では

同様の計画がない、独創的な研究計画である。15年以上にわたる開発を経て、2025年に遂

に完成したすばる望遠鏡超広視野多天体分光器Prime Focus Spectrograph（PFS）[※]も、

８ｍ級望遠鏡において同様の装置が他に存在しない、圧倒的な多天体分光観測能力を有す

るユニークな装置である。2025年から、PFSによる宇宙の大規模分光サーベイが開始した。

すばるPFSの分光データを用いたバリオン音響振動スケールの精密測定により、DESIで示

唆されている時間変化するダークエネルギーを独立に検証することが喫緊の課題である。

さらに、すばるHSC・PFSによる撮像・分光サーベイにより、暗い天体まで見渡す宇宙の３

次元地図の作成が実現し、上述の各科学目標について相乗的な研究成果が期待される。 

欧米でも広天域銀河撮像・分光サーベイが稼働中・計画中である。実質口径6.5ｍの専

用望遠鏡を建設し、撮像サーベイを行うベラ・C・ルービン天文台（2025年開始）[※]、

撮像及び低い波長分解能の分光サーベイを行うユークリッド衛星（2023年打ち上げ）[※]、

撮像及び低い波長分解能の分光サーベイを行うNASAのローマン宇宙望遠鏡計画（2026年打

ち上げ）[※]、原始非ガウス性の検出を目標とし、全天の多バンド撮像サーベイを行うNASA
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の衛星SPHEREx（口径20cm、2025年打ち上げ）である。さらに、欧米や中国では、1000億

円規模に及ぶ、すばるPFSのような広視野多天体分光器を搭載した2030〜40年代の望遠鏡

プロジェクトが計画されており、すばるPFSによる早期の科学成果の創出が強く求められ

ている。加えて、総受信面積が約１平方kmに達する世界最大級の電波望遠鏡計画である

SKA<19>も2030年代に本格運用が開始され、宇宙に大量に分布する中性水素の21cm線によ

る大規模サーベイの実施が予定されている。これらの究極的な大型計画により、宇宙論の

研究は2030年代にも大きく進展することが確実視されている。 

ダークマター研究においても、有力候補とされてきた未発見素粒子WIMP[※]に探索が集

中してきたことへの反省から、多角的な視点に立ち、様々な手法によるダークマター探査

が求められている。PBHの探査については上述の通りであるが、これに加えて、高エネル

ギー宇宙線も含む様々なエネルギー帯・波長帯における未同定輝線の探索、重力波観測で

発展したレーザー干渉計やテーブルトップ実験を用いたアクシオンダークマターの探索、

さらには矮小銀河などの小スケール天体におけるダークマターの力学的構造への影響の

探索などが挙げられる。ダークマターの空間分布の解明には宇宙観測が本質的であるため、

ダークマター研究は天文学と物理学の学際的研究が可能になる有望な分野である。  

宇宙論研究に必要な宇宙地図のデータはビッグデータであり、そのデータ処理や解析は

チャレンジングな課題となっている。データ解析を高精度に行うソフトウェアが重要であ

ることは言うまでもないが、データから隈なく宇宙論情報を引き出すためには、機械学習・

AIを用いた手法が今後ますます威力を発揮すると期待される。こうしたビッグデータやデ

ータサイエンスに関する手法・技術の開発に加え、人材育成も必要不可欠であり、宇宙論

研究はこれらの分野の開拓において極めて有効である。 

最後に、近年著しい進展を遂げている重力波観測に基づく宇宙論研究も、今後大きく進

展すると期待される。重力波観測とほかの宇宙観測を組み合わせる、いわゆるマルチメッ

センジャー天文学により、例えばハッブル定数を高精度に測定する新たな手段が進展し、

H0不一致問題をこれまでの手法とは独立に調べることが可能となる。また、CMBが探るGpc

の波長スケールから、数km（さらには短波長まで）にわたる背景重力波の探査を通じて、

インフレーションの物理に迫ることができる。短波長の背景重力波は、原始ブラックホー

ルの生成過程にも関連している可能性がある。このように、重力波宇宙論という新たな分

野も、今後さらなる進展が期待される。 
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(2) 銀河 

銀河は宇宙における物質分布の基本的なユニットであるがゆえに、その研究は本質的

に多様である。その多様なテーマの中から、2010年報告[2]では、当時から10年の銀河研

究の方向性として以下の２つを挙げている。 

(i) 究極の銀河観測フロンティア 

宇宙最遠方、すなわち最古と考えられる第１世代の銀河の探査は、すばる望遠鏡で到

達した赤方偏移６〜７の輝線銀河探査（水素原子の出す輝線で輝いている銀河）を拡張し、

宇宙再電離がどの時代にどのように完了したかを解明し、また、アルマ望遠鏡を用いて第

１世代の銀河がいつの時代からどのように誕生したのかを明らかにする。 

(ii) 俯瞰から理解へ 

銀河宇宙の歴史・進化を、銀河系（天の川銀河）を始めとする現在の銀河の姿と統一的

に結び付ける。すなわち、宇宙年齢にわたり、銀河のたどる物理的な進化の筋道を系統的

に分類し、それによって現在の宇宙で観測される銀河の姿を矛盾なく説明できることが

「俯瞰から理解へ」の本質である。そのための観測には、地上超大型望遠鏡、次世代宇宙

望遠鏡が主導的かつ大きな役割を果たす。 

さて、銀河の研究は2010年以降も大きく進展したが、特に、2022年７月のジェームズ・

ウェッブ宇宙望遠鏡（JWST）[※]のデータ公開の前後で全く別の世界となった。JWST以前

の最遠方天体探査では、アルマ望遠鏡による赤方偏移９（宇宙年齢5.5億年）の銀河の酸

素輝線の検出や、赤方偏移８（宇宙年齢6.5億年）の銀河のダスト（ケイ酸塩や炭素物質

の固体微粒子、宇宙塵）の検出が報告されていた。JWSTは、赤方偏移フロンティアを大き

く拡げ、赤方偏移10を超える（宇宙年齢５億年未満）銀河は分光確認されたものに限って

もすでに数十個を数える。また、赤方偏移14を超える（宇宙年齢３億年未満）銀河も２天

体の分光確認に成功している（2026年３月末現在）。銀河の個数密度に関して、JWSTのデ

ータ公開直後は、事前の予想に比べて明るい銀河の個数が極めて多く報告され、標準宇宙

モデルとの矛盾が議論された。しかし分光追観測の結果、一部に低赤方偏移の銀河の混入

があったことも明らかになり、現在では、予想に比べて多いことは確かなものの、星形成

率の激しい時間変動、高い星形成効率、ダスト減光の少なさなど、銀河形成の物理過程の

調整で説明が可能と考えられている。今後もJWSTによって初期宇宙の銀河観測が進展す

ることは間違いない。 

JWSTは超高感度を誇る一方、その視野には限りがあり、１平方度を超える面積を探査

することは困難である。個数密度が少なく、平方度級以上の面積を探査して初めて見つか
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る明るく大質量な銀河は、標準構造形成論のテストや銀河形成の物理過程の理解に重要

な情報を与える。そこでは、2023年７月に打ち上げられた欧州のユークリッド衛星や、

2026年に打ち上げられた米国のローマン宇宙望遠鏡による超広視野近赤外線探査が大き

な役割を果たす。日本でも、2030年代の超広視野近赤外線探査衛星GREX-PLUS<5>の検討が

進んでいる。 

宇宙再電離過程の研究では、すばる望遠鏡の超広視野主焦点カメラHyper Suprime-Cam

（HSC）に搭載された狭帯域フィルターによる、赤方偏移５から７の輝線銀河の撮像探査

が本質的な貢献を果たした。2025年から稼働し始めたPrime Focus Spectrograph (PFS)

により、大統計かつ分光的な研究へ質的に深化することが期待できる。一方、JWSTは宇宙

再電離過程の研究でも画期的な成果を上げている。例えば、ライマンα波長前後の銀河の

スペクトル形状の詳細な解析から、宇宙の中性度の時間進化が制限されつつある。また、

赤方偏移13の銀河のライマンα輝線の検出に成功し、宇宙初期でも巨大な電離バブルが

形成されていることが明らかとなった。このような結果から、明るい銀河の周囲から電離

が進む、インサイドアウトと呼ばれる再電離様式が支持されている。今後、より大規模化、

精密化した宇宙再電離数値シミュレーションの助けも借りつつ、PFSやJWSTの観測結果の

解釈を進めることで、再電離過程の全貌が明らかにされていくだろう。 

宇宙の星形成史の研究において、すばる望遠鏡HSCによる赤方偏移４から７の星形成銀

河の超大統計サンプル構築は、遠方銀河研究の１つの集大成となった。これにより、銀河

クラスタリング解析に基づくダークマターハロー質量の測定に成功し、ハロー質量と恒

星質量の比「星形成効率」が推定できた。それを標準構造形成論に基づくハロー形成史と

組み合わせることで、赤方偏移７（宇宙年齢８億年）から０（宇宙年齢138億年、現在）

にわたる宇宙の星形成史の概形の物理を理解することができた。そしてJWSTによる観測

により、赤方偏移10を超える時代（宇宙年齢５億年未満）まで星形成史が明らかにされつ

つある。今後、ユークリッド衛星やローマン宇宙望遠鏡による探査で得られる星形成銀河

の超大統計サンプルによるクラスタリング解析も赤方偏移10前後まで行われるであろう。 

銀河星形成活動の終焉「クエンチング」は、大質量ブラックホールを擁する活動銀河

核からのフィードバックなのか、銀河数密度に応じた環境効果なのか、あるいは別の過程

なのか、その解明は長年の課題である。従来、数億年以上星形成をしていない「パッシブ

銀河」は赤方偏移４（宇宙年齢16億年）まで分光的に確認されていたところ、JWSTの観測

により、赤方偏移７（宇宙年齢８億年）の「ミニクエンチ銀河」や、さらには赤方偏移11

（宇宙年齢４億年）の銀河でありながら、星形成を急に止めてしまった例も発見されてい
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る。今後のさらなるパッシブ銀河探査には広視野の近赤外線観測が必要となる。ユークリ

ッド衛星やローマン宇宙望遠鏡の超広視野探査に加えて、すばる望遠鏡ULTIMATE[※]に

よる多様なフィルターによる撮像探査の貢献も期待される。 

アルマ望遠鏡は、遠方銀河の星間ガスやダストの観測を大きく開拓した。例えば、赤

方偏移８を超える銀河のダストの検出に成功している。また、可視光や近赤外線では全く

見えず、サブミリ波の連続光や輝線でのみ見える遠方銀河種族が赤方偏移７程度まで発

見されている。今後もアルマ２[※]として機能強化し、この分野を牽引するだろう。星間

ガスの観測は次世代長基線電波干渉計（ngVLA）<16>によっても拡充されるだろう。 

銀河観測研究の新しい潮流として、地上８-10ｍ級望遠鏡による可視光分光観測で、銀

河間中性水素ガスの分布を明らかにするトモグラフィーや、銀河周囲のガスとそこでの

元素汚染の理解が進展した。銀河は宇宙空間に孤立しているのではなく、銀河間空間に存

在するガスと相互作用しながら進化する描像が確立したと言えよう。この分野は、今後も

PFSや、30ｍ望遠鏡（TMT）<21>を始めとする地上超大型望遠鏡により大きな発展が見込ま

れる。また、2030年代前半の実施を目指す紫外線宇宙望遠鏡LAPYUTA<12>は、静止波長に

近い銀河のライマンαハローの観測を通して、近傍銀河周辺物質の構造を調べ、宇宙構造

形成の枠組みで予言されたガスの流入による星形成を検証し、この分野に貢献するだろ

う。理論的には、銀河を、銀河間ガス、銀河周囲ガス、星間ガス、恒星系が物質とエネル

ギーを交換しながら進化する非平衡開放系として改めて捉え直す視点も興味深いだろう。 

銀河形態学は、エドウィン・ハッブルの分類以来、銀河研究の主要な一翼を担ってき

た。すばる望遠鏡HSCの可視光での高画質を活用した遠方銀河の形態学は一般市民をも巻

き込んだ形で大規模になされた。さらに、JWSTの近中間赤外線での高画質を活用して、ほ

とんど全宇宙史にわたる銀河形態学が可能となり、初期の宇宙でも円盤銀河の割合が高

いことが明らかにされている。また、赤方偏移５（宇宙年齢12億年）の明瞭な渦巻銀河が

報告されている。将来的には、Habitable Worlds Observatory (HWO)<7>による超高解像

度観測により、銀河形態学がさらに発展すると期待できる。 

一方で、銀河系は個々の恒星の位置や運動、化学組成を最も高い精度で測定できる観

測対象であり、銀河形成・進化を理解する上で中心的な役割を担っている。近年では、ガ

イア衛星[※]による多数の恒星の６次元位相空間情報と分光観測を組み合わせた銀河考

古学により、銀河系の合体史や構造形成史の研究が大きく進展した。2030年代には

JASMINE衛星<10>によって、ガイア衛星では観測が困難な銀河系中心方向に対する高精度

位置天文観測が実現される。PFSなどによる分光観測と組み合わせることで、銀河系形成
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の包括的理解につながることが期待される。 

 

(3) 活動銀河核と巨大質量ブラックホール 

銀河中心核の巨大質量ブラックホールは、母銀河の進化に深く関わり（共進化）、銀河

団の構造にも大きな影響を与えるなど、宇宙の重要な基本構成要素であることが分かっ

てきた。その起源、及び環境との相互作用を解明することは、宇宙史の理解において不可

欠で本質的な天文学的課題である。2010年に本分科会がとりまとめた報告[2]では、電磁

波を用いた巨大質量ブラックホールの研究として、以下の３つの方向性について述べて

いた。 

(i) ブラックホールと環境の共通化 

巨大質量ブラックホールは、成長期間の大部分で激しい星生成を伴って母銀河と共進

化するはずだが、巨大質量ブラックホールと銀河のどちらが先に質量成長を遂げたか、あ

るいは両者が常に協調して質量を増加させたのか、といった共進化の描像は不明である。

そこで、大面積のX線望遠鏡と多波長大型望遠鏡との密接な連携によりこの過程を観測す

る。 

(ii) ブラックホール降着流とジェットの物理 

広い範囲のブラックホール質量及び質量降着率下での降着流の物理を統一的に理解す

る。特に、非常に高い質量降着率下での降着流の振舞、相対論的宇宙ジェットの起源の理

解が重要である。そのために、銀河系内X線連星・超強度X線源・活動銀河核の多波長観測

と、多次元シミュレーションを含めた理論的研究との連携を行う。 

(iii) ミリ波・サブミリ波領域でのブラックホール撮像観測 

ミリ波・サブミリ波VLBIにより、いて座A*（Sgr A*）[※]やM87中心核のブラックホー

ルシャドウを撮像し、ブラックホール存在の直接的な証拠を与える。また、強重力場中で

の一般相対性理論効果の検証を行う。 

  

巨大質量ブラックホール進化の研究に関する過去10年における大きな進展のひとつと

して、すばるHSC、Pan-STARRS[※]、DES[※]等による可視光高感度広域撮像サーベイ、そ

してEuclid衛星等による近赤外線高感度広域撮像サーベイが精力的に行われた結果、赤

方偏移６〜７程度の初期宇宙に多くのクェーサー（明るい活動銀河核）が発見されたこと

が挙げられる。これらのクェーサーのブラックホール質量は太陽の10億倍程度に達する

ものもあり、ビッグバンから10億年未満という短期間のうちにこのような巨大質量をブ
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ラックホールが獲得するための物理について精力的な研究が展開されている。今後は、ロ

ーマン宇宙望遠鏡やGREX-PLUS衛星<5>等による近赤外線および中間赤外線高感度広域サ

ーベイにより、赤方偏移８を超すクェーサーも系統的に探査される。こうした高赤方偏移

クェーサーについて、母銀河の性質が関心の対象となるが、JWSTやアルマ望遠鏡が星成分

とガス成分を捉え、巨大質量ブラックホールとの共進化の理解が深まりつつある。こうし

たクェーサー母銀河の星とガスを捉える研究は将来、TMT<21>等の地上超大型光学望遠鏡

やngVLA<16>およびアルマ望遠鏡を機能強化させたアルマ２といった大型電波干渉計に

よる高空間分解観測により、更に進展すると期待される。なお、近年のJWSTによる超高感

度観測により従来の予想よりも遥かに多くの低光度活動銀河核が高赤方偏移宇宙に発見

され、その中にはLittle Red Dotsと呼ばれる新種の天体種族も報告されている。こうし

た天体について理解するためには、全波長帯で高感度観測が可能な装置を活用してスペ

クトルエネルギー分布[※]を捉える必要があり、高感度観測が実現できていない遠赤外

線・テラヘルツ帯における将来計画であるPRIMA<18>やATT<1>の実現が期待される。 

一方、東アジアVLBI観測網（EAVN）[※]のような長基線センチ波VLBIを用いて高角度分

解能を実現することにより、ジェットの根元部分の撮像観測や、ジェット加速を示すモニ

タ観測が可能になってきた。また、2023年に打ち上げられたXRISM衛星[※]によって、搭

載装置であるX線マイクロカロリメータを用いたX線高分散分光観測が可能になり、高速

アウトフローガスの実態解明が大きく進展しつつある。今後は、降着流とジェットの加速

を統一的に理解することや、母銀河スケールからブラックホールスケールにガスが降着

する物理、ブラックホールスケールからのジェットやアウトフローが母銀河スケールに

及ぼす影響を解明することが課題になると考えられる。 

巨大質量ブラックホール存在の確固たる証拠を得るための観測についても、大きな進

展があった。銀河系中心部の恒星運動の継続的な精密観測により、太陽の約400万倍の質

量が銀河系中心のコンパクトな領域内に偏在することが確定的になり、その成果に対し

ては2020年にノーベル物理学賞が授与された。そして、さらに直接的な観測により巨大質

量ブラックホールを捉えたのがイベント・ホライズン・テレスコープ（Event Horizon 

Telescope; EHT）[※]である。地球規模のミリ波VLBIであるEHTは、2019年にはM87につい

て、そして2022年には銀河系について、それぞれの中心核にある巨大質量ブラックホール

のシャドー(穴）と考えられる構造を画像として取得することに史上初めて成功した。こ

の成功の背景に、スパースモデリングの手法による超解像技術といった新しいデータ解

析方法が活用されていることは、特筆すべきである。次の研究段階としては、時間分解を
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行ったシャドー動画の取得や、Space VLBI観測を実施する次世代観測衛星を実現して更

に高解像度のシャドー画像を取得することで、巨大質量ブラックホールに関する理解を

深めることや強重力場中での一般相対性理論効果を検証することが期待される。より将

来には、宇宙空間で超長基線重力波干渉計を運用し、巨大質量ブラックホール同士の合体

現象を重力波で直接的に調査できる時代が来るだろう。 

巨大質量ブラックホールへの降着流、及び巨大質量ブラックホール近傍から吹き出す

相対論的ジェットや高速アウトフローの理解に向けて、スーパーコンピュータが果たし

た役割は大きい。具体的には、「京」や「富岳」などを駆使した詳細な輻射磁気流体シミ

ュレーションにより、ガス降着率に応じて質的に異なる降着モードが生じる様子や、輻射

圧や磁気圧によりガスが外向きに加速する様子が分かってきた。今後は、機械学習など昨

今の計算機科学の進展をどう活用していくかが、この分野におけるシミュレーション研

究においても重要になっていくと予想される。 

 

(4) 星・高密度星・元素合成 

星の進化は天文学・宇宙物理学における最も基礎的な要素であり、宇宙の化学進化や

諸現象を統一的に理解する上で必要不可欠である。2010年報告[2]では、以下の方向性が

述べられている。 

(ⅰ) ガンマ線バースト: 起源の解明 

ガンマ線バーストを引き起こす爆発現象が、どういう星のどういう条件の下で起きる

のか、通常の超新星爆発と何が異なるのか、の解明が次の重要な課題となっている（重力

崩壊型超新星の多様性の理解）。また、継続時間の短いガンマ線バーストの起源について

はいまだ解明されていない。（連星中性子星の合体ではないかとも言われている。その場

合、究極的な証明は重力波検出を待たねばならないだろう。） 

(ii) Ia型超新星モデル: 宇宙の加速膨張と鉄の起源 

Ia型超新星は標準光源として遠方宇宙における距離測定の主役であり、宇宙の加速膨

張の発見に本質的な役割を果たした。そのメカニズムは、連星白色矮星の核燃焼の暴走だ

と考えられているが、どのような連星がどのような進化を経てこの現象を起こすのかに

ついては論争が続いており、解明が待たれる。 

(iii) 中性子星とブラックホール: 形成・進化モデルの確立 

星質量ブラックホールと巨大質量ブラックホールの起源と、相互の関係、進化系列は、

ブラックホール形成過程の解明に残された課題の１つである。パルサーの放射機構はま
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だ不明な点も多く、また中性子星内部の物質状態は物性物理学とも関連しており、基礎物

理学の観点からも大きな意義を持つ研究対象である。 

(iv) 銀河考古学: 宇宙の元素循環 

鉄よりも重い原子核の起源や、我々の銀河系の形成初期の姿の再構築（銀河考古学）な

ど、銀河進化の研究と相補的にさらなる発展が期待されている。 

 

星・高密度星・元素合成の研究は、過去約10年で重力波や高エネルギーニュートリノと

いう新たなメッセンジャーの直接観測が実現したことで、飛躍的な進歩を遂げている。ま

た、ガイア衛星（Gaia）による恒星の距離・運動の網羅的な測定や、近年大きく発展して

いる様々な波長における時間領域観測など、質的に新しい観測データによって大きく理

解が進むとともに、新たな謎も明らかになっている。 

2015年にLIGO（Laser Interferometer Gravitational-wave Observatory）[※]によっ

て初めて観測された重力波は、太陽質量の約30倍のブラックホールの合体によるもので、

それまでX線連星などの観測では知られていなかった質量のブラックホールが宇宙に存

在することが明らかになった。2026年８月時点で、重力波で観測されたブラックホール合

体の数は約400例にものぼり、合体後の質量が100太陽質量を超える中間質量ブラックホ

ールの存在が明らかになるなど、宇宙における（連星）ブラックホールの質量分布が測定

できるまでに研究が急速に進んでいる。また、ガイア衛星による位置天文学測定によって

も銀河系内の連星中にブラックホールの候補が発見されており、連星進化の多角的な検

証が可能となっている。 

2017年には、中性子星合体からの重力波が観測され、あらゆる波長の電磁波でもその

対応天体が同定された。特に、重力波検出直後にガンマ線バーストが観測されたことか

ら、中性子星合体がショートガンマ線バーストの起源であるという「究極的な証明」が実

現している。また、中性子星合体からの可視光・赤外線対応天体も発見されたことで、中

性子星合体で速い中性子星捕獲反応（r-process[※]）が起きていることが確認され、50

年以上明らかになっていなかったr-process元素合成のサイトの直接検証が実現した。さ

らに、重力波観測からは中性子星の潮汐変形に関する情報も得られており、X線による中

性子星半径の測定と併せて、中性子星内部の高密度状態方程式の研究も新たな展開を迎

えている。 

元素合成サイトの研究の進展とあいまって、銀河系・矮小銀河の恒星の観測による宇

宙の元素循環の研究も大きく進んでいる。特に、ガイア衛星による恒星の６次元位相空間
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情報の測定から、銀河系内の恒星の降着史を辿ることができるようになったことで、運動

学的に分解した恒星種族ごとの化学進化の研究が可能となった。さらに、矮小銀河の恒星

の元素組成の測定によって、中性子星合体のような頻度の低い爆発現象における元素合

成も検証されている。 

時間領域天文学の発展によって、これまで知られていなかった天体現象が次々と明ら

かになったことも、この10年の研究の進歩を語る上では欠かせない。可視光における時間

領域広視野サーベイでは、これまで知られていた超新星爆発よりも10倍以上明るい「超高

輝度超新星」や、極めて速く進化する突発天体現象などが発見されており、恒星の最期・

高密度星形成の多様な姿が明らかになっている。また、爆発する直前の恒星の活動性など

これまで予想されなかった現象も見つかっており、基本的な恒星進化理論の見直しが進

んでいる。2025年に運用が始まったベラ・C・ルービン天文台では高感度な時間領域サー

ベイが行われ、今後本分野がさらに発展することが見込まれる。 

また、電波における時間領域観測では、高速電波バースト（Fast Radio Burst; FRB）

[※]というミリ秒程度の突発的な放射が多数発見されている。銀河系内のマグネター

[※]からも同様の現象が観測されたことで、マグネターが少なくとも一部のFRBの起源で

あると考えられており、FRBの理解を通してマグネター、さらには一般的なパルサーの放

射機構の理解が進むことも期待されている。 

このように、主に可視光から始まった時間領域天文学は全波長に広がっており、様々

な時間領域をカバーするように発展している。日本の天文学・宇宙物理学分野において

も、あらゆる波長域で時間領域天文学に関連する計画が提案されている（SKA1<19>、

ngVLA<16>、LST/AtLAST<14>、TMT<21>、HiZ-GUNDAM<6>、CTA<3>など)。また、このような

時間領域観測は重力波・ニュートリノとのマルチメッセンジャー観測とも親和性が高い。

例えば、IceCube実験[※]で観測されている高エネルギーニュートリノはまだその起源が

解明されておらず、マルチメッセンジャー観測によって天体を同定することができれば、

宇宙の高エネルギー宇宙線・ニュートリノの起源を明らかにすることができるだろう。ま

た、重力波観測は「多波長」化が進むことが期待される。宇宙重力波望遠鏡LISA[※]では、

銀河系内の連星白色矮星からの重力波が観測されることが期待されており、Ia型超新星

に至る連星系の多様性が明らかになるだろう。このように、2030〜2040年代には未開の時

間領域の開拓、新しいメッセンジャーの獲得が進むことで、恒星進化・連星進化の理解、

そしてその最終段階である高密度星や爆発現象の物理や元素合成の理解が進むことが期

待される。 
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(5) 星・惑星系形成と星間化学 

星の形成は、宇宙における最も基本的な構造形成過程であるとともに、星間物質から惑

星系物質への物質進化の場でもある。「我々が住む地球のこの素晴らしい環境が宇宙の中

でどのように生まれてきたのか」という根源的な問いに答えるために、我々は、「構造形

成」という観点のみならず物質（化学）進化という観点からもその進化を捉えることが必

要である。一方で、そのような物理・化学進化史を明らかにするには、非常に大きなダイ

ナミックスケールで関係する物理・化学過程を調べることが必要不可欠であり、観測装置

や計算機能力などの制約から研究が立ち後れていた。しかし、2010年以降、アルマ望遠鏡

やVLA[※]、NOEMA[※]、IRAM 30ｍ望遠鏡[※]、Yebes 40ｍ望遠鏡[※]など様々な電波望

遠鏡が運用開始あるいは高感度化・高観測効率化され、この十数年で研究は大きく進展し

た。星の誕生の大まかなあらすじが明らかになってきた一方、原始惑星系円盤における塵

および分子ガスの分布を高空間分解能で直接捉える観測が可能となったことで、従来の

太陽系形成理論（「京都モデル」などに代表される）では想定されていなかった構造や進

化の様相が明らかになり、新たな理解を必要とする課題が次々と提示されている。また、

星や惑星が形成される場の物質組成の詳細な観測と分子科学分野との連携により化学反

応過程の理解が大きく進展し、従来の低温気相反応に加えて塵・氷表面と気相の相互作用

の重要性が示されてきた。さらに、物理環境や進化履歴に応じた化学的多様性が惑星系に

存在することが明らかとなり、その起源や、氷の蒸発などの化学組成変化が惑星形成に与

える影響という新たな課題も浮かび上がっている。 

これらの進展により、星・惑星形成は物理過程と化学過程が密接に結合した複雑系とし

て捉え直されつつあり、その全体像の理解に向けた研究課題が一層明確になってきた。以

下に、今後取り組むべき主要な課題を整理する。 

(i) 物質循環のダイナミクス 

分子雲やフィラメント構造の形成過程、星間・銀河間プラズマを含むガスダイナミク

ス、元素合成史が与える構造形成過程への影響、星間空間への重元素の供給、ダストの

生成・破壊過程、磁場や乱流の起源、宇宙線の起源とその物質進化・星形成への影響な

どについては、観測および理論の進展により、異なるスケールの現象の間の関連が次第

に明らかになりつつあり、星形成が大規模環境の影響を強く受けることも示唆されてい

る。こうした知見を踏まえ、物質循環を多階層的に統合して理解することが今後の重要

課題である。 
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(ii)     星形成の多様性とその起源 

星形成は一様な過程ではなく、分子雲内のフィラメント構造やハブ–フィラメント系

における質量集積、ストリーマーなどによる非対称なガス供給を通じて、多様な経路を

たどることが明らかになってきた。こうした動的環境のもとで、磁場や乱流、フィード

バックなどが複雑に作用し、星形成効率や形成される星の質量分布を含む統計的性質が

規定されると考えられる。その起源を理解するためには、分子雲コアとの関係や局所環

境、銀河スケールでの条件との結び付きを含めた統合的理解が不可欠である。また、大

質量星形成における非定常な降着過程や複雑な構造形成、さらには初期宇宙環境におけ

る星形成の特性など、解明すべき課題が広がっている。 

(iii)  惑星・惑星系の多様性とその起源 

アルマ望遠鏡、すばる、VLAなどによる観測で、原始惑星系円盤内には形成途上の惑

星が刻んだ痕跡と見られるリング状構造が普遍的に存在することに加え、スパイラルや

非対称構造を持つもの、同じ進化段階でも顕著な構造を示さないものなど、多様なサブ

構造が確認されている。惑星形成の進行が想定より早い段階で始まる可能性とともに、

初期円盤構造の違いに応じて惑星系の多様性が生じている可能性も示唆されている。こ

のため、原始惑星系円盤の形成と進化の解明は、太陽系外惑星との関係や太陽系の起源

といった観点からもますます重要な研究課題となっている。さらに、ダスト輻射により

不透明となる原始星近傍領域を見通し、地球のような岩石惑星の形成領域を直接探る観

測の重要性も高まっている。 

(iv) 星間化学 

近年の星間化学は、２つの方向性で目覚ましい進展を見せている。第１は、惑星形成

の舞台である原始惑星系円盤の化学組成の研究である。観測の感度・分解能の向上に伴

い、物質が円盤へ持ち込まれる際の降着衝撃波領域など小スケールでの組成変化を捉え

ることの重要性や、原始惑星系円盤における様々な分子の「雪線（スノーライン）」の

同定の重要性などが、化学進化の視点のみならず惑星形成の物理過程の理解においても

重要であることが見えてきた。さらに、分子存在量や同位体比が物理環境や進化履歴を

反映する指標として機能することも明らかになりつつある。第２の方向性は、アミノ酸

の前駆体となる分子や、生体を構成する物質の材料となるような大型の有機分子、炭素

を５つ以上含むような環状の大型分子などがミリ波・センチ波帯望遠鏡の高感度化で

次々に発見されたことである。これらの分子の生成過程の解明が、生命の起源の解明と

も繋がり得る極めて重要な課題として注目されている。加えて、JWSTによる氷・ダスト
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の観測により気相と固相の連続的な化学進化の描像が明らかになりつつあるとともに、

広帯域・高感度観測時代における電波・赤外領域の分光データの重要性や、反応過程の

理論・実験研究の役割も一層高まっている。 

 

これらの進展により、星・惑星系の形成は、銀河スケールの物質循環から原始惑星系円

盤、さらには惑星形成に至るまで、多階層にわたる物理・化学過程が相互に結合した現象

として捉えられ始めている。また、高空間分解能観測の進展により、惑星形成の現場にお

ける構造や物質分布が直接的に明らかになりつつあり、岩石惑星の起源やその存在の普

遍性、そこで進行する化学進化の理解に向けた研究へと前進している。これらは、生命の

起源に関する根源的問いに迫る上で重要な基盤を与えるものであり、宇宙生物学研究と

も密接に関わるものである。さらに、彗星や小惑星など太陽系始原物質の探査によって得

られる知見と、星・惑星系形成過程における化学進化の研究とを結び付けることにより、

宇宙における太陽系の存在の位置付けやその意義の理解にも繋がると期待されている。

今後は、観測・理論・実験の連携のもと、天文学が物理学のみならず化学や鉱物学、環境

学、分子科学などの関連分野との垣根を越えて大きく発展していくことが期待される。 

  

(6) 太陽系外惑星  

1995年の太陽型恒星ペガスス座51番星を周回する惑星の発見（2019年ノーベル物理学

賞）を契機に、太陽系外惑星の観測は運任せのプラネットハンティングではなくなっただ

けでなく、今や分野を超えた多数の研究者が参加する現代天文学の最重要分野の１つと

なった。実際、いくつかの将来大型ミッションのサイエンスドライバーを担うまでに至っ

ている。わずか四半世紀の間に、視線速度法やトランジット法など、独立した様々な手法

で数千個の系外惑星が検出された。現在は、惑星の質量・半径と軌道の多様性を発見する

「惑星探索」の時代から、多種多様な太陽系外惑星の密度（内部構造）や大気の多様性に

迫る「惑星評価（キャラクタリゼーション）」の時代になりつつある。さらに、観測手法

や解析手法の高精度化に伴い、巨大惑星だけでなく地球型惑星の開拓に拍車がかかって

いる。また、これまでの太陽型星における惑星探査から、M型星[※]などの低質量星や若

い恒星における惑星探査も進みつつある。太陽近傍の恒星周りの地球型惑星は、将来の生

命兆候探査の重要な観測対象になる。過去10年間の進展と今後10〜20年の展望としては、

具体的には以下のものが挙げられる。日本でもこの10年間で、すばる望遠鏡による直接撮

像、赤外線視線速度法、トランジット法ネットワークの構築などで大きな進展があった。 
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(i)  惑星統計 

2009年に打ち上げられたNASA/ケプラー衛星（Kepler）は、トランジット法によって

太陽型恒星を周回する比較的短周期（85日未満）の惑星の統計を解明し、海王星より

小さな小型惑星（スーパーアースやサブネプチューンなど）の頻度が多いこと、短周

期の巨大惑星（ホットジュピター）の頻度は１％程度であること、海王星程度の半径

の惑星は短周期にはほとんど存在しないこと（熱い海王星砂漠）などの惑星分布の特

徴を示した。この結果は、地上視線速度法の結果とほぼ一致している。ケプラー衛星

はハビタブルゾーンにある地球型惑星の頻度についても、誤差は大きいが初めて10％

程度であると言及した。また、M型星のハビタブルゾーンにある地球型惑星の頻度につ

いては、太陽型星よりも大きいことを示唆した。2027年打ち上げ予定のESA[※]/プラ

トー衛星（PLATO）や2028年の打ち上げ予定の中国のEarth 2.0（ET）計画は、太陽型星

のハビタブルゾーンを周回する地球型惑星のさらなる発見を目指している。しかし、

公転周期が1年を超えるような軌道にある小型惑星は、トランジット法での発見は困難

であった。 

一方、日本も貢献している2026年打ち上げのNASA/ローマン宇宙望遠鏡は、ケプラー

衛星ではカバーできなかった、より長周期の惑星の頻度について、重力マイクロレン

ズ法によって解明することを目指す。両望遠鏡の結果を併せることにより、様々な軌

道にある地球質量程度までの惑星の統計が完成すると期待される（ただし、主に検出

される主星のタイプは異なる）。一方、ケプラー衛星や重力マイクロレンズ法で検出さ

れた惑星は追観測に向かないため、キャラクタリゼーションはテス衛星（TESS）[※]や

地上望遠鏡で発見された近傍の恒星周りの惑星が中心となる。 

(ii)  惑星内部構造・惑星大気 

視線速度法による惑星質量下限値とトランジット法による惑星半径・軌道傾斜角の

データから惑星の平均密度が決定される。これらを惑星内部構造及び大気のモデルと

比較することによって、ガス惑星・岩石惑星の区別だけでなく、惑星内部・大気の様々

な組成が推定された。その結果、太陽系外惑星は惑星内部構造・惑星大気も多様であ

ることが示された。2019年に打ち上げられたESA/ケオプス衛星（CHEOPS）は、近傍の恒

星の惑星半径をトランジット測光により精密に決定し、とりわけ地球型惑星やスーパ

ーアース・サブネプチューンの惑星評価を狙う。 

一方、トランジット分光は惑星大気上層を通過する光を分析し、惑星大気中の様々

な原子・分子を検出する。巨大惑星からサブネプチューンについてはハッブル宇宙望
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遠鏡やJWSTなどにより水蒸気・一酸化炭素・二酸化炭素・メタン・二酸化硫黄などいく

つかの大気中の分子・原子が検出されている。2031年打ち上げ予定のESA/アリエル衛

星（Ariel）[※]は、1000個以上の系外惑星の精密トランジット分光を行う計画である。

2030年代のTMT<21>などの地上30ｍ級望遠鏡においても多数の系外惑星のトランジッ

ト分光が進む。これらの膨大なデータに基づく汎用的な惑星内部構造・惑星大気モデ

ルの構築が期待される。 

さらに、地上高分散分光器を用いて、惑星の位相変化に伴う惑星大気中の分子・原

子を相関によって検出する手法は2010年以降急速に進展している。実験室における分

子分光の進展とともに、地上30ｍ級望遠鏡において最も発展する分野と期待される。 

(iii)  直接撮像・分光 

惑星の直接撮像と分光は究極のゴールである。巨大ガス惑星に関しては、すばる望

遠鏡など８ｍ級地上望遠鏡により直接撮像・分光が実現された。また、JWST宇宙望遠

鏡では、地上では難しい５μm以上の波長での直接撮像も実現された。これらにより、

主星から離れた巨大ガス惑星の大気組成が解明される。また直接撮像は、トランジッ

ト法では困難な主星から離れたところにある若い惑星や原始惑星の検出が可能であり、

惑星進化の始状態を理解する上で重要となる。一方、高コントラスト性能を必要とし

ない孤立した褐色矮星や浮遊惑星の直接撮像と分光は、それら自身がユニークな中間

的天体であるだけでなく、恒星を周回する惑星との比較研究上重要である。 

TMT<21>などの地上30ｍ級望遠鏡における直接撮像と分光への期待は極めて大きい。

とりわけ、太陽近傍のM型星周りの地球型惑星の直接撮像（近赤外線）、数は限られる

が太陽近傍のG型星[※]周りの地球型惑星（中間赤外線）が重要である。すばる望遠鏡

は、超補償光学系などの技術開発のためのテストベッドとしても重要である。また、

多数の浮遊惑星の赤外線分光観測が可能となり、伴星型惑星との比較研究が進む。 

2040年代の６ｍ級高コントラスト宇宙望遠鏡においては、様々な種類の恒星周りの

地球型惑星の直接撮像と分光がサイエンスドライバーとなっている（ⅳ参照）。ローマ

ン宇宙望遠鏡による直接撮像は、宇宙望遠鏡における高コントラスト技術実証でもあ

る。 

(iv)  ハビタブル地球型惑星とアストロバイオロジー 

近年の高精度視線速度観測によって、プロキシマケンタウリ[※]やティーガーデン

星[※]などの近傍恒星周りの地球サイズ惑星やスーパーアースのうち、ハビタブルゾ

ーンに位置する惑星（適温惑星）の存在が明らかになった。また、2018年に打ち上げら



 31 

れたテス衛星（TESS）によるトランジット観測によって、7000個を超える系外惑星候補

が検出されており、地球サイズ程度の惑星も多数含まれる。多数の惑星候補をいち早

く確認するための多色同時撮像カメラMuSCATを用いた地上望遠鏡トランジット観測ネ

ットワークは、世界の中でも重要な貢献をしている。テス衛星で発見された惑星の多

くは、赤外線で明るく可視光で暗いM型星周りの惑星であり、すばるIRD[※]のような

高精度赤外線分光器による観測も重要である。 

2022年にファーストライトを迎えたJWSTは巨大惑星からトラピスト１惑星系[※]の

ような地球型惑星までのさまざまなトランジット観測により惑星大気の分子、とりわ

け、水の検出を目指す。TMTなどの地上30ｍ級望遠鏡に搭載される赤外線分光器

IRIS[※]や高分散分光器MODHIS[※]はスーパーアースのトランジット分光を展開し、

その大気組成を解明する。 

2040年代の６ｍ級高コントラスト宇宙望遠鏡（Habitable Worlds Observatory: HWO 

<7>は、人類の根源的な問いである「宇宙で我々は唯⼀の存在なのか？」に答えるミッ

ションである。そのために、近傍の太陽型恒星を公転する地球型惑星を直接に検出し、

分析する。一方、それ以外の多彩な天文学にも応用可能な、紫外線・可視光・近赤外線

望遠鏡となっている。 

これらの観測データと生命の議論を結ぶためには、惑星大気における生命兆候のリ

モートセンシング研究が不可欠である。様々なバイオシグナチャーの提案とその地球

上での実験・理論の進展が必要である。 

(v)  汎惑星系形成・進化モデル 

多様な系外惑星の発見を契機として、太陽系及び系外の太陽型星周りの惑星系の形

成や進化モデルの再構築が進行中である。また、M型星や褐色矮星を含む様々な質量の

天体の周りの惑星系を制約する上では、多様な惑星系の発見だけではなく、データ数

を増やした統計的議論が必要である。また、惑星系の進化の解明には、成熟した惑星

系だけでなく数多くの若い惑星系と原始惑星系円盤の観測を展開する必要がある。こ

れらのデータ数が今後増加するに伴い、惑星系一般に適用可能な統一的な「汎惑星系

形成・進化モデル」の構築が可能となるだろう。さらに、太陽系外衛星の確実な観測例

が増加すれば、地球型惑星形成の最終段階である巨大衝突過程の理解、そして衛星系

形成を含めた巨大惑星形成の統一的理解の進展も期待できる。 
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(7) 太陽 

太陽は、我々に最も近い恒星であり、空間分解観測が可能な唯一の恒星であるという

点で、天文学における最も基礎的な観測対象である。その詳細な観測を通じて、より普遍

的に恒星の性質を理解することができる。また、太陽は地球上の生命や気象現象のエネル

ギー源であるという意味において、地球科学や地球環境科学の基礎でもある。 

太陽物理学分野の基本課題と、それぞれの近年の進展と今後10－20年の展望は、以下に

要約される。 

 

(i) 外層大気加熱・恒星風の形成とダイナミクス（コロナ加熱・太陽風・彩層ダイナ

ミクス） 

太陽の表面（光球）温度はおよそ6000度であるのに対し、その上空には恒常的に１万

度の彩層、100万度のコロナ、さらには太陽風領域が広がる。外層大気がいかに加熱さ

れ、恒星風がいかに加速されるのかという謎に取り組むためには、光球底での熱対流

乱流による擾乱発生から、その輸送を経て、彩層・コロナや恒星風へのエネルギー注入

までをすべて理解する必要がある。「ひので」衛星[※]は、エネルギー輸送を担うAlfvén

波の同定などの貢献を行った。NASAのHi-Cロケット実験[※]では、ナノフレア時の磁

気ループの捻れを示唆する高解像度画像が得られている。 

特に近年、彩層が光球とコロナを結ぶエネルギー輸送・散逸の鍵となる領域である

との認識が強まり、彩層ダイナミクスの理解が太陽外層大気加熱問題の解決において

重要な研究対象となっている。NASAのIRISミッション[※]や米国国立太陽観測所（NSO）

の大型地上太陽望遠鏡（ダニエル K. イノウエ望遠鏡; DKIST[※])に加え、彩層・遷

移層磁場の偏光分光観測を実証した観測ロケット実験CLASP[※]や、国際気球実験

SUNRISE-3に搭載された近赤外偏光分光装置SCIP[※]でも、彩層ダイナミクスの理解が

進みつつある。一方、Solar Orbiter[※]やParker Solar Probe[※]による太陽近傍観

測も進展しており、コロナ加熱や太陽風加速の理解に新たな制約を与えつつある。さ

らにSOLAR-C<20>は、104 Kから107 Kまでの、彩層からコロナを繋ぐ磁気プラズマ診断

を行い、コロナ加熱機構との関連を発生・伝播・散逸まで結合した形で包括的・定量的

に理解することを目指す。 

 

(ii) プラズマ爆発現象（フレア・コロナ質量放出・粒子加速） 

太陽面爆発（フレア）は、電磁波、放射線粒子、太陽風磁気プラズマ雲などを介し
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て、地球生命、大気、磁気圏に甚大な影響を及ぼす。宇宙天気の社会的重要性は今後さ

らに高まると考えられ、宇宙天気の予測の範囲拡大と精度向上に向けた研究開発、さ

らにそのための基礎研究は、太陽物理学の重要な課題の１つであるとともに、地球物

理学などとの学際的分野である。近年では、人工衛星運用、航空運航、さらには月・火

星探査など将来の宇宙活動との関係からも、宇宙天気予測の重要性が一層高まってい

る。 

「ようこう」衛星などにより、エネルギー解放機構としての磁気リコネクション（磁

力線のつなぎかえ）という描像が得られた。現在は「爆発現象の発生機構の解明とその

予測」へと研究の方向が進んでおり、精密な観測とシミュレーション、統計的機械学習

のような新技術による太陽活動の予測が重要な手段となりつつある。SOLAR-C<20>では、

コロナ・遷移層・彩層で磁気リコネクション領域を高空間・高時間分解能で観測するこ

とにより、エネルギー解放の物理機構の理解に迫る。またDKISTをはじめとする光球・

彩層磁場観測により、活動領域のエネルギー蓄積やフレアトリガの問題の進展が期待

される。さらに現在運用中のSolar OrbiterとParker Solar Probeなどの惑星間探査機

も加えた、軌道上・地上望遠鏡の連携により、フレアやコロナ質量放出（CME）の太陽

圏擾乱を捉えることで、宇宙天気現象との関連が今後大きく展開すると予想される。

加えて、太陽フレアに伴う高エネルギー粒子や非熱的プラズマの観測を目的とした次

世代衛星計画PhoENiX<17>や、太陽風の起源を解明するための次世代太陽風観測装置の

開発など、新たな観測計画の検討も進められている。 

 

(iii) 磁場の起源（ダイナモ） 

黒点の起源は依然として太陽の究極の謎として残っており、(i)(ii)を理解するため

の基礎となる。ダイナモの現場となるのは星の内部であるが、その探索には地上（NSO

のGONG[※]）や宇宙望遠鏡（SOHO衛星[※]のMDIやSDO衛星[※]のHMI）による継続的均

質な観測に基づいた、日震学的手法が威力を発揮してきた。これにより、例えば、太陽

差動回転角速度の分布は、対流層全域にわたって精度よく求められている。一方で、

「星表層で両極域に向かって流れる子午面還流が星内部でどのような構造をしている

か」や、「星内部乱流」などの重要な課題が残っている。 

 

また、上記(i)～(iii)が進展することにより、太陽物理学の知見をほかの恒星系へ適

応する「星としての太陽」も発展的な課題として進展が見込まれる。系外惑星観測は、ケ
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プラー衛星やテス衛星等により大きな展開を示し、今後TMT<21>などにより、惑星環境、

特に大気についての理解が進むと期待される。一方、火星・水星・木星などの太陽系惑星

探査ミッションにより、それらの惑星環境、ひいては太陽系の起源に迫ることを目指して

いる。太陽系惑星環境、特にその大気環境の進化を理解するためには、太陽系の歴史を通

した太陽からの長期的な影響を評価する必要がある。これには太陽風や太陽からの突発

的なCME、さらには太陽輻射の短期・長期的変動の理解が欠かせない。そして、恒星観測

とも比較することで、これらの現象が宇宙においてどれほど普遍的であるのか検証する

ことができるのは、太陽をおいてほかにない。加えて、太陽活動の長期的（活動周期100

〜1000年）変動は、地球の気候やひいては地球上の文明への影響を及ぼすことから、社会

的な関心も高い。 

「核融合反応とニュートリノ問題」[※]については、一定の解決を見た。しかし、太陽

表面の化学組成比のアップデートに伴う、日震学から推定される音速構造と太陽標準モ

デルとのずれが顕在化した。この問題を検証するには、精度の良い太陽ニュートリノ強度

観測などが必要である。これは依然、素粒子物理学との重要な接点である。 

さらに、SOLAR-C<20>ミッションの実現を最重要課題としつつ、その成果を踏まえた次

世代太陽観測ミッションや多点観測計画など、2030年代以降を見据えた将来計画の検討

も国際的に進みつつある。 

 

(8) 粒子線・ニュートリノ・ダークマター 

宇宙線の研究は発見以来100年以上の歴史を持ち、電磁波だけでは解明できない天体現

象・物理過程の解明を進めてきた。2010年報告[2]では、課題として以下が挙げられてい

る。 

(i) 宇宙線の起源：組成と加速機構 

どのような宇宙線がどのような天体でどのエネルギーまで加速されているかは長年の

未解決問題である。近い将来、GZKカットオフ（超高エネルギー宇宙線と宇宙マイクロ波

背景放射の光子との相互作用に起因するカットオフ）が見え始め、また組成の同定に向け

た実験などが進むであろう。また高エネルギーのガンマ線の起源（電子起源か陽子起源

か）などの解明も期待される。 

(ii) 超高エネルギーニュートリノと超新星背景ニュートリノ 

ニュートリノ研究は、素粒子物理学として出発し加速器実験等でその性質が調べられ

てきた。一方、ニュートリノは星の中心で起こる核融合反応に伴って大量に生成され、さ
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らに、超新星爆発の際に放出されるなど、天体現象とも極めて深く関わっている。太陽ニ

ュートリノの観測や超新星1987Aからのニュートリノの検出を経て、ニュートリノ天文学

が確立しつつある。日本はこの分野で圧倒的に世界をリードしており、大気ニュートリノ

の観測によりニュートリノに質量があることを発見（2015年ノーベル賞）し、素粒子の標

準モデルを超える物理の必要性を明らかにするなど、基礎物理学にも大きなインパクト

を与えた。 

今後は、超新星ニュートリノの観測を通じた超新星爆発機構、超高エネルギーニュート

リノの発見による高エネルギー天体現象の解明が期待される。一方、超新星残骸等、宇宙

線加速が行われていると考えられる現場では超高エネルギーニュートリノが生成される。

その検出は高エネルギー天体現象と宇宙線加速機構双方の解明にとって本質的である。

また超新星背景ニュートリノの観測は、宇宙の星形成史を明らかにするための重要な情

報となる。 

(iii) ダークマター: 直接検出へ 

ダークマター粒子が超対性粒子のニュートラリーノである場合、理論的に予言される

断面積は現行の実験の検出感度と同程度であり、近い将来、直接検出が期待できる。また、

銀河ハローや星の中心におけるダークマター粒子の対消滅によって生成されるガンマ

線・陽電子・ニュートリノ・反陽子等を観測する間接検出についても、進展が見込まれる。 

  

これらの課題について、過去10年の進展、今後の展望について述べる。 

宇宙線の起源においては、超高エネルギーガンマ線の観測により電子起源に加えて陽

子起源と考えられる放射天体が見つかり、拡散ガンマ線の発見により銀河系内PeVatron 

[※]の存在が明らかになった。将来のMega-ALPACAプロジェクト<15>では、銀河宇宙線の

エネルギー収支の全容解明が期待できる。宇宙線のエネルギースペクトルと化学組成の

観測的研究が進み、エネルギースペクトルには、これまで知られていた「knee」と呼ばれ

る1015.5 eVにおける折れ曲がり以外にも様々な微細構造が明らかになった。特に、TeVま

でのエネルギーでは直接観測によって粒子種、原子核種ごとのエネルギースペクトルが

描かれ、それらの起源、伝播について詳細な議論が始まっている。1017 eV付近の「2nd knee」

領域についても原子核組成の測定報告数と精度が向上しており、今後の銀河系内起源宇

宙線の全貌解明が期待される。最高エネルギー端でのカットオフの存在も確定したが、そ

の起源が高エネルギー宇宙線と宇宙マイクロ波背景放射の光子との相互作用によるもの

かについては、議論は収束していない。また、様々なエネルギー領域で宇宙線の到来方向
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異方性が見つかっており、特におよそ1019 eV以上の最高エネルギー領域では全天でいくつ

かの宇宙線源の兆候が見えている。このような最高エネルギー領域の議論に不可欠な宇

宙線の原子核組成決定については、近年、急速に進展している機械学習手法を用いたイベ

ント毎の一次原子核推定手法の開発が進められている。将来のGCOSプロジェクト<4>では、

最高エネルギー宇宙線の加速天体の発見と加速機構の解明が期待できる。 

超高エネルギーニュートリノにおいては、南極点深氷河に設置されたIceCube実験によ

って、TeV から PeV（1000 TeV）のエネルギー領域で宇宙ニュートリノが2013年に発見さ

れ、高エネルギーニュートリノ天文学が始まった。観測の積み重ねによって、超高エネル

ギーニュートリノの流量は超高エネルギー宇宙線のフラックスから期待される量と無矛

盾であることを明らかにしたほか、ブレーザー[※]TXS 0506+056 及び、セイファート銀

河[※]NGC1068が高エネルギーニュートリノ放射天体候補として同定されるに至ってい

る。ニュートリノ観測による高エネルギー宇宙の研究は急速に進展しており、より高統

計・高精度の観測により、宇宙線起源の解明及びニュートリノ放射天体の統計的研究は確

実に実現されるであろう。さらに、フレーバー比や突発天体からのニュートリノ放射の時

間情報の測定により、素粒子標準模型を超える新物理現象の探索が可能となり、非加速器

素粒子物理学分野に貴重な貢献をすることが期待されている。IceCube-Gen2<8>は、この

目的のために設計された次世代実験である。圧倒的な進展をもたらしたIceCube実験のレ

ガシーを引き継ぎ、高エネルギーニュートリノを用いた宇宙物理学・素粒子物理学を高統

計データに基づいて発展させることが期待されている。さらに電波・可視光・X線・ガン

マ線・重力波天文学観測施設と連携し、マルチメッセンジャー宇宙物理学研究を先導する

役割を担うであろう。超新星背景ニュートリノの観測においては、2020年にスーパーカミ

オカンデ[※]にガドリニウム（Gd）が0.01％の濃度で導入され、50％の捕獲効率で中性子

を捉えることができるようになった（2022年には0.03％Gd濃度で75％中性子捕獲効率へ

向上）。これにより、超新星背景ニュートリノの反電子ニュートリノの反応を中性子の同

時遅延計測により捉えることができるようになり、年間数事象程度と予想されている超

新星背景ニュートリノの観測が可能となった。Gdを導入したデータの解析によりモデル

が予想する強度領域まで踏み込むことが予想される。 

ダークマターの直接検出においては、過去10年の間にほぼ３桁の感度向上を果たして

きた。直接検出の原理は、原子核散乱を通じた太陽ニュートリノ等の観測原理を転用した

ものであったが、ついに太陽ニュートリノによる原子核散乱を観測できる高い感度に到

達した。この著しい感度向上を実現した液体キセノン検出技術を基盤として、複数の既存
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実験グループが協力し、XLZD実験グループ<22>を設立した。本実験の推進により、大気ニ

ュートリノによる原子核散乱の観測が可能となるほど高感度なダークマター探索が実現

するとともに、ニュートリノに関する研究の発展も期待される。他にも、より軽いダーク

マターや重いダークマター、さらにはニュートラリーノ以外の可能性も広く探られてお

り、そのための異分野の研究者との連携が進んでいる。間接検出においては、近年観測さ

れた過剰な陽電子・電子数比がダークマター起源か天体起源かの結論は出ておらず、ガン

マ線観測により一部の粒子質量範囲で断面積の強い上限を得た。より重い質量に対する

ガンマ線観測感度は、近い将来、理論で予言される断面積に達し検出が期待される。さら

に、広い質量範囲で探索できるニュートリノ観測も高感度化が進んでいる。直接・間接検

出いずれの方法でも、信号が得られれば、ダークマターの背景物理の解明や、宇宙の発展

の筋書きの証拠を得る研究を進めることが可能となり、天文学及び素粒子物理学に跨る

研究分野の著しい発展が期待される。 

 

(9) 重力波 

重力波を直接検出する重要性は、単に一般相対論の検証にとどまらない。電磁波やニ

ュートリノとは相補的に宇宙を見る新たな天文学の窓、すなわち重力波天文学へと繋が

る大きな可能性を秘めている。特に、電磁波では観測不可能な創生時の宇宙や、ブラック

ホールや中性子星の衝突の現場などの情報を伝えてくれる唯一の手段となり得る。この

ため、重力波の直接検出は、宇宙物理学のみならず物理学における21世紀最大のフロンテ

ィアの１つと言える。 

以下に地上直接検出実験と人工衛星による次世代検出計画について、2025年までの進展

と2030〜2040年代の展望について記す。 

 

(i)   地上直接検出実験の進展と将来計画 

2015年９月に開始されたアドバンスドLIGO[※]としての第１回観測運転にて、連星ブ

ラックホール合体時の重力波が２台のLIGO検出器によって直接検出され、さらに2017年

には、連星中性子星合体による重力波も直接観測されるなど、この分野は過去10年の間

に劇的な発展を遂げた。特に2017年の連星中性子星合体重力波の観測は、LIGOと

Virgo[※]の３台による観測により、比較的精度良く到来方向が決定され、それを基にし

て光学観測によって電磁波対応天体が特定され、その後あらゆる波長の電磁波観測によ

って追観測が行われた。これはフェルミ衛星（Fermi）[※]によるショートガンマ線バー
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ストとほぼ同時に観測されたものであり、ショートガンマ線バーストと連星中性子星合

体を繋ぐ初めての実例となったとともに、未解明のｒ過程元素合成の証拠となるキロノ

バ[※]と考えられる放射が観測された。これは、重力波を含むマルチメッセンジャー天

文学の大きな成果と言える。 

2019年10月より、KAGRA<11>がLIGO-Virgoの協定に加わり、LIGO-Virgo-KAGRA（LVK）

の体制となった。2023年５月より第４回国際共同観測運転（O4）がLVKとして開始された。

O4は2023年５月24日から2024年１月16日までのO4aまでに検出された重力波信号は

GWTC-4.0カタログ論文としてまとめて発表され、128個のコンパクト連星合体重力波が

新たに追加された。そのほとんどは連星ブラックホール合体である。それ以前の重力波

イベントと合わせて、これまでに検出された重力波イベントは合計218個となった。また

2025年１月14日に検出されたGW250114はこれまでで最も強い信号であり、ホーキングの

ブラックホール面積定理[※]がこれまでにない精度で観測的に確認されるという成果

があった。 

KAGRA<11>は、2020年４月のO3の最後にGEO600との共同観測を行ったのち、感度向上

作業を経てO4a最初の2023年５月24日から１ヶ月間の観測運転をLIGOと共に行った。そ

の後2025年６月11日にLIGOとVirgoとの観測運転を再開した。LVKのO4cは2025年11月18

日まで行われた。 

LVKでは、2026年秋頃から半年程度の観測運転（IR1）を行う予定である。第５回国際

共同観測運転（O5）は現在のところ2028年頃に開始予定で、３年程度は継続する見込み

である。O5では、さらに多数のコンパクト連星合体が観測されると期待される。また、

KAGRA<11>が国際観測ネットワークに加わって重力波源の方向特定精度が高まることで、

連星中性子星合体重力波の電磁波対応天体が特定される可能性が高まる。それによって

ガンマ線バーストやキロノバ、ｒ過程元素合成の理解の進展などによって、マルチメッ

センジャー天文学が発展すると期待される。 

LVKのO5以降の2030年代前半を目指したアップグレード計画としては、LIGOとVirgoで

はそれぞれLIGO A#(シャープ)、Virgo_nEXTと呼ばれる計画がある。KAGRA<11>にはO5後

にkHz周波数帯に感度をもつ検出器に改造し、連星中性子星合体などの観測をし、重元素

合成の現場の観測や中性子星の状態方程式の理解など、マルチメッセンジャー天文学に

貢献していく計画がある。 

2030年代後半から2040年代を目指した地上検出器の将来計画としては、第３世代レー

ザー干渉計とも呼ばれる欧州のアインシュタイン望遠鏡（ET）[※]と米国のコスミック・
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エクスプローラー（CE）[※]がある。特に、ETは地下に低温レーザー干渉計を建設する

という、KAGRA<11>と同様のコンセプトを持つ検出器である。KAGRA<11>は重力波国際観

測ネットワークの拠点の１つであるだけでなく、将来計画への重要な架け橋となってい

る。 

 

(ii) 人工衛星による次世代検出計画 

LISAは、宇宙空間での重力波の直接観測を目指す宇宙ミッションである。地上検出器

では観測できないミリヘルツ帯の重力波を対象とし、銀河中心の超大質量ブラックホー

ル合体、超大質量ブラックホールへコンパクト天体が落下する際の重力波、銀河系内白

色矮星連星などの観測を主目的としている。2015年12月にはLISAの技術実証衛星である

LISA Pathfinderが打ち上げられ、2016年から2017年まで、衛星内の２つのテスト質量

を重力以外の外乱を排除した自由落下運動させる実験が行われた。その結果、テスト質

量間の加速度擾乱をLISAで要求される値よりもさらに小さく押さえることに成功し、

LISA計画実現へ向けた大きな成果となった。2024年１月25日にLISAは正式に採択され、

検討段階から実装フェーズへ移行した。LISAはESAが主導するミッションであるが、NASA

が主要なパートナーとして参画している。打ち上げの目標は2035年頃とされている。 

また、国内においてもDECIGO計画[※]が検討されており、地上検出器とLISAを繋ぐ周

波数帯でのサイエンスを目指している。DECIGOは宇宙空間に置かれた３機の衛星間でフ

ァブリ・ペロー干渉計を実現するという野心的な計画である。それが最終期待感度を達

成した暁には、初期宇宙のインフレーション時に生成した量子的重力波を検出し、その

スペクトルの形状によってビッグバンがいつ起こったかを同定する可能性があるなど、

大きな科学的成果が期待される。現在ではその前哨計画であるB-DECIGO<2>の検討が進

められているが、DECIGOのみならず、B-DECIGO<2>の実現も極めてチャレンジングなもの

であり、その技術的実現可能性や国際協力の下での研究体制の検討が進められている。 

 

(10) コンピュータ・シミュレーション 

現代天文学・宇宙物理学においてコンピュータシミュレーションは、観測、理論に次ぐ

第３の研究手法として必要不可欠なものになっている。その目的は、理論の検証や実験的

探索を通して、天体現象の物理を解明することにある。さらに現実的なモデルを用いたシ

ミュレーションによって、天体現象の観測的予測を与えることも可能である。実際、最先

端の望遠鏡と観測装置によって観測される天体を理解するためには現実的な物理を考慮
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した高精度シミュレーションとの比較が必須となってきている。 

シミュレーションには様々な種類があるが、ここでは第一原理的シミュレーションに

ついて取り上げる。近年のコンピュータハードウェアとソフトウェアの発展、特にGPU等

のアクセラレータの急速な普及とそれを活用した並列計算技術の高度化により、これま

で不可能だった観測との比較に耐えうる現実的かつ大規模なシミュレーションが可能に

なってきている。このようなアクセラレータを中心とした計算機アーキテクチャへの移

行は今後も加速すると見込まれ、我が国においても「富岳」に続く次世代スーパーコンピ

ュータ（いわゆる富岳NEXT）が2030年頃からの運用開始を目指して計画されている。一方

で、こうした新しい計算環境の性能を十分に引き出すためには、既存コードのGPU対応や

アルゴリズムの再設計など、ソフトウェアの抜本的な改良が不可欠となっている。 

シミュレーションの高度化には大きく２つの方向性がある。１つは粒子数や格子数の

増大による高解像度化、そしてもう１つはより現実的な物理を導入することである。現在、

各分野で様々な公開コードが開発されており、それらを用いた成果が増えてきている。 

以下では、大規模第一原理的シミュレーションを用いた研究が行われている主な分野

について、過去10年の進展と今後の展望について述べる。 

 

(i) 大規模構造 

現在、１兆体規模のダークマター粒子を用いた構造形成の宇宙論的重力多体シミュレ

ーションが可能になっている。今後はさらに粒子を10−100兆体に増やし、銀河スケールを

解像しながら、銀河群、銀河団の構造形成を調べる。 

(ii) 恒星系 

恒星系では、100万体の恒星を用いた球状星団の多体シミュレーションが可能になった。

また、個々の恒星を分解した銀河の多体シミュレーションも可能になりつつある。これか

らは星形成・恒星進化・連星進化・化学進化等を考慮したより現実的なガス−恒星系モデ

ルを用いた大規模流体多体シミュレーションによって銀河や星団の形成・進化の解明を

目指す。 

(iii) 星形成 

近年、磁場や自己重力だけでなく、輻射輸送や化学進化・ダスト進化など現実的な素過

程を考慮した星形成・星周円盤形成シミュレーションが可能になりつつある。今後は、よ

り精緻な素過程を考慮した星形成・星周円盤形成シミュレーションにより、原始惑星系円

盤の初期条件が明らかになるだろう。太陽では高解像度の計算で自転プロファイルの詳
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細が観測と調和的になった。今後、表面から深層まで一貫した高解像度シミュレーション

を実行し、11年周期の磁場の変化を解明する。 

(iv) 惑星系 

近年、ハミルトニアン分割に基づく高効率コードが開発されており、これまで現実的

な合体条件を考慮した、10万体規模の微惑星を用いた惑星集積の重力多体シミュレーシ

ョンが可能になった。今後は、ガス円盤の進化を考慮し、惑星の移動も含めた1000万〜１

億体規模の微惑星を用いた数十auスケールの広域シミュレーションによる多様な惑星系

の形成が重要になるだろう。 

(v) 高エネルギー現象 

重力波が検出された中性子星連星の合体に関して、シミュレーションを用いて光学観

測結果を解釈できた。超新星爆発に関しては、以前のシミュレーションではニュートリノ

加熱により爆発を起こすことができなかったが、現在では爆発させることが可能になっ

てきている。これらの分野では、重力、強い相互作用、電弱相互作用のより良い取扱を目

指し、重力波、ニュートリノ、電磁波のマルチメッセンジャー天文学を推進する。降着円

盤ではイベント・ホライゾン・テレスコープの観測の解釈に不可欠なシミュレーションが

行われており、今後さらに一般相対性理論に基づく高解像度計算を実行し、ジェットや円

盤状態を解明する。 

 

今後のシミュレーション天文学においては、AI・機械学習、とりわけ高精度シミュレー

ション結果を学習した代理モデル（シミュレーションの振る舞いを高速に再現するモデ

ル）の活用が重要な役割を担うと考えられる。これにより、従来は膨大な計算時間を要し

ていた広範なパラメータ探索や観測データとの比較を短時間で行うことが可能となり、

理論モデルの検証と予測能力が大きく向上する。さらに、シミュレーションと観測の結果

をその場で往復的に比較・更新するような、新しい研究スタイルの実現も期待される。一

方で、物理的妥当性の担保や外挿領域での信頼性評価が不可欠であり、第一原理的シミュ

レーションと機械学習を相補的に統合する枠組みを整備することが求められる。今後は、

計算資源基盤とデータ基盤の整備、人材育成、ならびに理論・観測との密接な連携を通じ

て、この新しい研究様式に体系的に対応していく必要がある。 
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３ 推奨する天文学・宇宙物理学分野の長期計画と課題 
本章では、２章で述べた天文学・宇宙物理学が目指すべき科学的目標を踏まえ、分野別コ

ミュニティの議論を基に 2030 年から 2040 年代にかけて実現を図るべき長期計画を(1)に記

述し、それらの計画を実現するために重要な鍵となる、共同利用・国際協力・人材育成の課

題を(2)から(4)にまとめた。 

 

(1) 推奨する天文学・宇宙物理学分野の長期計画 

本分科会では、2030年から 2040年代にかけて実現を図るべき長期計画を議論・検討す

るため、主として日本天文学会に所属する研究者に向けて、2025年前半において、未来の

学術振興構想（2026年版）の募集に合わせて、天文学・宇宙物理学分野の将来計画の提案

（意志表明）を募った。その結果、以下の 22 件の計画が提案された。各計画名末尾のか

っこ内は略称を示す（番号は略称のアルファベット順）。 

 

<1> 南極テラヘルツ望遠鏡による南極天文学の開拓と銀河進化の解明及び宇宙論パラ

メータの決定 (ATT)  

<2> 宇宙重力波望遠鏡 B-DECIGO による天文学・宇宙物理学の新展開 (B-DECIGO) 

<3> CTA国際宇宙ガンマ線天文台 (CTA) 

<4> 極高エネルギー宇宙線国際共同観測実験 (Global Cosmic ray Observatory,  

GCOS)による次世代天文学の開拓と極限宇宙物理現象の解明 (GCOS)  

<5> 赤外線観測用冷却宇宙望遠鏡で革新する銀河と惑星の起源の研究 (GREX-PLUS) 

<6> 多波長・マルチメッセンジャー観測による初期宇宙探査・極限時空探査  

(HiZ-GUNDAM) 

<7> NASA 6m 紫外線可視近赤外線望遠鏡 Habitable Worlds Observatory への参加  

(HWO) 

<8> IceCube-Gen2 国際ニュートリノ天文台によるニュートリノ天文学の長期的展開 

(IceCube-Gen2) 

<9> 惑星間宇宙望遠鏡による新時代のダストフリー天文学の創成 (IPST) 

<10> 宇宙望遠鏡 JASMINE による近赤外時系列位置・測光天文学で拓く天の川銀河と 

系外惑星の探究（JASMINE） 

<11> 大型低温重力波望遠鏡 KAGRA 計画 (KAGRA) 

<12> 惑星科学、生命圏科学、および天文学に向けた紫外線宇宙望遠鏡計画  
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(LAPYUTA) 

<13> 宇宙の起源と根本法則を探る (LiteBIRD) 

<14> 大型サブミリ波望遠鏡 LST 計画の実現に基づくサブミリ波帯多次元掃天 

天文学の創出 (LST) 

<15> 南天における PeV 領域ガンマ線広視野連続観測 (Mega ALPACA) 

<16> 次世代大型電波干渉計 ngVLA でもたらす宇宙史と生命の理解の新機軸  

(ngVLA) 

<17> 太陽 X 線・ガンマ線観測衛星 PhoENiX (PhoENiX) 

<18> 冷却宇宙望遠鏡 PRIMAによる赤外線天文学の革新 (PRIMA) 

<19> 国際電波望遠鏡計画 SKAOによる現代天文学の開拓 (SKA) 

<20> 次期太陽観測衛星計画： SOLAR-C(高感度太陽紫外線分光観測衛星)  

(Solar-C) 

<21> 30ｍ光学赤外線望遠鏡 TMT による天文学・宇宙物理学の革新と太陽系外惑星 

における生命の探求 (TMT) 

<22> 大型液体キセノンを用いた宇宙暗黒物質直接検出実験（XLZD 実験計画の 

推進）(XLZD) 

 

これらはすべて未来の学術振興構想（2026年版）に提案されたものであり、21件は 2023

年に発表された未来の学術振興構想[5]からの継続、１件が改訂版への新規提案であった。 

22 件の計画の概要説明を付録として末尾に添付した。これらの提案を中心として、分科

会では以下の５つの分野別コミュニティに将来計画の検討を依頼した。 

 

・ 宇宙電波懇談会：電波天文学の研究者コミュニティ。1970年設立。会員数約400名。 

・ 光学赤外線天文連絡会：光学・赤外線天文学の研究者コミュニティ。1980年設立。

会員数約300名。 

・ 宇宙線研究者会議：宇宙線物理学者（重力波研究を含む）のコミュニティ。1953年

設立。会員数約400名。 

・ 高エネルギー宇宙物理学連絡会：X線・ガンマ線天文学分野の研究者コミュニティ。

1999年設立。会員数約200名。 

・ 太陽研究者連絡会：太陽物理学分野の研究者コミュニティ。1994年設立。会員数約

200名。 
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１章で述べたように、長期計画はコミュニティでの議論の開始から早くても 10年以上、

場合によっては 20 年以上の歳月をかけて実現されていくものであり、多数の研究者が検

討を重ね、国民に是非を問いつつ推進される。本分科会では、その過程として各分野別コ

ミュニティからのボトムアップの検討結果を以下に示す。 

各分野別コミュニティが最優先あるいは優先すべき計画としたのは、 

 

 アルマ２[11]（電波分野） 

 TMT<21>（光学赤外線分野） 

 カムランド２[12]・IceCube-Gen2<8>（宇宙線分野） 

 HiZ-GUNDAM<6>（高エネルギー分野） 

 Solar-C<20>（太陽分野） 

 

である。 

５つの分野別コミュニティが検討した将来計画の経緯と結果、ならびに、現時点で将来

計画として優先すべき計画の詳細は４章に記載する。なお、今回分科会の将来計画の議論

への提案はなかったものの未来の学術振興構想[5]に記載されているカムランド２（[12] 

GV19, No178）と、現時点において建設中で、2030年代に大きな成果が出ると期待される

アルマ２[11]については、既存資料を引用する形で参照することとした。 

また、建設中または既に完成して観測を実施中の大型計画（スーパーカミオカンデ、

Hyper-K、 XRISM、 ローマン宇宙望遠鏡、 アルマ望遠鏡、 すばる等）については今回含

まれていないが、これらの装置が安定に稼働して継続的に成果を創出すると同時に、装置

が将来にわたって発展・拡張されていくことも極めて重要であることを付言しておく。 

 

(2) 長期計画実現に向けた課題－共同利用 

20 世紀後半、天文学は高エネルギー物理学などと並んでビッグサイエンス化が進み、

研究者が利用可能な観測施設や実験設備の優劣が、研究成果の質を直接左右するように

なった。１章(3)でも述べたように、そこで重要な役割を果たしているのが「共同利用」

というしくみである。ここでは、「共同利用」という形態でビッグサイエンスを推進する

ことにより生じた諸課題について考察する。 
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①  日本における共同利用とその体制 

日本の天文学・宇宙物理学分野において「共同利用」とは、一般に、地上または宇宙に

設置された大型望遠鏡（電磁波、宇宙線、重力波などの集光器または検出器）を整備し、

それによって得られる観測機会やデータを、公募や共同研究を通じて全国の大学・研究機

関の研究者に提供する仕組みを指すといってよい。 

望遠鏡建設の中核的役割は、国立天文台や JAXA 宇宙科学研究所が担う場合が多いが、

宇宙線研究所のように、共同利用・共同研究拠点として位置付けられた大学附置研究所が

これを担うこともある。また、建設過程、特に検出装置の開発においては、大学等が参画

する場合も多く、こうした関与も広い意味で「共同利用」の一環とみなされている。 

「共同利用」という日本の研究機関の形態（参考資料１参照）は、他国にはあまり見ら

れない特徴を有している。欧米においては、一般に研究を推進する機関（大学や研究所な

ど）と、研究者に対してサービスを提供する機関、すなわち大型望遠鏡の建設・運用や大

規模データの維持・管理を担う機関との間で、役割分担が比較的明確になされている。例

えば、マックス・プランク研究所は前者に、ヨーロッパ南天天文台（ESO）は後者に位置

付けられるといえる。もっとも、後者の機関にも研究者は所属しているが、自らの研究テ

ーマの追求が必ずしも最優先とされるわけではない。このような在り方は、職務分担を明

確にするという点で、欧米型のいわば「分かりやすい」制度設計と捉えることができる。 

これに対し、日本の大学共同利用機関は、これら２つの役割を併せ持っている。この

点が、大学共同利用機関の性格を分かりにくくしている一因でもある。では、大学共同利

用機関と大学の役割はどのように異なるのか。もちろん、大学には研究に加えて教育、と

りわけ学部教育という重要な役割がある。しかしながら、いずれも最先端の研究を推進す

る機関である点においては共通している。このことは、国立大学法人法において、大学共

同利用機関法人が国立大学法人と同様の組織および業務を有するものとして位置付けら

れていることからも明らかである。 

 

②  大学共同利用機関等と大学―その果たすべき役割と課題 

天文学・宇宙物理学のように、研究施設（望遠鏡）が大型化し、１大学がその建設と運

用を実施することに困難が生じるような場合、大学共同利用機関等と大学の果たす役割

に関して２つの問題が生じる。１つは、【大学共同利用機関等と大学との関係】であり、

もう１つは、【大学共同利用機関等の内部における研究者の役割分担】である。 
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【大学共同利用機関等と大学との関係】 

大学共同利用機関等が研究施設の建設の中核的役割を果たす場合に、大学との共同開

発研究や、研究者・技術者の人事交流などを、どのように維持・活性化させていくかとい

うことが問題点である。以下では、研究施設の建設と運用を専ら大学共同利用機関等側が

担う場合とそうではない場合に分けて課題を述べることにする。 

まず、国立天文台のように望遠鏡の建設と運用を専ら大学共同利用機関が担う場合の

大学との関係について考察する。その場合、大学との共同開発研究については、望遠鏡の

焦点に設置する観測装置や、望遠鏡本体とは分離可能な光学系など、大型研究施設から切

り離し得る部分に関しては、その開発・製作を大学共同利用機関等以外（例えば大学の研

究室）が担うことは一般的に行われている。これは今後においても共同利用の重要な形態

の一つであろう。このような協力は天文学の先進国において広く行われており、これを通

じて研究者の人事交流も促進されている。 

次に、JAXA 宇宙科学研究所を例に大学との関係について考察する。国立研究開発法人

宇宙航空研究開発機構(JAXA)は、大学との共同等による宇宙科学に関する学術研究をそ

の目的の１つとし、宇宙科学研究所においては、「大学共同利用システム」として、大学

の研究者等との共同作業による宇宙科学プログラムを選考、実施し、中核的な研究拠点と

なる。宇宙科学プログラムには、科学衛星および宇宙機搭載科学機器、観測ロケット、大

気球その他飛翔体および各種試験装置を大学等の研究者の利用に供することが含まれる。

このような定義から、宇宙科学プログラムの実施、飛翔体の開発研究、運用（観測）、デ

ータ処理および配布、解析には、大学との共同が不可欠である。天文学においては、大気

圏を脱出する目的が大気吸収だけでなく擾乱を避け、高精度化することへと移りつつあ

る。このような観測技術の高度化、また衛星の大型化、あるいは国際ミッションへの参画

などによる複雑化の中で、大学との共同でなしうる宇宙科学プログラムの提案がなけれ

ば、宇宙科学研究所のみではプログラムを実行することはできない。中核機関である宇宙

科学研究所は、JAXAの一部として JAXA全体の機能である開発体制や地上局ネットワーク

を用いつつプロジェクトを進行させる役割を担うとしても、どのように宇宙科学研究所

と大学が対等なパートナーとしてミッション提案から観測までの責任分担を果たしてい

くかが課題である。また研究者としては、プロジェクトの中で、宇宙研の研究者が担う役

割、大学の研究者が担う役割があるが、研究者を育成するのは大学であり、人材育成、交

流が途切れては宇宙科学は自走しない。個々の計画の実施だけではなく、プログラム全体

の立案や長期戦略においても、大学研究者の責任ある協力が不可欠である。特に大型ミッ
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ションでは、個々の研究者の積極的な関与・協力が失われれば、宇宙科学において天文

学・宇宙物理学の撤退を招きかねない。 

 

2004 年の大学法人化後、このような研究協力が大学による大学共同利用機関等の下請

的業務とみなされる問題が指摘されたこともあった。しかし現在においても、大学共同利

用機関、共同利用・共同研究拠点、あるいは宇宙科学研究所と大学との研究協力が衰退し

たとは見られないことから、このような協力関係は依然として有効に機能しているので

はないかと考えられる。 

大学共同利用機関等と大学等との人事交流については、研究施設の大型化に伴い、大

学共同利用機関等に所属する研究者が、通常の大学の天文学・宇宙物理学の範囲では扱わ

れないような研究や業務に従事する場合、大学との人事交流が困難になると指摘されて

いる。しかし、実際には一定の人事交流により開発的研究を行う天文学・宇宙物理学分野

の研究者が国内の研究機関に広く配置され、日本の天文学の発展に寄与してきたといえ

る。これが不十分であるか、また過去 40年間において状況の変化が起きているかどうか

は，定量的検証が行われてはいない。研究の高度化・専門化が進む中で、今後も活発な人

事交流を維持するためには、大学共同利用機関や大学等に所属する研究者の人事交流に

対する意識を高く保つことが重要となる。 

 

【大学共同利用機関等の内部における研究者の役割分担】 

望遠鏡本体の大規模化に伴い、装置も大型化・複雑化する傾向にある。それに伴い、大

学共同利用機関等および大学の双方において、共同開発に必要な手続き（例えば各段階で

のレビュー等）が複雑化していることは否めない。そのため、共同利用機関内部の研究者

には、大学の研究者とは異なる施設運用業務のみならず、プロジェクト・マネジメント能

力の向上が求められる。 

大学共同利用機関等の内部における研究者の役割問題とは、例えば、研究者が自らの

興味に基づく研究の推進と共同利用業務との間で乖離を生じさせる可能性である。大学

共同利用機関等は、共同利用というサービスを提供するだけでなく、利用者との共同研究

を通じて自らも先端的研究を推進する役割を担う。そのため、所属研究者には一定の研究

の自由が認められている。研究者が自由に行う研究と共同利用が密接に関連し、どちらも

大きな目的の実現に必要であると感じられる場合には問題は生じない。 

しかしながら、重要とされる研究分野の変化や研究者自身の関心の変化により、そこ
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の距離ができる場合がある。このような状況は頻繁ではないものの、一定程度存在すると

考えられる。その場合、機関内でのマネジメントにより、それぞれの研究者に適切な仕事

を割り当てる、また業務に対し適切な人を割り当てることが求められ、その際には業務を

依頼する側と遂行する側との間における対話と合意が必要である。共同利用の趣旨と必

ずしも一致しない研究を行う場合であっても、その研究の自由を尊重しつつ、別途共同利

用業務への貢献の在り方を明確化し、双方を評価に適切に反映させることが求められる。

ただし、その比重は職務内容や責任に応じて調整されるべきである。職務内容が細分化・

専門化した大学共同利用機関等においては、今後徐々に上記のようなマネジメント体制

の導入が求められるであろう。それは上記大学と共同利用機関の間での人事交流を前提

としたものでなければならない。 

 

(3) 長期計画実現に向けた課題－国際協力 

天文学分野では、観測装置の高度化・大規模化に伴い、単一国では実現が困難な国際大

型計画が、分野の発展を主導する中心的な枠組みとなりつつある。これらの計画は、従来

の枠組みでは到達し得なかった観測領域を切り拓き、ブレークスルー創出の中核を担う

ものであり、今後その重要性はさらに高まると考えられる。こうした国際協力への参画

は、最先端データへのアクセスを通じて科学的成果創出の機会を拡大するとともに、国際

共同研究における継続的なプレゼンスの基盤となる。また、装置開発や運用への参画は、

研究者・技術者・運用担当者が国際共同事業の現場で経験を蓄積し、次世代へ知見を継承

する機会ともなり、科学的活動を支える研究基盤の維持・発展に寄与する。我が国におい

ては、こうした国際協力の枠組みに継続的に関与することが、国際的プレゼンスの維持・

向上の観点から極めて重要である。 

一方で、その推進にはいくつかの課題がある。国際大型計画への参画にあたっては、我

が国の規模や役割に応じた貢献を行い、それに見合う成果および波及効果を確保すると

いう基本的な考え方が重要となる。ここでいう波及効果には、関連分野への学術的・技術

的波及のみならず、装置開発・設備維持に関する技術的知見の継承、研究者・技術者・マ

ネジメント人材の育成など、将来計画を支える研究基盤形成への寄与も含まれる。しかし

ながら、我が国が担いうる役割は、科学的優先度だけでなく、確保できる資金および人的

リソースによっても制約される。資金確保としては、大きくは科学研究費助成事業（以

下、「科研費」とする）と文部科学省を通じて財務省に概算要求を行う運営費交付金や施

設整備費があるが、その中間規模、期間 10 年程度で予算額 50 億円程度の予算を措置す



 49 

る仕組みが存在しない。また、多様な利害関係者が関与する国際計画では、合意形成や役

割調整が計画推進の重要な要素となり、貢献に見合う成果や波及効果を確保することは

必ずしも容易ではない。このような制約を踏まえれば、すべての国際大型計画に実効的に

関与することは現実的ではなく、科学的優先度と見込まれる成果を踏まえた戦略的選択

が必要となる。その際、参画形態は、計画全体に対して主要な責任を担う形態から、特定

分野に重点化した貢献を行う形態まで多様であり、また、既存の技術的・人的基盤を活用

した in-kind貢献を含め、貢献の在り方にも様々な選択肢が存在する。これらは、我が国

の強みを活かしつつ、将来の研究基盤の維持・発展へと結び付ける観点から検討されるべ

きである。 

国際大型計画への参画を実効的なものとするには、それを支える実施能力の維持が鍵

となる。こうした計画は、建設から運用に至るまで長期間にわたり継続されることが多

い。また、実施にあたっては、観測装置を用いて科学成果を創出する研究者層のみならず、

装置開発、ソフトウェア開発、開発管理、システム統合、品質管理、データ基盤整備、運

用、国際調整などを担う人材が必要となる。さらに、国際計画では、国際的な協力関係や

社会・経済情勢を含む外部環境の変化など、計画推進に伴う不確実性を完全に避けること

はできない。国際計画への参画は、こうした不確実性を前提としながら、一国では到達し

得ない科学的成果を獲得するとともに、その過程で得られる経験や知見、技術的蓄積を将

来へ継承することでもある。そのため、計画の状況に応じて役割や実施体制の調整にも関

与し、国内外の関係者と連携しながら計画を着実に進めていくことが重要となる。このよ

うに、長期にわたる計画を、多様な専門性を結集しながら推進していく力は、実際の計画

実施における経験の蓄積を通じて形成される側面が大きい。その推進力を担う人材と組

織的基盤を維持し、知見を蓄積・継承していくことは、安定的かつ持続的な計画推進を支

えるとともに、分野の将来にとって重要な意味を持つ。その一方で、計画実施への関与が

若手・中堅研究者や技術系・マネジメント人材のキャリア形成に及ぼす影響にも留意する

必要があり、これは分野の持続可能性に直結する課題である。 

こうした実施基盤の維持・継承において、大学共同利用機関は中心的な役割を果たして

いる。大学共同利用機関は、建設および運用、国際調整、技術継承、コミュニティ支援を

担う実施主体として、国際計画を支える基盤的人材と知見を蓄積・継承する場として重要

な役割を担っている。一方で、計画を支える人材の多くは大学における教育・研究活動を

通じて育成され、研究基盤も分野全体の多様な研究活動と連動しながら維持・発展される

必要がある。したがって、人材および研究基盤の課題は、大学共同利用機関のみならず、
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大学を含むコミュニティ全体の課題として捉えるべきである（３章（2）参照）。その上で、

大学共同利用機関と大学は、それぞれの目的と機能に応じて異なる役割を担っており、国

際大型計画において求められる貢献も必ずしも同一ではない。特に長期運用、システム統

合、国際調整などを担う基盤的人材については、その継続的な経験の蓄積を支える上で、

大学共同利用機関が果たす役割は極めて大きい。 

最後に、国際大型計画は単独で成立するものではなく、中小規模計画や既存施設による

科学・技術・人材面での蓄積の上に成り立つものである。したがって、将来計画の検討に

あたっては、個別計画の科学的意義のみならず、分野全体としてどのような研究基盤、人

材、国際的役割を将来にわたり維持・発展させていくかという観点を共有しながら議論を

進める必要がある。 

 

(4) 長期計画実現に向けた課題－人材育成 

日本の宇宙物理学・天文学における人材育成は、これまで主として「一流の研究者を

育てる」ことを目標に組み立てられてきた。その結果、日本の天文学は世界的にも高い評

価を受けてきた一方で、博士人材のキャリアの細さや任期付きポストの多さ[10]、技術・

支援・教育・アウトリーチ・プロジェクトマネジメント職の評価不足、産業界との接続の

弱さなど、多くの歪みを抱えるに至っており、人材育成に関する構造的課題も顕在化して

いる。 

ここでは、日本の天文学・宇宙物理学を支える主な職種を整理し、それぞれについ

て、これまでの人材育成の状況と、今後の人材育成のための改善点を概観する。その結

果見えてきたことは、従来の「研究者一直線」型の人材育成から脱却し、博士号取得

者・天文学や宇宙物理学の教育を受けた学生が、研究・技術・運用・支援・教育・産業

など多様な職種に進むことを前提にした教育や人材育成の必要性である。「多様な職種

の専門職チームとして宇宙物理・天文学が成り立っている」という認識を共有し、教育

内容・評価制度・キャリア支援・社会との連携を総合的に見直していく必要がある。そ

の中心的な役割を担うのは、現役の天文学者自身であり、学会・研究機関・大学におけ

る制度設計に積極的に関与していくことが求められている。 

① 研究者 

日本の天文学・宇宙物理学研究者は、基本的に、大学学部で物理学・天文学・惑星

科学を専攻し、大学院で天文学や宇宙物理学分野の研究施設に所属して研究を本格的

に開始し、学会発表や論文を発表して博士論文をまとめ、博士号を取得するという流
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れで育成されてきた。（過去には、大学に就職してからキャリアを積み、博士号を取得

する場合もあったが、昨今ではこのようなケースはほとんどみられない。）こうした流

れは、日本の天文学・宇宙物理学が世界トッププラスの研究水準を保つ上で一定の成

果を挙げてきた。しかし、キャリアパスの観点からは多くの課題が指摘されている。 

大学院重点化によって任期付きポストが増加する一方で、定年制教員・研究員のポ

ストは限られるため、キャリアパスの不透明さと将来への不安が若手研究者の大きな

ストレスとなっている。研究者の雇用が不安定であるという認識が社会に広がると、

将来、人材が獲得できなくなる可能性もある。近年の高校生は、進路・学部選択におい

て「興味のある学び」だけでなく、「資格取得や将来の就職・職業安定との結びつき」

を強く意識している[13]。したがって、従来通りの研究者を育てることのみを重視し

た教育や育成方針を守り続ければ、前述したアカデミックポストに対する将来の不透

明さから、高校生・大学生が天文学・宇宙物理学を専攻しなくなり、将来の人材不足と

なることが懸念される。 

従来の「研究者一直線」型の人材育成から脱却し、博士号取得者・天文学や宇宙物

理学の教育を受けた学生が、研究・技術・運用・マネジメント・教育・産業など多様

な職種に進むことを前提にカリキュラムを設計する必要がある。 

②  技術系人材 

天文学・宇宙物理学のブレークスルーは、常に新しい観測装置の開発と共にある。

天文学・宇宙物理学の研究成果創出には、天文学者の探究心だけでなく、その観測を

可能にする装置を開発し、運用・維持する「技術系人材」の存在が不可欠である。技術

系人材は、望遠鏡・観測装置・衛星搭載機器・制御システム・データアーカイブ・イン

フラなどを担当し、研究者と二人三脚で、人類がまだ見たことのない宇宙の姿を捉え

るための「眼」を創り出し、育て、守る専門家集団であり、日本の天文学・宇宙物理学

の基盤と発展を支えている。 

 

 望遠鏡・観測装置・衛星などのエンジニア 

技術系人材は、大学や大学院で天文学・宇宙物理学の装置開発などを学んだ人材や、

高専や大学、大学院で電気・電子工学、機械工学、情報工学、光学、精密工学などを学

んだ人材が、その後、現場での OJT（On-the-Job Training）を通じて、極低温技術、

真空技術、高精度光学・機構設計など、天文学・宇宙物理学固有の要求に対応できるよ

うに育成されることが多かった。また、運用段階の研究設備に対しては、望遠鏡や衛
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星運用、観測機器運用、観測者支援、サーバ運用、データパイプライン管理などを担う

スタッフがおり、その人材育成は基本的に OJT 中心である。このような人材は、プロ

ジェクトを通じ、システムエンジニアリングやプロジェクトマネジメントを実地で学

んできた。 

技術系職員の役割と育成システムは、時代と共に大きく変化してきた。国立大学・

大学共同利用機関が法人化される以前、技官は国家公務員として採用され、定年まで

の長期雇用が保証されていた。そのため、配属された観測所で先輩職員から直接指導

を受ける OJT を通じて、一人前の技術者へと成長していくのが一般的だった。数十年

単位の長期的な視点で技術を継承し、腰を据えて新しい技術開発に取り組むことが可

能な環境だったと言える。2004 年の国立大学・大学共同利用機関の法人化は、技術系

職員のあり方に大きな影響を与えた。正規職員の採用減と任期付き職員の増加により、

これまでの OJT モデルは揺らいでいる。運営費交付金の削減圧力の中で、正規職員の

採用は抑制される傾向が続いた。その一方で、大学共同利用機関などでは、プロジェ

クトの予算で雇用される任期付きの職員や、外部企業への委託が増加した。これによ

り、特に若手・中堅層が薄くなるという課題も生じている。数年の任期で入れ替わる

職員に、時間のかかる高度な技術を十分に伝えきれないという「技術継承の危機」も

指摘されている。この課題に対し、各大学や研究機関では、体系的な研究プログラム

の導入やキャリアパスの明確化、全国の技術職員の連携強化などの新たな取り組みが

始まっているものの、依然として不安定な雇用形態が若手技術者の確保・育成の障壁

となっている点は、日本の天文学・宇宙物理学が抱える大きな課題である。さらに、人

口減少に伴い、日本のエンジニアリング人材は不足することが予測されている[14]な

かで、工学系学生にとって「天文の技術職」が可視化されておらず、キャリアとして選

ばれにくいという課題もある。 

 

 データサイエンティスト・ソフトウェア開発者 

従来、日本での天文学・宇宙物理学のデータ処理・ソフトウェア開発は、多くの場

合、大学院生・研究者がプログラム言語を独学し、「研究者が自らコードを書く」文化

の中で進められてきた。また、ビッグデータ・機械学習の導入にともない、「アストロ

インフォマティクス」的な分野が拡大している。しかし、急速な進歩のため、「天文デ

ータサイエンティスト」「アストロインフォマティシャン」に相当する職種が制度上明

確でない。また、コード・システム開発に多くの時間を費やすと、論文数が減り、（論
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文数を基準にした）伝統的評価基準で不利になる。一方、産業界ではデータサイエン

ティストやソフトウェア開発者のニーズは高い。結果として、民間企業で職を得た場

合との待遇差が大きく、優秀な人材を確保しにくい問題がある。 

 研究開発マネジメント（URAなど） 

URA（リサーチ・アドミニストレーター）は、科研費などの外部資金獲得支援、国際

プロジェクト調整、産学連携などを行い、天文学研究を間接的に支える職種である。

こうした研究開発マネジメント人材は不足し[15]、また、各人の持つ能力が社会の急

速な変化に対応できていないなどの問題が生じている。これらの研究開発マネジメン

ト人材は、科学技術振興機構の養成プログラムなどを通じ、それらの職能とキャリア

パスが整備されてきた。昨今は、天文・物理系博士取得者が URA として採用される事

例も増えている。 

URA をはじめとする研究開発マネジメント人材に求められる役割・業務が高度化・

多様化する一方で、任期付きポストの多さから長期的な支援体制を構築しにくいとい

う課題がある。また、専門性の評価が不足していることも課題である。その１つに「URA

は研究者への道が絶たれた人の受け皿」という誤解がある。法制度や研究セキュリテ

ィ／インテグリティへの理解、交渉能力、英語コミュニケーション、プロジェクト管

理などのスキルが研究業績と比べて正当に評価されていないためである。 

 

 アウトリーチ・教育担当 

アウトリーチ・教育は、単なる「説明役」ではなく、 教育工学・科学コミュニケー

ション、メディア対応・リスクコミュニケーションの専門性を要する高度な専門職で

ある（なお、ここでの「教育」は高校までの教育、学校外で行う教育、教養としての教

育を指す）。さらに、活動を行う上で、マネジメント能力も不可欠である。自然科学分

野全般で、アウトリーチは科学への信頼・関心・知識や科学者に対するイメージに影

響しうることが研究で示唆されている[16]。アウトリーチ活動は、将来の研究者・技

術者の「すそ野」を広げたり[17]、社会的理解や支持を通じて長期的に研究環境と支

える基盤を形成したりする役割がある。しかし、研究組織内では、「専門の研究や教育」

と「付随的な広報」程度に分断して捉えられることが多く、日本の研究機関や大学内

での位置付けは低くなりがちである。専門職として人的リソースが正式に割り当てら

れない場合もあり、正式に専門職としての雇用がある場合も任期付きのポストであっ

たりすることが多く、キャリアパスとしても不安定である。この状況下では当然なが
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ら、体系的な教育や人材育成の機会は限られており、実務を通じた OJT でスキルを獲

得しているのが実情といえる。研究機関や大学において教育・アウトリーチを業績と

して認め、人事・評価で明示的に扱う文化が未成熟であることが課題である。研究成

果を一般市民にわかりやすく、平易な言葉や表現で伝えることは、科学研究を社会と

つなぐ重要な営みであり、公的資金に支えられる研究の成果を国民に還元するうえで

も不可欠である。 
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４ 各研究者コミュニティの将来計画 
  以下は、５つの分野別コミュニティが 2025年末までに検討した将来計画の経緯と結果、

および、その時点で将来計画として優先すべき計画の詳細を記述したものである。 

(1) 電波天文学分野の計画 

① コミュニティでの議論の経緯 

宇宙電波懇談会（以下、宇電懇とする）は、天文学・宇宙物理学の長期計画の推薦

に際して、コミュニティの意見を集約しかつ綿密な議論の下で推薦書を作成する方針

とした。長期計画への掲載を希望する意思表明を提出した電波天文分野の大型・中型

将来計画は、以下の５計画である。 

 Square Kilometre Array Phase 1 (SKA1)<19> 

 南極 10ｍテラヘルツ望遠鏡 (ATT10)<1> 

 LiteBIRD ― 熱いビッグバン以前の宇宙を探索する宇宙マイクロ波背景 

放射偏光観測衛星[26]<13> 

 大型サブミリ波望遠鏡 LST/AtLAST<14> 

 次世代大型電波干渉計 ngVLA<16> 

第 25期日本学術会議未来の学術振興構想[5]におけるこれらの計画の推薦のため

に、 2021年３月 18日に行われた宇電懇総会における合意に基づき、以下の(ⅰ)-

(ⅳ)の手順を踏むことを決定した。また、第 26期の更新においては、(v)-(vii) の

経緯を経た。最終的な推薦は、宇電懇運営委員会の責任の下での結果を総合的に判断

して行うこととした。 

(ⅰ) 電波天文分野将来計画検討シンポジウム 

2021年７月 31日に標記シンポジウムをオンラインで開催した。参加人数は約 100

名であった。上記５計画の代表者に講演して頂き、各計画内容について電波天文コミ

ュニティの理解と共有を図った。 

(ⅱ) 宇電懇会員による将来計画に関する意向調査 

天文学・宇宙物理学の長期計画の推薦に対して意向表明が提出された将来計画の推

薦順位付けについて、宇電懇会員の意向を直接問う目的でオンライン投票を実施し

た。投票は 2021年８月９日から 31日の期間に、３件の大型将来計画（SKA1、LST、

ngVLA）のうち各会員が今後最も必要と考える計画を選択する形式で行われた。 

(ⅲ) 電波天文分野将来計画検討ワーキング・グループ（第１期）における集中的

議論 

2021年６月 18日より、宇電懇運営委員会の諮問機関として、「電波天文分野将来

計画検討ワーキング・グループ(WG)」を設置した。当 WGは 15名の委員で構成され、

構成員は会員の投票から選ばれた候補者の中から、様々なバランスを考慮して運営委

員会が選定した。当 WGでは、５つの将来計画に対して各々数名から成る評価班を割

り当て、運営委員会から示された評価基準及び分科会から示された評価基準に従って

綿密な評価を行った。その後、各評価班が作成した詳細な評価結果に基づき、WG全体

で慎重かつ厳しく議論を重ね、WGとしての答申を作成した。 
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(ⅳ) 将来計画検討ワーキング・グループ（第１期）の答申に基づいた宇電懇運営

委員会の議論 

上記(ⅰ)-(ⅲ)の結果を踏まえて、運営委員会で最終的な議論を行った結果、「大型

計画として、長波長電波干渉計としての SKA1<19>と ngVLA<16>の２計画を同率１位で

推薦し、LST<14>を３位で推薦する」という結論を得た。同率１位で推薦する２計画

は互いに相補的で、いずれも非常に強いサイエンスケースを有するものと判断され

た。また、LiteBIRD<13>を継続中の計画として引き続き強く推薦、ATT10<1>を中型 A

計画として推薦することとした。併せて、宇電懇としてはアルマ望遠鏡計画へ日本が

継続して参画することは最優先事項と捉えており、それを引き続き強く望むことも表

明することとした。 

(v) 2023年以降の計画の動向 

文部科学省「学術研究の大型プロジェクトの推進に関する基本構想」（ロードマッ

プ 2023）への募集に際し、宇電懇からの推薦依頼のあった３計画 LiteBIRD<13>、

SKA1<19>、ATT10<1>に対して、宇電懇から推薦を行った。このうち、LiteBIRD<13>が

ロードマップ 2023に掲載された。 

2023年度より ALMAの継続発展を企図した文部科学省・大規模学術フロンティア促

進事業「アルマ２」が開始された（詳細は後述）。2024年、LiteBIRD<13>は、JAXA宇

宙科学研究所を実施機関とし、東京大学 Kavli IPMUや岡山大学を中心として計画の

リフォーメーションを行うなど、重要な実施体制の見直しと進展があった。 

他方、国際的動向もあった。SKA1<19>の建設が開始され、ますます日本の参加が待

たれる状況となった。2024年には３アンテナによる最初のフリンジが得られるなど、

重要なマイルストーンを達成した。また、2024年３月に、ミリ波から遠赤外線波長の

次世代天文学計画を展望する国際天文学連合(IAU)主催の Kavli-IAU Workshop on 

Global Coordinationが開催され、日本のアルマ２に相当する ALMA 2030の推進およ

び 2040年代の ALMA 拡張計画の検討、ngVLA<16>の推進、LST/AtLAST<14>を含む地上

大口径単一開口望遠鏡の推進、遠赤外線衛星ミッションの推進の４件が推薦された。

これらの国際的動向は、我が国の電波天文学と整合するものである。 

(vi) 電波天文分野将来計画検討ワーキング・グループ（第２期）における集中的

議論 

地上計画がメインとなる電波天文学分野では、大型の地上望遠鏡を推進する国立天

文台が主導ないし関連する大型計画が多い。国立天文台では 2025年度中にサイエン

スロードマップを策定し、2026年度末までに第５期中期計画の実施計画を立案する予

定である。 

これに呼応する形で、2025年４月に第２期電波天文分野将来計画検討ワーキン

グ・グループ(WG)を改選・組織した。第２期 WGは、意向投票に基づいて運営委員会

により選出された 12名の委員、隣接分野からの６名の外部委員、及び関係機関から

の７名のオブザーバからなる。本 WGの主たる目的は、国立天文台サイエンスロード
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マップ・実施計画ならびに「天文学・宇宙物理学の長期計画」へとインプットする

「日本の電波天文学ロードマップ」の策定である。本ロードマップでは、将来計画と

実施中の現観測所をあわせた合計 12計画を対象に、実現可能な予算・施設・人的資

源や技術的成熟度の推移を時系列に配し、2035年までの期間ごと・実施機関毎の優先

度を描く。WGでは、科学検討班、資源統合班、技術計画班に別れ多角的に検討を行っ

ている。これをロードマップ策定班が文書にまとめ、2026年２月にコミュニティに公

開し意見を受けながら、同年６月に最終文書を公開する予定である。2025年 12月現

在、WGでは各計画から各種資源・技術的成熟度の年次プロファイルを集めて統合する

作業を進めている。 

以上の通り、WGでは、定量的な資源の積み上げと技術的成熟度の推移に基づく優

先順位と実現可能な計画の立案を実施することとした。最終的に優先順位を決めるも

のの、性急な長期計画への答申は不可能と判断した。したがって、(iv)で述べた前期

の長期計画の優先順位を尊重しつつも見直すこととし、「コミュニティの存亡に関わ

る極めて重要な長期計画」として「アルマ２」を挙げ、「次に重要な長期計画」とし

てその他の計画を一律に列挙することとした。 

(vii) 宇宙電波懇談会シンポジウムにおける議論 

コミュニティレベルのシンポジウムを開催し、2025年１月に現観測所を含む各計

画間の相互関係、同年 12月に日本の電波天文学ロードマップに関する集中した議論

を行った。後者の機会に前述の WG答申案を提示し、コミュニティからの意見の集約

を行ったうえ宇電懇運営委員会で取りまとめ、「第 26期長期計画」の答申とした。 

 

②  優先すべき計画 

上述の通り、宇電懇は長期計画の優先順位を整理している段階にある。以上の経緯

から、「アルマ２」を「コミュニティの存亡に関わる極めて重要な長期計画」として

位置付け、最優先計画として推進する。SKA1<19>、ngVLA<16>は前期の長期計画の中

で「最優先する長期計画」と位置付けられており、第 26期に関しても両者とも優先

度が高いことに変更はない。また、LiteBIRD<13>は対応実施機関 JAXAにおいて戦略

的中型計画に選定されて計画を推進しており、こちらも優先度が高いことに変更はな

い。しかし、現在 WGで検討中のため、検討中のすべての将来計画を暫定的に「次に

重要な計画」と位置付け、次節「長期計画の紹介」に記載した。これらの計画の表示

順は、未来の学術振興構想への申請順とし、優先度順となっていない。 

 

【アルマ２】 

ALMAは南米チリのアタカマ高地（標高 5000m）に設置された 12m×54台、7m×12

台の計 66台のアンテナからなる電波干渉計であり、最大約 16kmの基線によって約５

ミリ秒角の分解能を達成している。周波数約 35-950 GHzのミリ波・サブミリ波で低

温ガスや塵を捉え、惑星系誕生現場の多重リング構造の発見や、宇宙誕生後わずか３
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億年の銀河での酸素の検出など、惑星系形成や銀河進化をはじめとする幅広い分野を

牽引してきた。 

「アルマ２」計画は、国際共同事業として運用中の ALMAを 2030年代へ向けて大幅

に強化するものである。科学目標としては、（１）地球軌道スケールでの惑星系形成

過程の理解、（２）惑星系誕生過程での生命素材物質の理解、（３）宇宙における元素

合成の開始地点の特定、の３大目標が掲げられている。これらを実現するため、感度

約２倍、解像度２倍以上、同時観測帯域２倍以上という観測機能の強化を図る。その

内容は国際合意に基づき策定された将来開発ロードマップに整合しており、日本は広

帯域・高感度受信機やデータ伝送系などを主導し、相関器・デジタル系の更新と併せ

て観測効率も飛躍的に高める。これらの機能強化は、科学運用を継続しながら、アル

マ２計画期間全体を通して段階的に実施される。 

大規模学術フロンティア促進事業としての計画実施期間は 2032年度までであり、

この期間中にも成果は期待されるものの、アルマ２計画による機能強化の効果が十分

に発揮され、科学的・技術的成果が本格的に結実するのはその後の時期になると見込

まれる。したがって、宇電懇はこの期間を超えたアルマ望遠鏡の継続と発展を強く推

薦する。 

 

③  当該分野の計画全体像と相互関係 

長期計画の紹介 

【SKA1】 

SKA1<19>は既存の望遠鏡を圧倒する高感度と解像度を達成する国際共同利用の望遠

鏡計画である。豪州に観測周波数 50-350 MHzを網羅する開口アンテナ (LOW) 13万基

と、南アフリカに 0.35-15 GHzを網羅するパラボラ鏡(MID)197台を最大 150 kmの範

囲に展開し、英国にある本部から一体的に遠隔運用される。低周波数の観測を開拓す

る点に特徴がある。 

SKA1は高感度・広視野に加えて観測モードの複数同時実行能力を有し、かつてない

広域探査能力を実現する。この圧倒的な性能で、宇宙で最初の星やブラックホール、

磁場が生まれる時代のほぼ唯一の徹底探査、パルサーの精密観測による重力理論の検

証、宇宙論の超精密化や、突発天体現象の徹底究明を目指す。低周波数で宇宙再電離

期（EoR）の観測を行う能力では他を圧倒するため、標語的には「星が生まれる前の

宇宙を見る」望遠鏡であると言える。 

 

【ngVLA】 

次世代大型電波干渉計 ngVLA<16>は、米国国立電波天文台が計画を主導し、初期運

用を経て 2040年代に本格稼働する大型共同利用施設である。北米大陸を中心とする

約 9,000 kmの範囲に口径 18ｍと６ｍのアンテナを合計 263台設置し、約 20 cm （約

１GHz）から３mm （100 GHz）の波長帯において、他を圧倒する感度と角度分解能を

実現する。 
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ngVLAは宇宙物理学の広範な領域にわたる研究対象を想定している。中でも惑星系

形成の観測と、それを通じて我々人類のような生命が存在する条件が宇宙史の中でい

かに整えられてきたのかという疑問に対し、一貫した視座を提供することを重視す

る。特に、生命関連物質が星間物質を起点にどの段階で用意されるのかの探求におい

ては、分子科学分野や地球惑星科学分野との連携が期待される。 

例えば、炭素を５個以上含む環状分子やアミノ酸のように鏡像異性体を有する大型

の有機分子は、分子の特性上 100GHz以下の低い周波数帯での高感度観測が最も効率

的である。生命を育むに至った化学的歴史を探るには、原始地球のような惑星が誕生

する場でのそれらの分子の検出や生成過程の解明が重要であるが、これには岩石惑星

の材料として集まっている塵を透過して見通す事が可能なセンチ波帯での高感度高分

解能観測が必要不可欠である。このため、ngVLAは「地球のでき方がわかる」望遠

鏡、そして「生命関連物質の化学進化史を探ることができる」望遠鏡とも言える。 

 

【LST/AtLAST】 

ミリ波・サブミリ波帯において広い視野（0.5度角以上）を持つ、大口径（口径 50 

ｍ級）高精度単一望遠鏡 LST/AtLAST<14>を建設する日欧の計画である。これによりア

ルマ望遠鏡・JWST・ TMTをはじめとする大型天文観測施設が稼働する時代に、サブミ

リ波帯において、それらと相補的で新しいディスカバリー・スペースを切り拓く多次

元（空間・宇宙論的奥行き・周波数・時間軸・偏波）掃天観測を推進する。 

大口径（高感度）・広視野・広帯域のコンセプトの下、宇宙再電離期の銀河から、

銀河団・大規模構造、ブラックホール形成、星・惑星系形成、太陽系内惑星大気ま

で、多様な階層における研究を格段に進展させるとともに、サブミリ波帯時間領域天

文学を本格的に開拓することを目指している。「宇宙の構造形成史を観る」望遠鏡と

言える。 

 

【LiteBIRD】 

インフレーション宇宙理論が予言する原始重力波を世界に先駆けて観測し、代表的

インフレーション宇宙理論を検証することを目的とする計画である。原始重力波は宇

宙マイクロ波背景放射の偏光度分布に渦状のパターン（原始 Bモード）を刻印する。

この原始 Bモード発見のために、34-448GHzという広帯域の望遠鏡、極低温冷却系、

多色高密度超伝導検出器を搭載した LiteBIRD衛星<13>を開発し、全天サーベイ観測

を行う。 

インフレーション宇宙仮説は、ビッグバン以前の宇宙を記述する最有力仮説であ

り、この検証は、現代宇宙論の最大の課題である。インフレーション仮説が予言する

原始重力波の痕跡を捉えることが、仮説の最も直接的な検証であり、発見に成功すれ

ば科学史上最大の成果の１つとなる。同時に、LiteBIRD<13>が作成する全天ミリ波偏

光マップは、天文・宇宙物理学、素粒子物理学に様々な新しい知見をもたらす。「宇

宙開闢の瞬間を観る」衛星である。 
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【ATT10】 

地球上で大気透過率が圧倒的に優れた南極内陸部新ドームふじ基地に、超広視野 10

ｍ級テラヘルツ望遠鏡を建設する計画である。 

テラヘルツ帯には、銀河の赤方偏移、ダスト温度、星形成率などを推定するために

重要なダスト熱放射が含まれ、その短波長側まで観測することでスペクトルエネルギ

ー分布のピークを押さえることができる。また、星間物質の性質を探る上で重要な輝

線が多数存在するため、宇宙史における銀河・巨大ブラックホールの形成・進化を探

る上で極めて重要な波長帯である。本計画では、銀河の誕生・進化の解明と宇宙論パ

ラメータの矛盾に迫る。観測周波数・観測手法・宇宙の構造形成史を目標とする点で

LST/AtLAST<14>と共通点がある一方、「地球上最良の観測地点」に設置することで未

開拓の領域であるテラヘルツ天文学を推進することを目標とする望遠鏡である。 

 

相互関係 

アルマ２は、2030年代に感度・空間分解能・周波数分解能の点で世界トップレベル

を維持し発展させるミリ波サブミリ波観測装置である。ngVLA<16>はアルマのミリ波

帯（バンド 1−3）を圧倒的な感度・空間分解能で拡大する。また、ngVLA<16>と SKA1-

MID<19>は、現在国内外に展開するセンチ波・ミリ波帯の超長基線干渉計(VLBI)の発

展と位置付けられる。他方、アルマ望遠鏡が担うサブミリ波観測装置の機能を視野・

周波数方向に拡張するのが LST/AtLAST<14>と ATT10<1>である。現在国立天文台が運

用する野辺山 45mミリ波望遠鏡・ASTEサブミリ波望遠鏡の後継計画として位置付けら

れる。SKA1-LOW<19>は、以上の計画がいずれもカバーしない長波長電波を開拓する。

ミリ波サブミリ波偏光観測を行う LiteBIRD<13>は、地上 CMB実験計画とともに、アル

マや LST/AtLAST<14>、ATT10<1>との技術的交流の担い手となっている。 

 

④ 当該分野以外の計画との関係 

現代の天文学・宇宙物理学では、多波長観測および理論と観測の連携による研究の

推進が当然のこととされている。また、その研究は、地球惑星科学はもちろんのこ

と、物理学・化学・工学、さらには生物学にも波及する極めて高いポテンシャルを有

するものである。ここで５つのテーマについて、他の分野コミュニティとの関係を紹

介する。 

 

●宇宙論と構造形成史 

宇宙開闢の瞬間を電波の観測で観るのが LiteBIRD<13>であり、これは素粒子物理学

分野との関係が深く、高エネルギー物理学分野で推進される地上宇宙マイクロ波背景

放射実験 GroundBIRDやサイモンズ観測所と相補的である。ビッグバンから宇宙再電

離を経て現在に至る銀河団・銀河・活動銀河核の進化などの宇宙構造形成史の研究
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は、宇宙物理学の活発なフロンティアであり、電波分野では SKA1<19>、ngVLA<16>、

アルマ２、LST/AtLAST<14>、ATT10<1>による銀河サーベイや輝線強度マッピング、

LiteBIRD<13>による CMB偏光観測がこれに取り組む。他分野では光・赤外線分野にお

いて TMT<21>、すばる２、ルービン望遠鏡、ローマン宇宙望遠鏡、GREX-PLUS<5>な

ど、また X線分野では NewAthenaがこの領域を主な対象としている。また、宇宙構造

形成史に寄与しうるニュートリノも、電波観測を含む多波長観測と T2K等の素粒子実

験により、その質量や特性が明らかにできる可能性がある。以上のように、分野を横

断する多波長観測や素粒子実験との相乗効果による、より精密な科学成果の創出が期

待できる。 

 

●生命の起源 

私たち生命を育むに至った太陽系の化学史を探るには、元素合成史の理解だけでな

く、分子進化史を理解し、その中に太陽系の化学環境を位置付けることが必要であ

る。はやぶさ２に代表される太陽系始原物質探査など、考古学的に太陽系の過去を探

る研究、すなわち地球惑星科学的アプローチが重要であるのは言うまでもなく、星や

惑星が誕生する過程に沿ってガスや塵・塵に凍り付いた氷などの組成を探る星間化学

的アプローチが必須となる。波長によって観える物質や透過度が異なるため、氷の観

測や熱い領域での基本的分子・原子の観測には赤外線望遠鏡の JWSTや TMT<21>、星間

雲から星や惑星系が誕生する過程での分子進化を探るにはアルマ２望遠鏡のようなミ

リ波サブミリ波の高分解能高感度望遠鏡、岩石惑星誕生領域での大型分子の観測には

センチ波帯の高分解能高感度望遠鏡 ngVLA<16>が必要となる。 他方、極低温低密度下

での化学反応プロセスの研究や精密な分光学など、最先端の原子分子物理学研究や分

子科学研究といった天文学以外の分野との協働も極めて重要である。これは、フラー

レンの発見などに代表されるように、新たな学問分野の開拓にも繋がる可能性を有す

るとともに、宇宙生物学研究の基盤にもなるであろう。 

 

●太陽系の価値 

私たちの宇宙の中での存在価値を知るには、生命の起源の探求と同時に、星・惑星

系の誕生過程と多様性の全貌を理解する構造形成史の研究が必要不可欠である。これ

には、大きなスケールでの物質循環のダイナミクスや星形成の多様性の理解が重要

で、銀河、星間雲、惑星と、極めて高いダイナミックスケールかつ電波から赤外線、

可視光、紫外線まで様々な波長帯での観測研究が重要となる。アルマ２、

ngVLA<16>、TMT<21>などは前述の通り惑星系の誕生や進化を探るのに必須であるが、

大口径ミリ波サブミリ波望遠鏡計画である LST/AtLAST<14>なども寄与するであろう。

太陽系外惑星の多様性の解明、ハビタビリティの研究、バイオマーカー探査など、既

に誕生した系外惑星の観測研究も相補的かつ重要である。それには、TMT<21>はもち

ろんのこと、 HWO<7>や LAPYUTA<12>など赤外から紫外にわたる広い波長帯での観測研

究が大きな役割を果たすと期待される。 
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●マルチメッセンジャー天文学 

電磁波に加え、重力波や粒子線の検出も新たな手法として加わる「マルチメッセン

ジャー天文学」が本格化しつつある。例えば、重力波イベントやγ線バーストが研究

対象の代表例であり、これには高感度・高空間分解能を有する SKA1<19>と ngVLA<16>

が大きく寄与する。また、電波と光赤外線を架橋する波長域にあるアルマ２、

LST/AtLAST<14>が、サブミリ波時間領域天文学を開拓する。他分野では、高エネルギ

ー宇宙物理学、宇宙線物理学分野のほぼすべての計画、ならびに光赤外線天文学分野

の広視野観測装置、例えば、すばる２、ルービン望遠鏡、ローマン望遠鏡がこれに関

与する。 

 

●工学・技術開発 

優れた観測システムを構築するための技術開発は、宇宙物理学の分野にとどまら

ず、社会への応用を目指す分野にも深い関連がある。例えば、高感度観測装置を構成

する超伝導検出器や量子デバイスの研究は、量子コンピュータに応用する可能性が示

されている。また観測装置が生み出す大量のデータを操作・伝送・処理する情報技術

の開発や、天文画像データの処理技術が数理科学分野に寄与する例などもある。ミリ

波・サブミリ波は、次世代通信技術に対応する帯域であり、電波天文学が駆動する先

鋭的な技術開発は、技術そのものにとどまらず人的な資産として産業分野への波及性

が期待できる。 
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(2) 光学・赤外線天文学分野の計画 

①  コミュニティでの議論の経緯 

光学赤外線天文連絡会（光赤天連; GOPIRA）は、2040年代までを見据えた科学指針

と装置開発の方向性を示すため、2021年に将来計画検討専門委員会を設置して、「光赤

外線天文学ロードマップ 2025」の策定に着手した。本ロードマップは、GOPIRA会員か

ら寄せられた全研究計画を網羅的に整理し、限られた資源を効果的に活用するための

戦略指針としてまとめられたものである。2023 年度から専門委員会が本格的に活動を

開始し、科学的意義、成熟度、実現可能性、国際的独自性、人材育成への貢献などの評

価基準を設定した。同年 12 月には 10 億円以上の大型計画、同未満の中小規模計画、

装置を伴わないサイエンス計画の３区分で提案募集を行い、合計 20件（大型８件、中

小５件、サイエンス７件）の応募があった。 

 

公平性確保のため、光赤外線に加え X 線、電波、重力波、惑星科学などの関連分野

の専門家を含む 26名の委員によってロードマップ作成委員会が構成され、大型計画に

ついては書面審査・ヒアリング・総合討議の三段階で評価が行われた。2024 年９月の

委員会では、TMT<21>、GREX-PLUS<5>、HWO<7>を最優先候補とする方針が示され、光赤

天連シンポジウムおよびタウンミーティングを通じてコミュニティから広く意見を募

った。これらを踏まえ、2025 年の専門委員会では国際情勢・リスク・実現性を総合的

に検討した結果、現時点の最優先計画として TMT<21>を基盤計画に据え、すばる補完と

して ULTIMATE-Subaru を着実に推進し、宇宙計画として JASMINE を基幹計画とする方

針を決定した。2030 年代前半には GREX-PLUS<5>を最優先計画として強力に推進し、

2040 年代には HWO<7>参加を長期的最優先計画とすることが示された。さらに

PRIMA<18>、HiZ-GUNDAM<6>、LAPYUTA<12>など光赤外線を含む波長を横断する計画との

協調を通じ、技術と人材の連続性を確保しつつ次世代計画へ継承する重要性も強調さ

れた。中小規模計画やサイエンス提案は、将来の科学基盤を支える構想として継続的

に支援していくこととされた。 

【８件の大型計画】 

• 銀河進化・惑星系形成観測ミッション GREX-PLUS<5>（400億円） 

• NASA による系外惑星の詳細な観測をめざす Habitable Worlds Observatory 

(HWO)<7>への参加（200～400億円） 

• 初期宇宙探査用ガンマ線バースト観測衛星計画 HiZ-GUNDAM<6>（180億円） 

• 赤外線位置天文・精密測光観測衛星 JASMINE<10>（ISAS/JAXA公募型小型計画の予算

額） 

• 紫外線宇宙望遠鏡計画 LAPYUTA<12>（177億円） 

• NASAによる遠赤外線冷却望遠鏡 PRIMA<18>への参加（10億円） 

• 30m光学赤外線地上望遠鏡計画 TMT<21>（420億円+運用費 30億円/年） 

• すばる望遠鏡の次世代赤外線観測装置 ULTIMATE-Subaru（51億円） 

（以上アルファベット順） 
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② 優先すべき計画【特に重点的に進める計画：TMT】 

GOPIRA はロードマップ 2025 の策定にあたり、20 件の提案の中から大型計画を重点

的に評価し、その中でも TMT（Thirty Meter Telescope）<21>を「現時点の最優先計画」

と位置付けた。最優先に選ばれた理由は、第１に TMT<21>が日本の光赤外線天文学の基

盤計画として決定的に重要であるためである。TMT<21>は口径 30mの国際協力による超

大型光学赤外線望遠鏡で、赤外線で 0.01 秒角の超高解像度と約 30 等級の高感度を実

現し、系外惑星、銀河進化、宇宙論など幅広い分野で革新的成果が期待される。第２

に、TMT<21>はすばる望遠鏡との連携により世界最先端の観測能力を発揮でき、日本の

研究基盤にとって不可欠である。第３に、技術・人材基盤の維持発展にも直結し、国内

の光赤外線装置開発力を次世代へ継承できる点を重視した。さらに国際協力体制が既

に整っており、実現可能性が他の大型計画より高いと評価した。 

 

TMT<21>は 492枚の分割鏡を用いた 30m望遠鏡で、従来を凌駕する解像度と感度を誇

る次世代基幹装置である。TMT を中心に、すばる望遠鏡の次期装置 ULTIMATE-Subaru、

宇宙計画 JASMINE<10>といった地上・宇宙の基幹計画との連続性を確保し、2030 年代

の GREX-PLUS<5>、2040年代の HWO<7>へと技術・人材をつなぐ長期戦略とする。以上の

理由から、TMT<21>は当面の最優先計画として最大限の支援を行うべきと判断した。 

 

③ 当該分野の計画全体像と相互関係 

提出された大型計画・中小規模計画・サイエンス提案は、地上・宇宙を含む多層的な

観測体系を形成し、互いに補完的な関係を持つように構想されている。中心となるの

は、現時点で最優先とした TMT<21>であり、30m級の超大型地上望遠鏡として、系外惑

星・銀河進化・宇宙論など広範な科学分野の基盤を担う。TMT<21>は既存のすばる望遠

鏡と連携し、すばるが広視野観測で天体を発見し、TMT<21>がその詳細分光を行うとい

う役割分担が成立する。この地上観測基盤を補強するのが ULTIMATE-Subaru であり、

2030年代のすばる３時代に高解像度観測を支える中核装置としてTMT<21>を補完する。 

一方、宇宙計画においては JASMINE<10>を現在の基幹計画として位置付けた。

JASMINE<10>は位置天文学と精密測光で地上観測を支える基礎データを提供し、

TMT<21>の科学成果を拡張する役割を果たす。2030 年代には GREX-PLUS<5>を最優先計

画として推進し、銀河進化・惑星形成の広帯域観測を実現し、TMT<21>の高分解能観測

と相補的な視点から宇宙を捉える。さらに 2040年代には HWO<7>参加を目標とし、GREX-

PLUS<5>の後継となる最優先計画として位置付けた。 

これら大型計画の間には明確な「技術と人材の連続性」が設計されており、TMT<21>

で培われる大型望遠鏡技術や装置開発能力を GREX-PLUS<5>や HWO<7>へと段階的に継

承する。また PRIMA<18>、HiZ-GUNDAM<6>、LAPYUTA<12>などの光赤外線を含む波長横断

の衛星計画は、広い波長域での宇宙観測インフラを形成し、光赤外線計画との相補性

を高める。中小規模計画やサイエンス提案を、これら大型プロジェクトの科学目標を
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深化させる基礎研究群として位置付け、日本全体の光赤外線天文学の持続的発展を支

える。 

 

【銀河進化・惑星系形成観測ミッション GREX-PLUS】 

銀河と惑星の起源の解明は天文学の究極目標である。その学術的価値に加え、国民

の関心も極めて高い。我々は、標準構造形成理論の検証とハビタブル惑星形成過程の

解明を目的とし、明るい「初代銀河」をビッグバンから３億年未満の宇宙で探査し、惑

星形成現場の水蒸気と氷の境界線「スノーライン」を探査する。そのために、ジェーム

ズ・ウェッブ宇宙望遠鏡に比べて 200 倍広視野の近中間赤外線帯(2～8 ミクロン)撮像

機能と、10倍高い波長分解能の中間赤外線帯(10～18ミクロン)高分散分光機能を有し

た、口径 1.0mの宇宙望遠鏡 GREX-PLUS<5>を開発する。赤外線検出器の冷却には、世界

最高性能を誇る国産の宇宙用機械式冷凍機を活用する。打ち上げは 2030年代中盤、観

測運用は５年以上を目標とする。世界の既存および将来計画に無いユニークな観測機

能により、銀河系ビルディングブロックの探査、初期宇宙の超新星探査、塵に覆われた

活動銀河核の探査、星間有機分子生成過程の分光学、太陽系内氷小天体の探査、太陽系

惑星大気の気温構造調査、太陽系外惑星大気組成の観測など、多種多様な銀河進化研

究と惑星科学研究の扉が開かれる。また、取得したデータは、2030-2040年代あるいは

それ以上の長きにわたり、世界中の幅広い天文学コミュニティに活用されるレガシー

となる。宇宙望遠鏡開発、データセンター構築、科学研究を通じて、若手研究者・技術

者の育成とジェンダーバランスやダイバーシティの改善にも取り組む。 

 

【NASAによる系外惑星の詳細な観測をめざす Habitable Worlds Observatory (HWO)へ

の参加】 

本計画は、NASA の将来の旗艦計画である超大型宇宙望遠鏡 Habitable Worlds 

Observatory(HWO)<7>に、日本が装置開発、科学検討の貢献を持って参加し、その主要

科学目標、１）太陽型星周りの系外惑星の大気において、生命居住環境及び生命の痕跡

の探査、２）広範囲な一般宇宙物理学研究、を遂行する。HWO<7>は、口径６mの紫外線

から近赤外線までをカバーする超大型宇宙望遠鏡である。これまでにない高空間分解

能・高感度を生かして約 25個の地球型惑星の大気を直接分光し成分を調べる。これに

より、系外惑星で、初めて生命居住環境及び生命の痕跡を発見し、その頻度を見積も

る。また、宇宙最初期の暗く小さな構造体まで検出可能で、さらに、紫外線分光能力に

より銀河内の物質循環を探査可能であり、宇宙創生以来の銀河の構造形成史を解き明

かす。また、高空間分解能により太陽系天体を探査機で観測した様な画像が得られ、氷

衛星での生命居住可能性の理解を深められる。本計画は、この究極のメガミッション

HWO に日本独自の装置及び科学検討で貢献することで参加し、そのサイエンスの最大

化を図るとともに、世界レベルの研究、技術開発を担う人材育成を行う。 
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【初期宇宙探査用ガンマ線バースト観測衛星計画 HiZ-GUNDAM】 

宇宙最初の天体形成から現在の姿に至るまでの宇宙進化を理解することは、天文学

における究極の目標のひとつと言える。特に初期宇宙における宇宙再電離や重元素合

成の歴史的変遷を解明することは最重要テーマである。初期宇宙で最も明るい光源で

ある GRB を背景光として利用することで、宇宙最初期の星形成や周辺環境の物理状態

を観測的に理解することが、本計画の１つ目の目的である。また、重力波やニュートリ

ノなどの新たな観測手段と連携することで、宇宙を包括的に理解する機運が高まって

いる。本計画の２つ目の目的は、マルチメッセンジャー天文学を強力に推進すること

である。マルチメッセンジャー天体からの電磁波放射を捉え、現象の多様性や一般性

を理解することで、ブラックホール極限時空の誕生とその進化を解明することを目指

す。これらの科学目標を達成するためには、Ｘ線による突発現象の発見から、光・近赤

外線観測による高赤方偏移天体や重力波源・ニュートリノ源の高精度な位置同定を迅

速に行う必要がある。本計画では史上最高の感度で GRB を発見するための広視野 X 線

撮像検出器と、５色同時測光観測が可能な口径 30cmの近赤外線望遠鏡の２つのミッシ

ョン機器を搭載する。GRB発生から１時間以内に候補天体の特性を選別し、その情報を

含めたアラートに基づいて、GRB残光の明るいうちに（約 1.5時間以内）大型望遠鏡で

分光観測を実施する。 

 

【赤外線位置天文・精密測光観測衛星 JASMINE】 

JASMINEの Science goalsは「我々が住む天の川銀河の形成と進化の探究とともに、

生命居住可能領域に存在する地球に似た系外惑星の探究を行う」ことである。その実

現のために Science objectivesとして、SO1：【銀河系中心核構造の探究】恒星の距離

と運動を測定することにより、銀河系形成の鍵を握る銀河系中心核構造を探究するこ

とと、SO2：【地球型系外惑星の探査】将来の生命探査に有望な恒星に対し、生命居住可

能領域に存在し、大気観測を行うことのできる可能性がある地球型惑星の候補を探査

することを掲げることとした。その手段として、広視野・高安定な近赤外線宇宙望遠鏡

を開発し、それによる撮像観測にて、銀河系中心核領域の位置天文観測と、中期 M 型

星周りの系外惑星探査を行う。そしてアウトプットとして、「銀河系中心核領域の方向

において観測した恒星の天球面上の位置変動の時系列データから導出される恒星の年

周視差、固有運動といった物理情報の位置天文データカタログ」と「中期 M 型星の測

光観測による時系列測光データ」を作成し公開する。その後、関連コミュニティと連携

して解析研究を促進することで、Science goals & objectivesの実現を図る。 

 

【紫外線宇宙望遠鏡計画 LAPYUTA】 

宇宙での⽣命⽣存可能環境と構造と物質の起源の理解を⽬指し、４課題の達成を⽬
的とする。課題１は、⽊星の氷衛星の地下海環境と地球型惑星の⼤気進化に焦点を当

てる。氷衛星の⽔噴出と⼤気の連続観測を初めて行い、地下海環境の理解につなげ

る。⽕星と⾦星では⼤気から宇宙へ輸送される水や温室効果ガスの全球観測から、⼤
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気が散逸する条件を明らかにし、⼤気進化の理解につなげる。課題２では、系外惑星

の外圏⼤気の広がりを捉え、太陽系の知⾒を拡張して惑星⼤気の特徴づけを行う。系

外惑星⼤気に影響を与える恒星活動の解明を⽬指す。課題３は宇宙の構造形成史の中

で残された問題の１つである、銀河の形成過程の理解である。銀河の構造に Lyαハ

ローが普遍的に含まれているかどうかを調べ、その物理的起源が理論で予⾔されてい

る星形成を引き起こす低温のガス降着か、それとも衛星銀河や銀河周辺の HIガスか

を明らかにする。課題４では、物質進化における未解明課題である重元素合成の解明

を⽬指す。中性⼦星合体による重元素合成の全体像を把握し、重元素の起源を理解す

る。超新星爆発からの最初のシグナルを観測し、⼤質量星進化の最終段階を理解する

ことにつなげる。これらを実現する⼿段として、地球周回軌道の紫外線宇宙望遠鏡を

JAXA宇宙科学研究所の公募型⼩型計画に提案し、2023年に６号機候補に選定されて

いる。 

 

【NASAによる遠赤外線冷却望遠鏡 PRIMAへの参加】 

PRIMA<18>は口径 1.8m の冷却赤外線宇宙望遠鏡であり、2032 年の打ち上げの実現に

より 10年以上ぶりにスペースからの遠赤外線観測が可能となる。従来の赤外線望遠鏡

よりも圧倒的に高い感度を活かし、惑星形成の初期状態の解明、銀河における多階層

的進化プロセス、ダストと重元素の生成の解明を主な科学目標とする。PRIMA<18>は偏

光観測も可能な撮像観測装置と分光観測装置を搭載し、それぞれ24-261μm(偏光は80-

261μm のみ)と 24-235μm の波長域を連続的にカバーしている。いずれの装置でも大

視野サーベイを得意とし、無バイアスに多数の天体やスペクトル線を広い領域や波長

帯で検出することで、統計的かつ多角的に天体の物理化学状態を調査できる。特に、遠

方宇宙にある典型的な銀河を初めて遠赤外線で分光観測し、赤方偏移 2-3 の宇宙最盛

期から現在までの星形成、巨大ブラックホール、星間物質の性質と進化の解明を目指

す。また、遠赤外線領域に多数含まれる水や HDのスペクトルを用いて星・惑星形成過

程を明らかにする。PRIMAへの参画は、あかり衛星や SPICA等を通じてこれまで国内で

培った赤外線天文学に関わる知見の蓄積を活かし、次世代へ受け継ぎながらも発展で

きる最大の機会である。日本の PI サイエンスへの参加は技術貢献を通じて行われ、

JAXA 美笹深宇宙探査用地上局によるデータ受信支援、熱シールドの提供、冷却光学系

を含むペイロード試験・評価への貢献による貢献が現在検討されている。 

 

【すばる望遠鏡の次世代赤外線観測装置 ULTIMATE-Subaru】 

ULTIMATE-Subaru プロジェクトは、すばる望遠鏡に地上大型望遠鏡として最大視野

(直径 20 分角)かつ高解像度(K バンド帯の標準的な大気条件で FWHM〜0.2 秒角)の補償

光学システム(GLAO)と近赤外線撮像装置(WFI)を搭載し、すばるの近赤外線での広視野

探査能力を大幅に向上する計画である。2022 年度からスタートした「すばる２」計画

では、2020 年代後半以降のすばるの明夜を担う基幹装置として、文科省大規模学術フ

ロンティア促進事業「大型光学赤外線望遠鏡による国際共同研究の推進」の支援を受
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けている。すばる望遠鏡は、その最大の特長である可視光広視野カメラにより、稀な明

るい遠方天体や、突発天体、巨大な銀河団・大規模構造の研究において世界をリードし

てきた。今後、より初期の宇宙で銀河・銀河団の形成最初期を捉えるには、近赤外線で

の広視野・高感度な観測が必須である。ULTIMATE では多彩な狭帯域・中間帯域フィル

ター群を搭載し、宇宙望遠鏡とは相補的な近赤外広域撮像サーベイにより初期宇宙を

見渡して、宇宙大規模構造と銀河の形成史を解明する。また遠方銀河分野に限らず、近

赤外線の広視野・高解像度観測を必要とするあらゆる研究分野において強力なツール

となるものである。 

 

④ 当該分野以外の計画との関係 

ロードマップ 2025 では最優先に掲げる TMT<21>、GREX-PLUS<5>、HWO<7>のコア波長

域である可視光・近赤外線以外の波長をカバーする HiZ-GUNDAM<6>（X 線+近赤外）、

LAPYUTA<12>（紫外線）、PRIMA<18>（遠赤外線）を重要な関連計画として位置付けてい

る。 

HiZ-GUNDAM<6>は X 線（0.5–10keV）による GRB 検出と 1–2µm の近赤外測定により、

初期宇宙の高赤方偏移天体を迅速に発見し、TMT やすばる望遠鏡にターゲットを供給

する役割を担う。これは光赤外線側からは決して得られない「宇宙初期への入口」を提

供し、多波長での宇宙再電離史の解明に直結する。 

LAPYUTA<12>は紫外線域を観測し、若い星形成領域・高温プラズマ・銀河ハローの物

理状態を捉える。紫外線は光赤外線では検出困難な高励起ガスに敏感であり、TMT<21>

や GREX-PLUS<5>が追う銀河進化・星形成研究を補完する。 

PRIMA<18>は 24–261µm の遠赤外線をカバーし、H₂O・HD・PAH などの重要分子線を多

数検出する。これは GREX-PLUS<5>（10–18µm）より長波長側を担当し、両者を合わせる

ことで原始惑星系円盤における水とダストの赤外線領域で完全スペクトルを得られる。

また、PRIMA<18>は銀河の重元素・ダスト進化を明らかにし、TMT の高分散分光と統合

することで銀河進化の総合モデルを構築できる。 

以上のように、HiZ-GUNDAM<6>・LAPYUTA<12>・PRIMA<18>は光赤外線を含む波長を横

断した観測を実施することで、GOPIRA の中核計画（TMT<21>、ULTIMATE-Subaru、

JASMINE<10>、GREX-PLUS<5>）が追求する科学目標を強力に補完する。GOPIRAはこれら

を光赤外線天文学の観測的研究成果を最大化するための必須パートナーと位置付け、

多波長連携を通じて日本独自の総合的観測体制を形成する。 
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(3) 宇宙線分野の計画 

①  コミュニティでの議論の経緯 

 宇宙線研究者会議(CRC)では、長期計画の策定に向けて宇宙線研究に関わる将来計画

について、 CRC実行委員会からの諮問を受けた CRC将来計画検討小委員会が中心とな

り、定期的なタウンミーティング等で議論および検討を行ってきた。2025 年には、３

月 10日、11日にタウンミーティングを開催するとともに、６月から９月にかけて計７

回のオンラインセミナーシリーズを実施し、分野の俯瞰及び理論的な検討を進めてき

た。これらの活動および 2025 年に行われた未来の学術振興構想の改訂提案を踏まえ、

2025年度内完成を目指して CRCロードマップの改訂を進めている。さらに、2025年の

未来の学術振興構想の改訂に関連した天文学・宇宙物理学分野における将来計画の検

討のために、2025 年 12 月 13 日にタウンミーティングをオンラインで開催した。一連

の議論、2025年 12 月 13日のタウンミーティングおよび拡大 CRC 実行委員会の議論を

踏まえ、以下の通り推薦を行う。 

 

②   最優先する長期計画  

 CRCでは、新規計画としてカムランド２および IceCube-Gen2<8>の２件、ならびに現

行計画として KAGRA<11>、CTA<3>、Hyper-Kの３件を、最優先すべき研究計画として推

薦する。新規計画のうち、カムランド２は国際的な競争相手もアップグレードを予定

しており、可及的速やかな計画実現が不可欠である。同様に IceCube-Gen2<8>も米国で

の予算獲得のプロセスが進行中であり、日本でもそれに合わせて予算を獲得する必要

がある。以上を踏まえ、CRCではカムランド２と IceCube-Gen2<8>を同率１位で推薦す

る。カムランド２は宇宙線分野と素粒子実験分野の横断的な計画であることから、天

文学・宇宙物理学分科会のみならず、より広い範囲を対象とした部会での検討も期待

する。 

 なお、現行計画の３件については既に計画が進行しており、今回の推薦順位の検討

対象とはしなかった。しかしながら、現行計画のビジョンに基づいた今後の拡張や性

能向上は宇宙線分野の進展に不可欠であり、引き続き最優先するべき基幹計画として

推薦する。また、B-DECIGO<2>はコンパクト連星や中間質量ブラックホール連星からの

重力波の観測を、XLZD<22>は暗黒物質の正体解明を、Mega ALPACA<15>は銀河系内の宇

宙線加速天体とその加速限界を、GCOS<4>は最高エネルギー宇宙線の起源天体の解明を

目的とする計画であり、これらを宇宙線分野における最重要課題の解明を目指す基幹

計画として推薦する。 

 

③  当該分野の他の長期計画の紹介と相互関係  

 【CRC ロードマップ】 CRCでは、長期計画の策定に向けて宇宙線研究に関わる将来

計画のロードマップ改訂作業を進めている。CRC が取り扱う分野を物理的な観点から

カテゴリーに大別し、2020 年代から 2040 年代までの物理的なマイルストーンをまと

めている。また、個々の計画についても、その進展に応じたタイムラインを整理しつつ
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ある。以下に、大別した分野ごとの計画概要を示す。 

【宇宙線】 宇宙線直接測定では、国際宇宙ステーションでの CALET実験が安定的にデ

ータ取得を継続しているほかに、GAPSによる反粒子高精度直接測定が計画されている。

超高エネルギー宇宙線では Auger/TA での観測によって到来方向分布が一様ではない

ことを示す証拠が集まり始めている。地上実験では Auger/TAを中心とした国際共同実

験 GCOS<4>が、宇宙からの観測では POEMMAが構想されており、起源天体同定を目指す。 

【ガンマ線】 稼働を開始した CTA<3>は、20GeV から 100TeV にわたる高感度観測によ

って銀河系内外の宇宙線加速や暗黒物質探査で世界をリードし、TibetASγが開拓した

sub-PeV 観測を ALPACA が南半球で実現する。新たなエネルギーフロンティアである

MeV・PeV 領域でそれぞれ GRAMS・SMILE-3・AMEGO-X と Mega ALPACA<15>が提案されて

いる。MeV 領域の観測は天体における原子核種組成の解明に新たな窓を開くものであ

り、気球観測による新技術の実証を進めつつ、将来的な人工衛星化を目指す。一方、

PeV 領域では既存技術の大面積化により、銀河系内における粒子加速限界の解明を目

指す。 

【ニュートリノ・ダークマター】 ニュートリノ天文学を主導してきた IceCube実験は

後継実験 IceCube-Gen2<8>でマルチメッセンジャー天文学の重要な一角を担う。スー

パーカミオカンデ(SK)にガドリニウムを添加した SK-Gd 実験は本格稼働段階に入り、

超新星背景ニュートリノの初観測を目指している。2020 年代後半にはハイパーカミオ

カンデが稼働し、ニュートリノ実験、陽子崩壊実験を先導する。カムランドはカムラン

ド 2 実験へと発展してニュートリノ観測・ニュートリノを伴わない二重ベータ崩壊の

世界最高感度での探索を目指す。暗黒物質探索実験としては、XENONnT 実験による探

索、その後二重ベータ崩壊、ニュートリノ観測をともなった観測を XLZD<22>で進める。

さらに方向感度を有する NEWAGE/CYGNUSによって暗黒物質の正体解明を目指す。  

【重力波】 最優先計画である KAGRA<11>（10–1000 Hz 帯）および B-DECIGO<2>（0.1–

10 Hz帯）に加え、超大質量ブラックホール連星合体などからの重力波を狙う宇宙望遠

鏡 LISA（mHz帯）が提案されている。LISAは ESAの Cosmic Vision Program に選定さ

れ、現在 Phase-B 期の開発を進めつつ、2035 年頃の打ち上げを目指している。日本チ

ームは LISA との技術的な協力関係を通じて、B-DECIGO<2>での重力波観測を目指す。

この他、米国、欧州それぞれで第３世代超大型地上望遠鏡計画も提案されており、日本

からの寄与が期待されている。 

 

④   他の分野コミュニティの推薦計画との関係 

 ここで提案されている計画は、狭義の宇宙線分野にとどまるものではなく、ほぼす

べての計画が分野横断的・学際的なものになっていると言える。加速器を用いた素粒

子実験として CERN研究所で行われる FASER実験では、宇宙線の生成について重要な情

報となるニュートリノを使ったハドロン相互作用測定を行う。非加速器による素粒子

実験を兼ねているものとして、カムランド２、ハイパーカミオカンデ、XLZD<22>が挙げ

られ、ニュートリノを伴わない二重ベータ崩壊、陽子崩壊、ニュートリノ振動、暗黒物
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質、アクシオン探査など幅広い研究テーマと関わっている。ガンマ線観測を担う CTA<3>

や Mega ALPACA<15>、超高エネルギー宇宙線を観測する POEMMAは、全天から暗黒物質

崩壊起源のシグナルを探査することが期待され、さらにローレンツ不変性の破れに対

する知見も得られる。本格的なマルチメッセンジャー天文学の時代に突入した今、ガ

ンマ線（CTA<3>、Mega ALPACA<15>）、ニュートリノ（ハイパーカミオカンデ、カムラン

ド 2、IceCube-Gen2<8>、XLZD<22>）、重力波（KAGRA<11>、B-DECIGO<2>）による観測は、

電波・可視光・X 線観測と連携し、今後の天文学を強力に牽引することが期待される。

GCOS<4>や POEMMA は最高エネルギー宇宙線の到来頻度や組成の異方性を検出し、電磁

波源カタログとの相関解析によりその線源の特定を狙う。こうした多角的な視点を持

った研究は、高エネルギー天体現象に限らず、宇宙の星形成史、太陽物理などの研究に

も大きなインパクトを与えるポテンシャルを有している。 
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(4) 高エネルギー天文学分野の計画 

①  コミュニティでの議論の経緯 

高エネルギー宇宙物理連絡会（以下、高宇連とする）では将来計画検討委員会を 2013

年から常設とし、２-３年間隔で「日本が関与する飛翔体を用いた高エネルギー天体物

理学のロードマップ検討まとめ」を発行し、高宇連が関与するミッションについてロ

ードマップを制定している。ミッションごとに目的や科学目標が違うので、それらを

「コミュニティの総力を挙げて、参加・実現すべき計画」と、「高宇連と他の分野が連

携し、サイエンスを絞り込んで目的を特化した計画」にカテゴリー分けしてきた。マス

タープラン 2023 のときより、第 25 期分科会から各コミュニティに対して、関連大型

ミッションを優先順位付けて推薦することが求められた。これを受けて高宇連では「高

宇連マスタープラン 2023タスクフォース（以下、TFという）」を 2021年４月に立ち上

げ、コミュニティの意見を取りまとめ、高エネルギー天文分野の最優先する長期計画

として、同率１位 Athena と FORCE、３位で HiZ-GUNDAM<6>を推薦する。PhoENiX<17> 

は大型研究計画として推薦した。 

  

今回、「未来の学術振興構想（2023 年版）」[5]の改訂に向けて、分科会独自に天文学・

宇宙物理学を俯瞰した観点で分野全体の発展に資する将来計画をまとめるにあたり、

高宇連としてのアップデートを議論した。2023 年以降、高宇連関係では大きな変化が

起き、ロードマップは過渡期にある。 

  

「コミュニティの総力を挙げて、参加・実現すべき計画」では、まず XRISM衛星が 2023

年に打ち上げられ、優れた科学成果が多数得られている。低エネルギー側の性能が当

初予定に達しないものの衛星は順調に観測を続けており、公募観測もAO2が進行中で、

2025 年 12 月に AO3 が発出されるなど順調に観測を継続している。一方で将来計画に

ついては大規模な再編の中にある。宇宙科学研究所での議論の中で、広帯域 X 線サー

ベイを特徴とする FORCE ワーキンググループ(WG)が 2023 年に解散し、発展形の

JEDI/Chronosが検討された。さらに大幅な再検討が必要となり WGが 2025年３月に解

散し、現在リサーチグループ(RG)として次世代のミッション検討を進めている。XRISM

の系譜に繋がる X線精密分光サイエンスでも、ESAを中心とする国際ミッション Athena

がコスト超過に伴い大きな変更がなされ、2023年 11月に NewAthena として 2037年打

ち上げを目指して再出発している。この中で日本の大規模なハードウェア貢献は一旦

除外されたことから今回の大型計画としては提出していない。これらの２つのサイエ

ンスの重要性は変わらず、高宇連内では米国 MIDEX への参加も含めた再立ち上げの議

論がなされている。ただし米国 2026年度予算の混乱をうけて 2025年 12月段階ではま

だ米国側スケジュールすら未確定なため、具体的な計画案を提示できない。今後急ピ

ッチに検討を進めることとなる。 

  

「高宇連と他の分野が連携し、サイエンスを絞り込んで目的を特化した計画」では、
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HiZ-GUNDAM 計画<6>と PhoENiX 計画<17>が健在であり（詳しくは後述）、前者の方が計

画がやや進んでいる状況にある。 

   

②   優先すべき計画 

学術振興構想の改訂版に向けては、「コミュニティの総力を挙げて、参加・実現すべ

き計画」からは検討中であることから、「高宇連と他の分野が連携し、サイエンスを絞

り込んで目的を特化した計画」として、高エネルギー天文分野の最優先する長期計画

として、第１位 HiZ-GUNDAM<6>、第２位 PhoENiX<17>を推薦する。 

【HiZ-GUNDAM】 

ガンマ線バースト（GRB）に代表される突発天体現象を観測することで、初期宇宙と

極限時空の探査を革新的に開拓することを目的とした JAXA の公募型小型衛星計画で

ある。現在、ダウンセレクションに向けた活動が進められている。光学・赤外線天文学

分野との連携プロジェクトである。 

【PhoENiX】 

磁気リコネクションに伴う粒子加速の理解を科学目的とした、JAXA の公募型小型衛

星計画である。磁気リコネクションが引き起こす太陽フレアを主たる観測対象とし、

粒子加速場所の特定、加速の時間発展の調査、加速の特徴の把握を目指す。太陽物理

学分野との連携プロジェクトである。 

  

HiZ-GUNDAM<6>と PhoENiX <17>は、それぞれ高宇連と他の分野が連携し、サイエンス

を絞り込んで目的を特化した計画で、同じ土俵で比較することは困難である。両者の

順位については、HiZ-GUNDAM<6>の方が公募型小型衛星の選定段階として先行している

こと、高宇連の関与がより大きいことから、上位で推すこととした。 

  

③   当該分野の計画全体像と相互関係 

今回、学術振興構想へ向けて推薦する２計画は、いずれも「目的特化型」のものであ

るが、高宇連として「コミュニティの総力を挙げて、参加・実現すべき計画」の検討も

している。日本は「X線スペクトルから得るサイエンス」をその主軸としてきた。これ

を受けて現在、(1) XRISMが体現している精密 X線分光のサイエンスと、(2)「ひとみ」

から XRISM に至る経緯で実現しなかった広帯域 X 線観測のサイエンスという、２つの

柱で検討を進めている。 

(1)の精密 X 線分光については、XRISM のサイエンスの最大化を進めるとともに、将

来計画として海外協力も含めて議論を進めている。ESA 主導の NewAthena の検討に継

続して参加するのと合わせて、NASAの次期 MIDEX公募へ提案を予定している EXCEEDの

検討に参画しつつ、国内でのミッション検討も進めている。 

 

(2)の広帯域 X線観測については、近未来では NASAの SMEX計画である MeV全天観測

衛星 COSI が 2027 年打ち上げ予定で、日本からも複数のメンバーが開発に参画してい
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る。また、硬 X線望遠鏡を軸とするミッションである MIDEX提案予定の HEROIXや、ESA 

M8候補の PHEMTO (現在 Phase 2進出)にも参画し、国内でのミッション検討も進めて

いる。 

 

「目的特化型」の２つのミッションも、この流れに大きく関係する。HiZ-GUNDAM<6>

は GRB観測の点で COSIとともに次世代の広視野の広帯域観測を担うものである。突発

天体サイエンスには X線での追観測も重要である。HiZ-GUNDAM<6>を含むマルチメッセ

ンジャー天文台のアラートを受けた XRISM や将来衛星の連携の検討も進めている。

PhoENiX<17>もまた磁気リコネクションの物理や、恒星フレアのサイエンスと密接に関

わり、精密分光および広帯域観測の双方と深く関わるミッションである。 

  

④   当該分野以外の計画との関係 

XRISM衛星の観測成果は、ブラックホールからの大規模な高速風、超新星爆発の異方

性の確認とその速度の決定、マイナーな重元素の観測、銀河団プラズマの乱流の小さ

さや AGN との相互作用の定量化など、天文学全体に関わる成果を出している。これは

JWST、すばる、GREX-PLUS<5>などの可視・赤外、ALMA や LST<14>などの THz 天文台、

SKA<19>やそのプリカーサ、ngVLA<16>などの GHz 電波に加え、国内可視光望遠鏡と組

み合わせた長期変動追跡観測でしか得られないサイエンスも多く、他波長とシナジー

が高い。広帯域観測でもダストやガスに覆われた天体やその物理解釈では、上記の可

視・赤外、THz電波や GHz電波観測と協働が必須であり、磁場増幅や粒子加速と宇宙線

生成に至るサイエンスでは GHz電波や Fermi GeV衛星、CTA<3>や ALPACA、LHAASO な

どの TeV 観測、IceCube-Gen2<8> などの高エネルギーニュートリノ観測との連携が欠

かせない。ハビタブル惑星研究でも恒星フレアによる大気消失が鍵の１つであり、X線

観測の貢献が欠かせない。また、SK との連携による重力崩壊型超新星爆発の早期追跡

観測もその物理解明の鍵を握り、VeraRubin など可視光で発見される超新星爆発の中

のあるグループは X 線残光に多くのサイエンスがあり、X 線追観測のサイエンスは

XRISMから始めて次世代衛星へと繋いでゆく。 

  

HiZ-GUNDAM<6>は突発天体を発見するミッションであり、他波長へのトリガーを供給

し、LIGO2や KAGRA<11>などの重力波天文台や SK/HKなどあらゆる時間領域天文学及び

マルチメッセンジャー天文学へ貢献できる。また、PhoENiX<17>は、恒星フレアのサイ

エンスに加え、磁気流体内での粒子加速の理解を通じて、宇宙天気予報を含む広い分

野に貢献する。 

 

シナジーはサイエンスだけではなく技術の面でも重要である。XRISM で培った衛星の

冷却技術は、LiteBIRD<13>や GREX-PLUS<5>へと引き継がれるキー技術であり、衛星搭

載の伸展式光学ベンチも世界的に実証した数少ない例である。硬 X 線観測を狙った多

層半導体検出器は軌道上の高エネルギー宇宙線観測でも使われ、国産の CdTe半導体イ
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メージャは地上のミューオン科学や原子核物理の計測で重要な役割を果たしつつある。

ガスイメージャの技術も偏光観測から MeV 観測、地上の放射線計測でも用いられ、ガ

ンマ線計測のためのシンチレータ技術は、中性子科学と繋がり、月面の水探査にも応

用されようとしている。このように高宇連のミッション開発に端を発する多様な衛星

搭載検出器技術は、高エネルギー光子・粒子計測の計測能力が高く、広い応用範囲を

持つことが特徴である。 

 

⑤  その他将来計画の推進に関して特筆すべき点 

「コミュニティの総力を挙げて、参加・実現すべき計画」の検討において、Athenaの

再検討、宇宙研での FORCE/JEDI 計画の再検討、そして NASA の宇宙科学計画のスケジ

ュール遅れなどがあり、高宇連の分野はいま大きな変革の時代にある。現時点で具体

的な提案が少ない状況となっているが、精力的な検討は続けており、３年後にはより

具体的な将来ミッションのビジョンを検討できる予定である。 
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(5) 太陽物理学分野の計画 

①  コミュニティでの議論の経緯 

これまで日本の太陽物理学コミュニティでは、太陽研連シンポジウムなどを通じて

我が国が重点的に狙うサイエンス課題、及びそのための将来観測計画を慎重に議論し

てきた。その結果、以下のような結論を得た。  

日本の太陽物理学コミュニティが今後 10年間、すなわち 2020年代後半から 2030年

代前半に重点的に狙うサイエンス課題は、(1) 彩層・コロナと太陽風の形成機構の究

明(彩層・コロナダイナミックス)、(2)太陽活動現象の発現機構の究明とその変動を予

測するための知見の獲得(宇宙天気・宇宙気候基礎物理)である。 これは、世界の動向

と、課題の喫緊性、技術的成熟度などを踏まえて、コミュニティ内での議論を繰り返し

てコンセンサスを得た目標である。このようなサイエンス課題の解決のために取る戦

略としては、(i) 最優先事項として SOLAR-Cミッション<20>を実現、(ii) このミッシ

ョンを支えるために、太陽・ 太陽圏研究領域における国内外機関との共同研究、特に

４m級大型地上太陽望遠鏡(ダニエル K. イノウエ望遠鏡；DKISTなど)を用いた共同観

測を推進、 (iii) 観測を支え、かつ新課題を切り開く理論シミュレーション研究を推

進し、天体高エネルギー物理学・地球惑星科学など関連分野との交流をしつつ、恒星物

理学との連携により他星系の宇宙天気・宇宙気候の理解に貢献する、を取る。 

SOLAR-C ミッション<20>実現後の 2030 年代後半から 2040 年代に実現すべき次世代

プロジェクトに関する科学計画立案・要素技術開発・実証観測実験も行われており、太

陽研連シンポジウム等にて次世代の大型計画について議論が開始されている。  

 

②  優先すべき計画  

【SOLAR-C】  

宇宙にいかに高温プラズマが作られ、太陽がいかにして地球や惑星に影響を及ぼし

ているのかという命題を探求するため、SOLAR-C 計画<20>は、太陽表面から太陽コロ

ナ・惑星間空間までのエネルギーと質量の輸送を理解し、宇宙プラズマ中で普遍的に

起きている基礎物理過程を検証する。太陽の磁気活動は、基本となる微細な構造間で

受け渡される磁気エネルギーを源泉とし、彩層やコロナという高温の大気を形成し、

太陽面の大規模爆発現象から惑星間空間を乱す擾乱を生み出すと考えられている。こ

れらの成因を理解するため、 基本となる磁気構造を広範な温度領域で追跡し、それら

の運動や相互作用を通して、磁気エネルギーの輸送過程や散逸過程を定量化すること

を目的としている。観測装置として極端紫外線域の高分散撮像分光器を用い、太陽を

長時間観測できる太陽同期極軌道から、太陽大気の彩層から太陽コロナに到る温度領

域を隙間なく観測する。太陽大気全体にわたり、プラズマのダイナミックな現象に追

随するため、観測装置は以前に飛翔したものに較べておよそ １桁以上の性能(空間・

時間分解能、波長範囲)向上を見込む。 

本計画の使命は、太陽物理学の最も基本的な問題、磁場とプラズマの相互作用が、ど

のようにして太陽活動を引き起こすかという問いに、最終的な答えを出すことにある。
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相互作用の最も重要な帰結として、太陽外層大気の加熱と、太陽フレア及びコロナ質

量放出(CME)といった爆発的エネルギー解放が挙げられる。したがって、本計画の科学

目的は (i) 太陽大気・太陽風を形成する基礎物理過程、(ii) 太陽大気の不安定化と

太陽フレア・プラズマ噴出を引き起こすエネルギー解放過程を解明することにある。

これには、彩層からコロナにわたる太陽大気の全温度層を同時に切れ目なく観測し、

かつ太陽大気の基本構造とその変化を高空間・時間分解能で追跡し、同時に太陽大気

で起きている基礎物理過程の分光情報を獲得する必要がある。そのため、以上三つの

ことを同時に実施する極端紫外線撮像分光望遠鏡 (EUVST) を JAXA 公募型小型衛星

SOLAR-C<20>に搭載する。  

EUVSTは、(A) 17-128nmの波長域を、(B) 空間分解能 0.4秒角、時間分解能 0.5秒 

(最短) でデータ取得し、(C) 2km/sの視線速度変化を検出することができる高性能分

光観測を行う。17-128nm の波長域は、彩層から遷移層・コロナ、そしてフレアで生成

される超高温プラズマまで広い温度帯(１万度から 2000 万度)を隙間なく分光観測で

きる輝線が存在する波長域である。コロナ観測における空間分解能 0.4 秒角は、今ま

で実現された分光観測に比べ約７倍(分解される面積では約 50倍)高く、太陽観測衛星

「ひので」が太陽表面(光球・彩層)の観測で実現した空間分解能とほぼ同じである。

この空間分解能により、表面上空に広がる外層大気に存在する基本的な磁気構造を初

めて識別できる。高い時間分解能は、従来の観測に比べ EUVST が 10-30 倍高い有効面

積を持つことで実現される。以上、従来の観測では実現できていない高い性能で、様々

な輝線のスペクトルを高分散分光計測して、太陽プラズマの視線速度や温度・密度な

どの物理診断を行う。 

本 SOLAR-C 計画<20>は、2024 年３月に JAXA においてプロジェクトチームが立ち上

げられ、2028 年度の衛星打ち上げに向けて開発が進んでいる。衛星開発が進む一方、

打ち上げ後の観測計画やデータ解析など科学運用を具体的に議論していく必要があり、

コミュニティとしてこれらの活動を支援していく。 

 

③ 当該分野の計画全体像と相互関係 

太陽観測衛星「ひので」は、太陽大気が無数の小さな磁気構造の集合体であり、それ

らが極めてダイナミックに変化していることを明らかにした。しかし、その中にはま

だ解像されないより小スケールの構造が存在することもわかった。ESA が NASA と共同

で運用している Solar Orbiter が水星の軌道半径の内側から、これまで観測できなか

った微細なジェット現象がコロナで頻発していることを示し、小スケールの構造が高

温で活動的な太陽外層大気の発現に重要である可能性をさらに示した。しかし、太陽

外層大気形成の本質的な部分はまだ謎に満ちている。この解明に不可欠な観測は、光

球からコロナの構造を空間・時間分解した精密な物理計測である。SOLAR-C衛星<20>は、

遷移層〜コロナの広い温度域にて高解像度分光撮像観測を行うことで、プラズマ温度・

密度・速度・組成など物理量の微細構造を明らかにすることで謎に挑む一方、NASA で

は４つの EUV 輝線の多スリット観測を行うことで、観測可能な温度域は狭いが広視野
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かつ高時間ケーデンスの分光撮像観測データを得る MUlti-slit Solar Explorer 

(MUSE)衛星計画が進んでいる。MUSE は企画段階から SOLAR-C<20>との共同観測が考え

られており、これらの衛星と光球・彩層の微細構造を分解できる DKIST が共同観測す

ることで、太陽外層大気形成について大きな成果が得られる。この共同観測では、惑星

間空間に繋がる太陽風の起源の理解も期待されており、太陽半径の約９倍の距離まで

接近している Parker Solar Orbiterや Solar Orbiter による太陽風のその場観測や、

日本の次世代太陽風観測装置で探る太陽風の大規模構造のデータとも合わせることで、

内部太陽圏と太陽のつながりも理解できる。 

前述の共同観測は、SOLAR-C計画<20>のもう１つの科学目標である、太陽大気の不安

定化と太陽フレア・プラズマ噴出を引き起こすエネルギー解放過程の解明にも大きな

寄与が期待できる。一方、太陽フレア・プラズマ噴出による地球近傍への影響の理解、

言い換えれば宇宙天気の観点では、太陽全面をカバーする広視野連続観測や高エネル

ギー粒子を観測できる電波・X線観測が必須である。米国では、広視野連続太陽観測を

実現する ngGONG計画と太陽電波干渉計観測の Frequency Agile Solar Radiotelescope 

(FASR)計画が、いずれも Solar & Space Scienceの Decadal Survey (2024-2033)にて

最優先計画に選出された。また X 線観測では PhoENiX 計画<17>が検討されており、そ

の実証観測実験の実施が想定され、エネルギー解放過程における粒子加速の理解も深

化する。日本の太陽物理コミュニティとしては、これらの観測計画の開発や観測に関

わることで有機的な連携を行い、科学的な成果だけでなく宇宙天気研究を通じた社会

貢献も SOLAR-C計画<20>により行う。 

 

④  当該分野以外の計画との関係 

SOLAR-C 計画<20>には太陽物理学の科学的優先度を反映した２つの側面がある。 １

つ目は、太陽で起きている多くの物理現象を、宇宙で起きている物理現象に敷衍する

ことができることである。太陽大気を構成する微細磁場構造を起因とする多様な太陽

活動現象は、宇宙に普遍的に見られる磁気プラズマのダイナミックスのいわば雛形で

ある。本計画では、天体プラズマで起きている物理現象を理解するために重要である

基礎物理過程の洞察や知見が得られ、天体物理学の幅広い分野へ応用することができ

る。２つ目は、太陽の磁場構造やそこで起きる大規模な活動が、太陽系空間や地球磁気

圏を介して地球周辺の宇宙空間環境(宇宙天気)を支配している点である。先進的な人

工衛星や測位技術(GPS)など宇宙に基盤をおく先進的な技術への依存度が増え続けて

いる現在、この宇宙空間環境の変動が直接、我々の日常生活にも結び付いている。本計

画は、地球環境、社会環境に直接影響を及ぼし得る、太陽からの大規模噴出や太陽風の

起源と動力学に関する知見を大きく発展させるものである。太陽面における大規模な

爆発現象やそれに伴う噴出物などが地球に到達した場合、地球周辺の宇宙環境を乱す

ことになるため、これらの突発現象の発生を物理的により確度をもって予測できるよ

うになると、社会インフラへ与える影響についても軽減することができ、次世代太陽

風観測計画を包含した地球惑星科学分野の推薦計画である太陽地球系結合過程の研究
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基盤形成計画との連携が期待される。さらに、宇宙プラズマの基礎物理及び太陽の地

球環境への影響の理解は、35 億年前に地球に生命が誕生した際の太陽地球環境の理解

に発展させることができる。本計画はどのようにして地球に生命が誕生したかの理解

にも繋がる。また、本衛星計画における開発によって獲得される解像度の高い宇宙望

遠鏡の技術や、衛星を指向方向に高精度に安定化する技術などについては、科学衛星

のみならず、我が国の地球観測衛星の解像度向上、官需実用衛星等の高度化にも貢献

することが見込まれる。  
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＜用語集＞ 
以下の用語については本文中最初に記載された際に[※]を付記した。 

 
Auger (Pierre Auger Project):アルゼンチンの草原地帯に国際協力で建設された超高エネ

ルギー宇宙線観測装置群 

Bモード偏光: 原始重力波が宇宙マイクロ波背景放射の偏光度分布に刻印する渦状のパター

ン（原始 Bモード） 

CLASP:真空紫外線の偏光分光観測により、彩層磁場測定を行う国際太陽観測ロケット実験 

DES (Dark Energy Survey):セロトロロ天文台の４m望遠鏡を用いた可視光広域撮像サーベ

イ 

DESI (Dark Energy Spectroscopic Instrument)：キットピーク天文台の４m望遠鏡を用い

た可視光広域分光サーベイ 

DECIGO 計画:宇宙空間に配置したレーザー干渉計で重力波を観測し、宇宙誕生や暗黒エネル

ギーの謎に迫る計画 

DIB (Diffuse Interstellar Bands):広く天体のスペクトルに見られる星間物質による吸収

バンド。紫外線、可視光、赤外線の波長帯で約 500のバンドが確認されている 

ESA (European Space Agency):欧州宇宙機関 

ESFRI (European Strategy Forum on Research Infrastructures):欧州各国の研究担当高

官によって組織されるフォーラム。10年から 20年のスケールで欧州の国際研究基盤

（新規および大規模なアップグレード）のロードマップを策定し、これらの施設の実

現を促進している 

GONG (Global Oscillation Network Group):世界各地の同種の望遠鏡６台からなるネット

ワークで、連続的に太陽振動の観測を行う 

G 型星 (G-type Star):表面温度が 5300-6000 K程度で、太陽とほぼ同じ質量を持つ恒星 

Hi-C ロケット実験:極端紫外線での超高空間分解能(0.1 秒角)撮像観測を行う、米国の太陽

観測ロケット実験 

Hyper-K（ハイパーカミオカンデ）: 岐阜県飛騨市神岡町に建設中の世界最大級のニュート

リノ観測施設。宇宙や物質の謎の解明を目指す 

IceCube 実験:南極の氷の中に設置された高エネルギー宇宙ニュートリノ望遠鏡。2006 年か

ら一部の運転を開始し、2010年に完成。１km3の検出体積を持つ。2013年に太陽系外

からの初めての高エネルギーニュートリノ事象の検出を報告した 

IRAM 30ｍ望遠鏡 (Institut de Radioastronomie Millimétrique):IRAM（フランス、ドイ

ツ、スペイン国際ミリ波電波天文学研究所）が運用する口径 30ｍのミリ波望遠鏡。ス

ペインのピコベレタにある 

IRIS (Interface Region Imaging Spectrograph)ミッション:NASAが 2013年に打ち上げた

太陽観測衛星。太陽光球とコロナの間にある彩層および遷移層を紫外線で観測する 

IRIS (Infrared Imaging Spectrograph):TMTに搭載予定の近赤外線撮像分光器 
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ΛCDMモデル (Lambda Cold Dark Matter Model):ダークエネルギーと冷たいダークマター

を含む加速膨張する宇宙モデル。現時点で、さまざまな観測事実と最も整合性が良い 

LIGO (Laser Interferometer Gravitational-wave Observatory):米国のレーザー干渉型重

力波検出器。ルイジアナ州のリビングストンとワシントン州のハンフォードの 2箇所

(距離約 3000 km)に設置されている 

MODHIS (Multi-Objective Diffraction-limited High-Resolution Infrared 

Spectrograph):TMTに搭載予定の近赤外線高分散分光器 

M 型星 (M-type Star):表面温度が 2600-3800 K程度の低温で、質量が太陽の 0.1－0.6倍程

度の恒星 

NOEMA (NOrthern Extended Millimeter Array):ミリ波電波天文学研究所(IRAM)が運用して

いる開口合成型のミリ波干渉計 

Pan-STARRS (Panoramic Survey Telescope and Rapid Response System):ハワイのハレア

カラ天文台に口径 1.8 mの望遠鏡を４台設置し、全天をサーベイ観測して移動天体や

突発天体を検出する計画 

Parker Solar Probe:NASAが 2018年に打ち上げた太陽観測衛星。外部コロナの直接観測を

行う予定 

PeVatron:陽子や原子核を PeV（1015eV）を超えるエネルギーまで加速する天体の呼称。粒子

エネルギーの単位「PeV」と加速器の名称の接尾辞「-tron」からつくられた造語 

POLARBEAR実験:南米アタカマで実施中の宇宙マイクロ波背景放射 Bモード偏光観測実験 

r-process(r 過程):速い(rapid)中性子捕獲とそれに続くベータ崩壊により、鉄属より重い

中性子過剰元素を形成する過程 

S8:宇宙の密度ゆらぎの大きさ(σ8)と、宇宙の全エネルギーに占める物質エネルギーの割合

(Ωm)から求められるパラメータ。宇宙モデルを制限する主要なパラメータの１つ 

SCIP:SUNRISE-3 国際気球太陽観測実験にて、日本が提供した近赤外線偏光分光装置 

SDO 衛星 (Solar Dynamics Observatory):NASAが 2010年に打ち上げた太陽観測衛星 

Simons Observatory:POLARBEAR の後継となる宇宙マイクロ波背景放射 B モード偏光観測実

験 

SOHO衛星 (Solar and Heliospheric Observatory):ESAが 1995年に打ち上げた太陽観測衛

星 

Solar Orbiter:ESAが 2020年に打ち上げた太陽観測衛星。太陽の極地方を観測する 

TA (Telescope Array):アメリカ合衆国ユタ州にある超高エネルギー宇宙線検出装置群 

Virgo:欧州６カ国共同によるレーザー干渉型重力波検出器。イタリアのピサにある 

VLA (Very Large Array):アメリカ国立電波天文台(NRAO)が運用している大型開口合成電波

干渉計 

WIMP (Weakly Interacting Massive Particle): 暗黒物質の有力候補とされる、質量を持

ち、通常の物質との相互作用が弱い未知の素粒子 

XRISM衛星 (X-Ray Imaging and Spectroscopy Mission):2023年に JAXAが打ち上げた X線

天文衛星。「ひとみ」の代替機 
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Yebes 40ｍ望遠鏡:スペイン国立地理研究所が運用している口径 40ｍの電波望遠鏡。スペイ

ンのイエベスにある 

アインシュタイン望遠鏡（ET）:欧州で計画されている第三世代のレーザー干渉計重力波検

出器で、地下に設置したり低温鏡を採用したりするなど KAGRAで初めて採用した新技

術を採用した計画となっている 

アリエル衛星（Ariel）: 欧州宇宙機関（ESA）が 2031 年に打ち上げを予定している系外惑

星観測専用の赤外線宇宙望遠鏡。約 1000 個の系外惑星大気を赤外線分光法により網

羅的に調査し、惑星の多様性とその形成史・進化史の解明を目指している。日本も主

要パートナー国として光学素子開発や科学研究を通して計画推進に参画している 

アルマ２(ALMA2): 日米欧共同で南米チリのアタカマ高地に設置したアルマ望遠鏡の機能を

格段に向上させ、比類なき電波観測性能を国際学術コミュニティに供し、惑星の誕生

の現場そして生命素材を含む宇宙での物質の進化の解明に迫る計画。 

いて座 A* (Sgr A*):いて座方向の電波源（Sgr A）中に存在するコンパクトで比熱的な電波

源。天の川銀河系の中心核に存在する超大質量ブラックホール周囲の降着円盤と考え

られている 

イベント・ホライゾン・テレスコープ (EHT):多数のミリ波・サブミリ波望遠鏡による地球

規模の超長基線電波干渉計(VLBI)を構成して、ブラックホールのごく近傍、事象の地

平線(イベントホライズン)近くまでの画像を高い空間分解能で撮像し、ブラックホー

ルの物理の解明を目指す国際研究プロジェクト 

宇宙重力波望遠鏡 LISA: ３機の宇宙機を用いた宇宙空間のレーザー干渉計で、ブラックホ

ール合体などの重力波を観測する計画 

ガイア衛星 (Gaia Satellite):2013年に ESAが打ち上げた位置天文学測定専用の衛星。ヒ

ッパルコス衛星の後継機 

核融合反応とニュートリノ問題:1970年頃から行われた太陽ニュートリノ実験では、観測さ

れたニュートリノの強度が標準的な太陽モデルによる予測と比べて有意に小さく、こ

の現象は「太陽ニュートリノ問題」と呼ばれた。当初は、モデルで用いられている核

融合反応に問題がある可能性も指摘されていたが、その後の太陽ニュートリノ実験に

より、その原因がニュートリノ振動であることが明らかになった 

キロノバ (Kilonova):新星の約 1000倍の明るさに達する爆発現象。2017年に、NGC4993で

二重中性子星連星が合体してキロノバが発生したことが、重力波と全ての波長の電磁

波で観測された 

高速電波バースト (Fast Radio Burst; FRB):電波域(110MHzから８GHz)で観測され、継続

時間が数ミリ秒ないしそれ以下のパルス状電磁波。フラックスは約 10mJyから 100Jy

程度 

コスミック・エクスプローラー（CE）:米国で計画されている第三世代のレーザー干渉計重

力波検出器で、地上に設置し超長基線を取ることによって感度向上を果たそうとして

いる計画である 

ジェームズ・ウェッブ宇宙望遠鏡 (James Webb Space Telescope; JWST):NASA等による大
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型宇宙赤外線望遠鏡。ハッブル宇宙望遠鏡の後継機。2021年打ち上げ 

スーパーカミオカンデ:岐阜県飛騨市神岡町の地下 1,000mで稼働中の、５万トンの純水を用

いたニュートリノ観測施設。 主にニュートリノ振動の研究、超新星ニュートリノの

観測、および陽子崩壊の探索を行っている 

すばる高精度赤外線分光器 (Infrared Doppler: IRD):すばる望遠鏡に搭載されている太陽

系外惑星観測用の分光器 

すばる望遠鏡主焦点多天体分光器 (Prime Focus Spectrograph; PFS):すばる望遠鏡の主焦

点に搭載される多天体分光器 

すばる望遠鏡主焦点広視野カメラ (Hyper Suprime Cam; HSC):すばる望遠鏡の主焦点に搭

載される超広視野カメラ 

すばる望遠鏡 ULTIMATE:すばる望遠鏡で計画されている次世代補償光学系システム。地表層

ゆらぎを補正することで、既存の補償光学に比べて 100倍以上の視野にわたって星像

を改善する 

スペクトルエネルギー分布 (SED; Spectral Energy Distribution):スペクトルとほぼ同じ

意味であるが、広い波長（あるいは周波数やエネルギー）範囲に及ぶ電磁波の強度分

布をグラフで表現する場合に使われる 

セイファート銀河 (Seyfert Galaxy):1943年にセイファート（C. Seyfert）によって発見

された活動銀河核（超大質量ブラックホール）を持つ銀河。明るい核と、通常の銀河

とは異なるスペクトルを持つ。渦巻銀河であることが多い 

ダニエル K. イノウエ望遠鏡 (DKIST):米国国立太陽観測所(NSO)がハワイ州のハレアカラ

天文台に建設した口径４ｍの太陽望遠鏡。2021年完成 

ティーガーデン星 (Teegarden's star):3.8 pcの距離に存在する赤色矮星。光度は太陽の

約 0.07％ 

テス衛星 (Transiting Exoplanet Survey Satellite: TESS):トランジット法による太陽系

外惑星探索衛星。2018年に NASAが打ち上げ 

トラピスト 1 (TRAPPIST-1):12.4 pcの距離に位置する赤色矮星。周囲に７個の地球型惑星

が存在していることが知られている 

東アジア VLBI 観測網（EAVN）:日本の VLBI観測網である VERA/JVN、韓国の KVN、中国の CVN

が連携して観測を行う国際的な VLBI 観測網。近いうちにタイの NARIT の望遠鏡も参

加予定である 

ひので衛星:2006 年に JAXAが打ち上げた太陽観測衛星 

フェルミ衛星 (Fermi Gamma-ray Space Telescope):2008年に NASAが打ち上げたガンマ線

観測衛星 

ブレーザー (Blazar; Blazing Quasi-Stellar Object):活動銀河核（超大質量ブラックホ

ール）から放出される超高速ジェットを、ほぼ正面から観測したもの。広い波長帯で

非常に明るく、激しい時間変動を示す 

プロキシマ・ケンタウリ (Proxima Centauri):ケンタウルス座α星の三重連星系のうち最

も暗い恒星。恒星としては、太陽系から最も距離が近い（約 1.3 pc） 
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ベラ・C・ルービン天文台 (Vera C. Rubin Observatory; VRO; LSST):南米チリで 2025年

に観測を開始した米国の広視野望遠鏡 

ホーキングのブラックホール面積定理:ブラックホールの事象の地平線（表面）の総面積は、

どのような物理的過程を経ても決して減少しない、という一般相対論に基づいた定理 
マグネター (Magnetar):通常の若い中性子星の 100-1000倍程度の磁場強度を持ち、回転エ

ネルギーの損失率で説明できないほど明るい X線やガンマ線を放射する中性子星。磁

場をエネルギー源として光っているものと考えられる 

ユークリッド衛星 (Euclid Satellite):2023年に ESAが打ち上げた可視光・近赤外線観測

衛星計画。口径 1.2ｍ 

ローマン宇宙望遠鏡 (Nancy Grace Roman Space Telescope):2026年に NASAが打ち上げた

広視野赤外線望遠鏡衛星。口径 2.4 ｍ 
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＜参考資料１＞ 
 
全国共同利用を目的とする大学附置研究所（現在でいう「共同利用・共同研究拠点」）は、

1953 年に設立された東京大学宇宙線観測所（1976 年に宇宙線研究所に改組）および京都大

学基礎物理学研究所に始まる。これらは、大学と同質の学術研究を担う機関として位置付け

られ、大学に準じた自律性・自治が認められていた。 

そこでは「共同利用」の理念として、主に以下の点が掲げられていた。 

・ 特定の大学に設置されていても、全国の国公私立大学の教員等に対して、研究能力以外

の条件による差別なく開放されるべきであること。 

・ 研究者コミュニティによる自律的な運営を基盤とし、その枠組みを個別大学の自治から

全国規模の研究者による自治へと拡張すること。そのために、管理運営や共同研究の計

画策定に所外研究者が参画する仕組み（運営協議会等）を設けること。 

・ 「共同利用」を基盤とした共同研究を推進し、異なる大学に所属する研究者が集い知識

を交流することで、新たな学問の創出・発展を図ること。 

 

特定の大学に所属しない研究機関である「大学共同利用機関」は、1971年に設立された高

エネルギー物理学研究所を始まりとする。これは、同研究所が予算規模および人員の面で国

立大学の附置研究所の枠を超えるまでに大規模化し、大学から独立した新たな形態の学術研

究機関が必要とされたことによる。 

「大学共同利用機関」は当時の文部省所管の機関であり、1989年以前は「国立大学共同利

用機関」と称されていた。これに対し、それ以前から存在した文部省所轄研究所（緯度観測

所、統計数理研究所、国立遺伝学研究所など）は、主として政策目的に基づく研究を担う機

関であり、規模も比較的限定的であった。また、大学のように研究者個人の自発的意思に基

づいて研究を推進し、広く研究者コミュニティに対して「共同利用」の場を提供することを

主目的とするものではなかった。なお、宇宙線観測所や基礎物理学研究所、ならびに大学共

同利用機関としての高エネルギー物理学研究所の設立においては、日本学術会議が重要な役

割を果たした。大学共同利用機関制度の設立経緯については、例えば以下の資料に詳しい。 

https://www.he.u-tokyo.ac.jp/content/files/94d04a17eb76d3d713adcbd8049e7bde.pdf 

 
 

 

 

 
 

  

https://www.he.u-tokyo.ac.jp/content/files/94d04a17eb76d3d713adcbd8049e7bde.pdf
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＜付録＞ 
左から２列目の「2023-No」は未来の学術振興構想（2023 年版）[5]での番号を表す。 

 

 

  

略称 2023-No 学術構想名
総経費
（億円）

学術構想の概要 目的と実施内容 実施機関・実施体制 所要経費 実施計画・スケジュール

南極
(ATT)

166

南極12m
テラヘル
ツ望遠鏡
計画

94.3

国立極地研究所が活動拠点とする南極内陸部高原地帯の新ドームふじ基地に12mテラヘルツ望遠鏡を建
設し、サブミリ波～テラヘルツ波による天文観測を行う。特に、いまだ未開拓のテラヘルツ帯を切り開
いていく。望遠鏡は、リッチークレチアン方式を採用し、超広視野（＞1°）を実現する。観測装置と
しては、連続波観測（300 GHz、400 GHz、500 GHz、650 GHz、850 GHz）用の超広視野MKID
（Microwave Kinetic Inductance Detector）カメラを搭載し、小口径の人工衛星搭載望遠鏡では達成
できないconfusion limitsで南天全域掃天観測を行うことで、かつてない高感度かつ広域のサーベイ観
測を行い、光度L～10^12 Lsunならば最も星形成が活発であった時代（Cosmic noon）の前後をカバー
できる赤方偏移z=5～7まで、～10^13Lsunならばz>10の銀河を検出することができる。また、テラヘ
ルツまでの観測でダスト熱放射のピークも含んだスペクトルを得ることで、現代天文学の大きな未解明
問題である遠方宇宙における銀河とAGN（巨大ブラックホール）の形成・進化史を明らかにする。さ
らに、南天全域掃天観測によって、現在大きな問題となっているハッブル定数などの宇宙論パラメータ
の決定に有用な重力レンズ天体が多数検出されると期待される。また、200 GHz～2 THz分光観測用ヘ
テロダイン受信機も搭載し、テラヘルツ帯での輝線観測によるダストに覆われた銀河の星間媒質とその
時間進化の研究も行う。共同利用も実施し、国内外の研究者に公開する。計画は筑波大学を中心とする
大学連合で実施し、国立天文台および国立極地研究所などとも連携する。大学が主体となって推進する
ことで、国内の若手研究者の育成、我が国の大学の研究力、国際的な競争力の強化につなげていく。

南極内陸部の観測条件の良さを活かして、サブミリ～テラヘルツ帯における観測を行う。特に、いまだ
未開拓のテラヘルツ帯での観測を行う。そのために12mのテラヘルツ望遠鏡を標高～3800 mの新ドーム
ふじ基地に建設する。望遠鏡は、リッチークレチアン方式を採用し、電波望遠鏡では先例がない1.2°以
上という広視野を実現することができる。望遠鏡の仕様として以下が要求される。
・2 THzまで観測するために鏡面精度は15μm以下。
・最高周波数の2 THzでは ～3”という高分解能が得られるため追尾精度は0.5”以下。
・南極では使用できる電力も限られるため、消費電力は35 kVA以下。
・霜対策として、主鏡面を裏からヒーターで外気温より数℃高く維持する。
・高床式台の上に建設し、不等沈下対策として水平調整機構をもつ。
搭載する観測装置として、連続波観測用に300 GHz、400 GHz、500 GHz、650GHz、850 GHz帯（超多
ビーム）、1～2THz（多ビーム）、超広視野（＞ 1.2°）MKIDカメラを開発する。1.2°の視野を19個
のモジュールに分割する。0.5 THz～ 2 THzについては、ターゲット観測用に多周波同時MKID受信機を
開発する。ヘテロダイン受信機は、大気の窓に合わせて275 GHz～2 THzを開発する。2偏波、2サイド
バンドの観測を可能にする。また、100ビーム程度のマルチビーム受信機を目指す。
南極で最も観測条件のよい冬に観測を行うために、新ドームふじ基地に越冬基地を建設し、天文観測の
拠点としていく。現地には2名程度の天文関係者が常駐するが、観測はリモートで日本から行う。

南極12mテラヘルツ望遠鏡の建設・運用は、筑波大学を中心とした大学連合を軸とした南極天文コンソーシアム（関西学院大
学、北海道大学、電気通信大学、埼玉大学、公立小松大学、福島高専、JAXA、新潟工科大学、国立天文台、情報通信研究機構
など）が実施する。観測装置（ヘテロダイン受信機、広帯域分光計、MKIDカメラなど）の開発は、参加大学が分担して行う
ことで、若手研究者の育成・大学の研究力の強化を図る。現在南極天文コンソーシアムに参加していない大学でも本構想に参
加を希望する場合は積極的に受け入れる。キーサイエンスの実施も南極天文コンソーシアムを中心に行う。望遠鏡時間の一部
は共同利用として国内外の研究者へ公開予定であるが、その運用については筑波大学宇宙史研究センターが共同利用・共同研
究拠点となり中心となって実施する予定である。南極新ドームふじ基地の建設、輸送、などは、南極内陸部での経験が豊富な
国立極地研究所と協力して実施する。
本構想の実施体制には天文学に限らず多岐にわたる分野の技術者・研究者の参加が期待される。極寒の南極内陸部の雪面上に
12mのアンテナを建設するために、国立極地研のサポートをはじめ、建設業者やアンテナメーカーの技術者の貢献が不可欠で
ある。観測装置の開発にはテラヘルツ関係の工学系研究者の参加が期待される。また、本構想では国内の多くの大学に参加の
機会が与えられ、大学院生を含む若手研究者や技術系職員の参加が期待される。

望遠鏡の建設費は、以下の通りである。
・12mテラヘルツ望遠鏡（高床式台、アンテナ、梱包、組立）：21.9億円
・観測装置（超広視野MKIDカメラ、ヘテロダイン受信機、分光計など）：6億円
12mテラヘルツ望遠鏡を建設するためには、南極ドームふじに越冬が可能な新ドームふじ基
地を建設・運営する必要がある。新ドームふじ基地建設及び運営費（10年間）は、以下の通
りである。
・建設費（そり・雪上車、アンテナ組立用クレーン、基地モジュールなどが含まれる）：
26.4億円
・基地運営費（車両・基地燃料代、輸送費、人件費、食料代、人件費などが含まれる）：3.5
億円/年×10年
・望遠鏡の修理・メンテナンスのための経費：0.5億円/年×10年（電気代は基地運用費に含
まれる）

2026-2027年度：12mアンテナ、高床式台の詳細設計・製造を行う。
2028年度：南極新ドームふじ基地の建設のための物資の南極への輸送を開始する。12mテラヘルツ望遠鏡を筑波大学に仮組する。
2029-2030年度：筑波大学において12mテラヘルツ望遠鏡の性能評価を行う。
2031年度：南極新ドームふじ基地の建設を開始する。12mテラヘルツ望遠鏡の南極への輸送を開始する。
2032年度：12mテラヘルツ望遠鏡の建設を開始する。
2033年度：新ドームふじ基地における越冬を開始する。12mテラヘルツ望遠鏡の建設を完了し、観測を開始する。

B-
DECIGO

184

宇宙重力
波望遠鏡
B-
DECIGO

500
(国内
負担
分)

宇宙重力波望遠鏡B-DECIGOは、宇宙機3機の編隊飛行によって構成されたレーザー干渉計型である．
このB-DECIGOを2040年代に打ち上げ，同時期に稼働していると想定される次世代地上重力波望遠鏡
CE, ETや，宇宙重力波望遠鏡LISAとの同時観測を実施する．特に，連星合体の時刻と方向を事前予告
し，その瞬間を他の電磁波望遠鏡などで観測するという，天文学におけるブレークスルーとなりえる観
測の中心的な役割を担う．さらに，初期宇宙からの重力波観測を目指す将来計画DECIGOのための前哨
ミッションの役割も持ち，観測技術の実証や前景重力波の観測と評価を行う．ブラックホールや中性子
星に関連した高エネルギー天体物理学や原子核物理学，一般相対性理論や重力法則についての基礎物理
学，宇宙の誕生・進化を解き明かす宇宙論など，自然界に対する人類の知の範囲を大きく拡大させる計
画である．特に「宇宙のはじまりを直接観測する」という人類の夢の1つの実現に向けた大きな一歩と
なる．
B-DECIGOを構成する宇宙機は，お互いに100km離れた正三角形状に配置される．それぞれの宇宙機
内には，慣性基準となる鏡が非接触で保持されており，それらの間の距離変動をレーザー干渉計で精密
に測定することで到来する重力波をとらえる．宇宙空間では長い基線長がとれること，地面振動などが
無いことから，地上の重力波望遠鏡では観測が困難な10Hz以下の周波数帯での観測が可能になる．加
えて，鏡間で光を直接反射させてファブリー・ペロー共振器を実現し，干渉計内に蓄える光量を増大さ
せる．これによって，光量子雑音で制限される感度限界を向上させている．太陽輻射圧変動などの外乱
に起因する宇宙機の擾乱の影響を避けるために，宇宙機の位置・姿勢は，慣性基準となる鏡を基準に制
御 (ドラッグフリー制御)され，精密な編隊飛行が実現される．

宇宙の誕生と進化，自然界を司る物理法則，物質と生命の起源を解き明かすという大きなビジョンの中
で，宇宙重力波望遠鏡B-DECIGOでは，大きく以下の3つの目的を持つ．(1) 重力波マルチメッセン
ジャー天文学の中心的な役割を果たす．連星中性子星を合体前から観測し，質量や方向・時刻などのパ
ラメータ推定する．その結果，地上重力波望遠鏡や電磁波望遠鏡による連星合体時の観測を実現する．
年間100イベントの観測を目標とし，宇宙における重元素の起源，中性子星の状態方程式と原子核物理
への知見，ガンマ線バーストなどの高エネルギー天体現象のメカニズム，連星合体を用いた基礎物理・
宇宙論的知見などの研究の中核をなす．(2) 銀河と銀河中心ブラックホール(BH)形成の謎を解き明か
す．銀河の進化において，中心の超巨大BHが重要な役割を果たしていることは知られている一方で，
それらがいかに大質量に成長したのかは謎となっている．B-DECIGOで太陽の100倍から10万倍程度の
質量をもつ中間質量ブラックホールの連星合体を宇宙全体に渡って，年間約10万イベントを観測するこ
とで，階層的な合体による超巨大BH形成シナリオに対して決定的な証拠を得る． (3) 将来のDECIGOへ
の観測的・技術的な先駆けとなる．DECIGOでは，原始重力波を直接観測し，宇宙誕生の謎に迫ること
を目的としている．そのための技術実証をB-DECIGOで行う．また，多数の準周期的な連星系からの重
力波が分離できないこと起因する前景重力波をB-DECIGOで直接観測し，その振幅やスペクトルの情報
を得る．また，一つずつパラメータ推定して除去するクリーニング手法を実証する．
観測データは地上に構築されたデータセンターに転送され，記録・解析の結果は随時，電磁波望遠鏡な
どに公開される．加えて，他の重力波望遠鏡との密なデータ共有も想定する．

本計画は，宇宙航空研究開発機構(JAXA)の戦略的中型ミッションを核として実現することを目指している．JAXA・宇宙科学
研究所および研究開発部門が実施機関としてミッションを取りまとめ，ミッション機器・サイエンスチームとして，東京大学
(レーザー干渉計)，名古屋大学(量子光学的手法)，法政大学(衛星擾乱抑圧)，電気通信大学(安定化レーザー光源)，国立天文台
(慣性センサ)，京都大学(サイエンス検討)などが協力体制を構築している． DECIGOグループには，理論研究者も含めて約100
名が参加している．ダイバーシティーについても十分に配慮しており，国籍・性別に関係のない実施体制を築いている．

B-DECIGOミッションの実現と観測運用のための所要経費としては，2020年度の見積もりと
して500億円を想定していた．この内訳は，今後10年間の根幹技術開発・地上実証試験経
費・人件費 60億円，実機製作・性能と機能の試験・人件費，および打ち上げ経費として 390
億円，その後の観測運用経費・人件費として5年間で50億円を想定している．これらは，衛星
メーカーによる衛星システム検討とコスト見積もりの結果をベースに，ミッション機器の経
費を積算することで見積もったものである．ただし，近年の国際情勢や物価の変化のため，
現時点での詳細な経費見積もりは困難になっている．一方，B-DECIGOが高い科学的意義を
もつことは国際的に認知されており，広く世界の叡智を結集できると見込んでいる．国内負
担分は上記の金額を想定し，国際協力によって実現させる．

B-DECIGOは，2040年代に打ち上げ，5年間の観測運用を行うことを目指す．ミッション公募への提案後，4年間で具体的なミッショ
ン検討および，根幹技術開発を行う．ミッション要求を各サブシステム要求へとブレークダウンし実現手法の検討を進めるととも
に，ミッション全体の成立性の検討，詳細なコスト評価と開発計画を定める．プロジェクトを開始後，4年間で基本設計および詳細
設計を進める．その後，4年間で実機の製作を進め，打ち上げ，観測を開始する.
それまでの期間には，ミッション検討と技術開発を進める．レーザー干渉計の構成や光学系・電気系・制御系，安定化レーザー光
源，慣性基準センサ・鏡，衛星擾乱抑圧のためのスラスタ・ドラッグフリー制御，複数器でのフォーメーションフライトのための初
期捕捉・制御アルゴリズムといったサブシステムの開発と地上実証，および，衛星システム検討を実施する．また，工学系研究者が
中心となって進めているフォーメーションフライト技術実証衛星SILVIA計画に参画し，2030年代はじめに，レーザー干渉計および
フォーメーションフライト技術の宇宙実証を行う．その開発の過程や結果から得られた知見をB-DECIGOの設計・開発計画にフィー
ドバックする．また並行して，データセンターの立ち上げの準備を進める．サイエンス検討と運用計画の立案，データ転送・記録設
備を整える．また，データ解析手法の構築とモックデータを用いた検証，連星合体のアラート発出の体制を整える．

CTA 160

CTA国際
宇宙ガン
マ線天文
台

102ま
たは
175

CTAは、宇宙からの超高エネルギーガンマ線を、従来よりも１桁高い感度と１桁広いエネルギー範囲
(20ギガから300テラ電子ボルト)で観測する、次世代の国際宇宙ガンマ線天文台である。現在よりも10
倍以上の数(数千個)の天体が観測可能となり、極限宇宙の姿を捉え、ブラックホール、宇宙線起源、
ダークマターなどの解明を目指す。さらに、CTAは、従来の電磁波(電波～ガンマ線)および宇宙線観測
装置に加え、新たに開いた窓である重力波や広帯域化したニュートリノ観測装置とも連携し、近年急速
に進展しているマルチメッセンジャー天文学の重要な柱の一つとなる。さらに、ガンマ線観測を通し
て、光速度不変の原理などの基礎物理法則の高精度検証も行う。CTAでは、全天観測を可能とするため
に北半球と南半球に、3種の口径(23m, 12m, 4m)の望遠鏡が計73台設置される。CTA北サイト（スペイ
ン領カナリア諸島）は2016年から建設中で、大口径望遠鏡の初号機が稼働中である。一方、南サイト
(チリ)は2022年に建設を開始した。建設・運営機関の中心であるCTAコンソーシアムは、大型国際協力
で25か国1500名の研究者(大学院生含む)からなり、主要国は、ドイツ、イタリア、フランス、スペイ
ン、日本の５か国である。日本グループは、国際共同利用・共同研究拠点である東京大学宇宙線研究所
を中心とし、30機関127名の研究者・大学院生からなり、CTA天文台の中で低エネルギー側を観測し最
も遠くの宇宙を見通せる大口径望遠鏡の計画全体運営、分割鏡およびカメラの開発・量産・運用、さら
には、高エネルギー側を観測する小口径望遠鏡のカメラの開発において、中心的役割を担っている。天
文台の運営開始後は、CTAコンソーシアムのみならず、世界の全ての研究者に開かれた初めての地上ガ
ンマ線天文台となり、全望遠鏡設置後20年間以上の運営を予定している。

宇宙ガンマ線天文台CTAは、ブラックホール、宇宙線の起源、ダークマターなど宇宙の進化に関わる根
源的な謎を解明することを目的とする。CTAは、全天観測を可能とするために、北半球(スペイン領カ
ナリア諸島ラパルマ島)と南半球(チリ・アタカマ砂漠)の両方に、海抜約2千メートルの高地に望遠鏡を
設置する。超高エネルギーガンマ線の観測では、地球大気が検出器となり、宇宙ガンマ線が高度１万
メートル上空で大気と衝突した際に発生する2次粒子が放つ光(大気チェレンコフ光)を地上望遠鏡で捉え
る。CTAでは、従来よりも１桁高い感度と１桁広いエネルギー範囲(20ギガから300テラ電子ボルト)で
観測するために、３種類の口径の望遠鏡を建設する。低エネルギー帯観測の23m口径望遠鏡を南北サイ
ト合わせて8台設置し、中間エネルギー帯の12m口径望遠鏡23台、高エネルギー帯の4m口径望遠鏡42
台、計73台の望遠鏡を配置する。望遠鏡視野は最大で10度、角度分解能は2分角(従来の2倍)に達する。
現在、CTAコンソーシアムが望遠鏡建設の中心であり、大型国際共同で25か国 約1500名からなる。主
要国は、ドイツ、イタリア、フランス、スペイン、日本の５か国である。日本グループは、東京大学宇
宙線研究所を中心とし、30機関127名が参加している。2025年に欧州EUの法人格を持つ国際研究機構
(通称ERIC)としてCTA天文台が発足し、運営機関となっている。望遠鏡の運用は、CTA天文台職員に
よって行われ、観測データ(10 GB/s)は、ドイツにあるCTA施設にネットワークで送られ、装置較正・
圧縮処理した後に、解析プログラムとともに、観測提案した研究者に先に提供される。観測提案は、
CTAコンソーシアム外部からも受付け、一定期間経過後はアーカイブデータとして一般公開され、世界
の全ての研究者に開かれた初めての地上ガンマ線天文台となる。

CTAコンソーシアムが実施(建設)機関の中心であり、大型国際共同25か国、約150研究機関、約1500名の研究者からなる。主
要国は、イタリア(26%)、ドイツ(24%)、フランス(15%)、スペイン(12%)、日本(11%)の5か国である[()内は経費負担割合]。
2025年に欧州連合(EU)全体の法人格を持つ研究基盤機構(略称ERIC)としてのCTA天文台が発足し運営機関となっている。日本
グループは、国際共同利用・共同研究拠点である東京大学宇宙線研究所を中心とし、30機関127名の研究者・大学院生からな
る。現在稼働中の高エネルギーガンマ線観測実験への日本からの参加者37名に加え、宇宙現象を多角的に捉える上で重要とな
る電波やX線など他波長の実験研究者の参入、宇宙・素粒子物理学の理論研究者の大幅な増員があり、約3倍に増えた。日本グ
ループの参加機関と役割は、以下の通りである。
[東京大学:44名] 大口径望遠鏡の建設・運用の全体調整。分割鏡の製造・設置。カメラ読出し回路と光センサーの製造・設
置。解析ソフトウエアとシミュレーションの開発。観測データ解析(以下aと表記)。観測データの理論解釈、理論研究者からの
観測提案(以下bと表記)。他波長観測データを用いた、CTA観測データの考察(以下cと表記)。
[名古屋大:12] a, c, 小口径望遠鏡用光センサー・回路開発 [広島大:9] a, c [甲南大:5] a [千葉大:4, 茨城大:2, 九州大:1] a, b, c,
光学系開発 [東海大:6, 京都大:4, 神奈川大:1] a, b [山形大:3] a、カメラ回路開発 [青山学院大:4, 理化学研究所:4, 大阪大:3, 東北
大:3, 都立大:2, 国立天文台:1, 横浜国大:1] b [埼玉大:3] c, 光センサー開発 [KEK:1] カメラ回路開発 [立教大:3, 仙台高専:2, 山梨
学院大:2, 宇宙研:1, 北里大:1, 岐阜大:1, 熊本大:1,宮崎大:1, 早稲田大:1] b, c [徳島大:1] 光センサー開発。
実施体制におけるダイバーシティは、(1)日本グループは、30機関から、大学院生(2割を占める)、若手研究者、シニア研究者
の幅広い年齢層で構成、(2)複数に分けられた作業グループのグループ長は、若手研究者を積極的に採用した構成である。

CTA天文台は大口径望遠鏡8台、中口径望遠鏡23台、小口径望遠鏡42台から構成され、望遠
鏡建設およびインフラ経費および人件費が必要となる。建設費401 MEuro(1ユーロ160円とし
て642億円)、運営費 26 MEuro/年(42億円/年)と推定されている。
日本の貢献は[建設費56億円]、[運営費4.6億円/年×10年間＝46億円]の計102億円を計画して
いる。ただし、下記内訳の通り、北サイトの先行運用と南サイトの20年間運営で、日本の貢
献は、運営費計119億円となり、建設費56億円と合わせて、計175億円を計画している。
日本分担分総経費：175億円(南半球サイト完成から20年後まで運用)
準備期間 2008-2015年（開発研究）：4億円（措置済み）
北半球サイト建設期間 2016-2026年(大口径望遠鏡4基建設）：24億円（措置済み）
南半球サイト建設期間 2022-2030年(大口径望遠鏡4基建設、小口径望遠鏡カメラ製作)：28億
円
観測運用（北半球）： 2018-2049年：73億円（うち12億円措置済み）
観測運用（南半球）： 2030-2049年：46億円

CTA天文台の建設はCTA北サイト(スペイン)が先行し2016年に開始され、低エネルギー帯を観測するCTA大口径望遠鏡は、日本グ
ループが中心的役割を果たしており、その初号機は、2018年に完成し2020年から科学観測を続けている。CTA天文台は、2025年に
欧州連合(EU)法人格を持ったばかりのため、初号機の運用は、現在はCTA天文台職員ではなく、日本を含め、初号機を建設した国々
の研究者が行っている。初号機に続く大口径望遠鏡2号機から4号機の建設は2022年に開始された。2025年9月現在、日本グループが
製作した分割鏡は、大口径望遠鏡2～4号機への取付けが完了し、一方、カメラは4号機への取り付けが完了し、2026年前半に、2～3
号機への取り付けを予定している。大口径望遠鏡2号機から4号機を2026年後半に完成させ、稼働中の初号機と合わせて、大口径望遠
鏡4基アレイによる科学観測運用を2026年に開始し、20年間以上にわたり運用を続ける予定である。中間エネルギー帯を観測する中
口径望遠鏡は、外国グループが担当し、現在試作機が稼働中であり、CTA北サイトでの9台の建設が2027年から始まり2030年に完成
予定である。これにより大口径望遠鏡と中口径望遠鏡を合わせたCTA天文台北サイトが完成となる。一方、CTA南サイト(チリ)は、
欧州南天天文台が管轄する、海抜2千メールのアタカマ砂漠に建設され、2022年から道路や電力などのインフラ整備を開始してお
り、2026年から、大口径望遠鏡４台、中口径望遠鏡14台および高エネルギー側を観測する小口径望遠鏡42台の現地建設が始まり、
2030年に全数完成予定である。観測運用は、全数完成を待たずに、各望遠鏡の完成毎に開始される。2030年から、南・北両方のサイ
トを統合したCTA天文台による科学観測が行われ、20年間以上運用される予定である。
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宇宙空間に存在する放射線は「宇宙線」と呼ばれ、これまでの観測で10の20乗電子ボルトを超える
「極高エネルギー宇宙線」の存在が明らかになった。この極高エネルギー宇宙線は、その極めて高い運
動エネルギーのために宇宙磁場で曲げられにくく、その到来方向は起源方向に集中することが期待され
る。そのため、宇宙線の起源・加速機構や宇宙での極高エネルギー物理現象を明らかにするための次世
代の天文学『極高エネルギー宇宙線天文学』として注目されている。これまで、南北半球それぞれで世
界最高感度を誇るテレスコープアレイ実験とピエールオージェ観測所で15年以上の定常観測が続いて
いるが、10の20乗電子ボルト以上の宇宙線はわずか約60事象しかなく、起源について決定的な証拠は
見つかっていない。本研究戦略では、宇宙線の起源・加速機構の解明をめざし、極高エネルギー宇宙線
への感度を一桁以上向上させる次世代の宇宙線国際共同観測実験 (Global Cosmic Ray Observatory,
GCOS) を建設する。GCOSはこれまで“TA2”と呼ばれていた計画に相当し、テレスコープアレイ実験
とピエールオージェ観測所の枠組みを越えて新たに組織された計画である。GCOSでは、黎明期から発
展段階に入った極高エネルギー宇宙線天文学を飛躍的に成長させ、極限宇宙の新しい姿を明らかにする
ための新たな天文学手法を完成させる。宇宙線の起源が特定できれば、電波・赤外線・可視光・紫外
線・X線・ガンマ線の多波長観測、そしてニュートリノ・重力波を加えたマルチメッセンジャー天文学
により、極高エネルギーへの加速機構や極限宇宙物理現象を詳らかにする。さらには、起源天体と地球
までの宇宙線の伝搬過程から宇宙磁場の構造・強度を検証でき、また加速器未到達エネルギーでの新物
理探査など、近隣分野との相乗効果による新たな研究領域の創生も期待される。

【目的】 本学術構想の目的は、宇宙空間で最も高いエネルギーを持つ極高エネルギー宇宙線の起源およ
び加速機構を解明し、極限宇宙物理現象を明らかにすることである。宇宙磁場で曲げられにくい極高エ
ネルギー宇宙線を使って発生源を特定する次世代天文学を開拓し、宇宙を観る新たな“眼”としての「極
高エネルギー宇宙線天文学」を飛躍的に成長させる。さらに、宇宙線起源が特定できれば、電波・赤外
線・可視光・紫外線・X線・ガンマ線の多波長観測、近年話題の高エネルギーニュートリノ・重力波と
いったマルチメッセンジャー天文学を組み合わせることで、極限宇宙物理現象の理解に大きな変革をも
たらす。
【実施内容】 宇宙線の起源・加速機構の解明に向けて、現状の極高エネルギー宇宙線への感度を一桁以
上向上させる次世代の国際共同観測実験（Global Cosmic Ray Observatory, GCOS）を建設し、本格始
動を実現する。GCOSは、南北半球それぞれで宇宙線へ最高感度を実現しているテレスコープアレイ実
験とピエールオージェ観測所の研究者たちが協力し、60,000平方キロメートルという巨大な有効検出面
積を有する宇宙線検出器を建設する計画である。GCOSの定常観測が実現すれば、10の20乗電子ボルト
を超える極高エネルギー宇宙線の年間観測事象数が一桁以上増え、わずか1年で現在の統計量に追いつ
き、2年目に倍増できる。さらにGCOSでは、宇宙線のイベントごとの粒子種識別能力を現在以上に向
上させることで、宇宙磁場で曲げられにくい軽い原子核のみを抽出した到来方向異方性解析や、宇宙線
が多く到来する方向の質量組成を測定する。そして、10年を越える定常観測によって宇宙線起源・加速
機構の決定的証拠を掴み、多波長・多粒子観測といったマルチメッセンジャー天文学と協働すること
で、極限宇宙物理現象を解明する。

【実施機関と実施体制】 GCOS全体の創始メンバーの共同研究者の13名は、日本、アメリカ、ドイツ、オランダ、スペイン、
イタリア、ベルギーの研究機関からの研究者という、ダイバーシティーに富んだ国際共同研究組織になっている。創始メン
バーの13名は、男性10名と女性3名となっており、まだ女性の比率が低いため今後もジェンダーバランスを意識した実施体制
の構築を進めていく。現在のテレスコープアレイ実験の研究代表者らが所属している東京大学宇宙線研究所とユタ大学、ピ
エールオージェ観測所の研究代表者らが所属するカールスルーエ工科大学とトリノ大学も参加しており、今後も研究組織の拡
大が予想され、最終的には総勢500名程度が見込まれる。宇宙線検出器案として提唱されている大気蛍光望遠鏡の開発は日本
が牽引しており、地表粒子検出器は日本、ベルギー、ドイツ、オランダと協力しながら検討を進めている。
日本国内での現時点での参加機関は、大阪公立大学、東京大学、神奈川大学、信州大学、大阪電気通信大学、金沢大学、九州
大学、東北大学、名古屋大学、中部大学、京都大学、千葉大学と12機関にわたる。日本国内では、2023年9月にGCOS-Japan
コンソーシアムを結成し、5名のタスクリーダーにより国内での連携強化が進んでいる。現在のGCOS-Japanコンソーシアム
の参加者は34名である。それぞれのタスクおよびタスクリーダーは、地表粒子検出器では東京大学宇宙線研究所の木戸英治
氏、大気蛍光望遠鏡では大阪電気通信大学の多米田裕一郎氏、起源・加速・伝搬の理論では東京大学理学系研究科の大平豊
氏、ハドロン相互作用では名古屋大学ISEEの毛受弘彰氏、アウトリーチ・教員では金沢大学の一方井祐子氏が担当している。
素粒子物理学、地球物理学、他業界への応用など、今後もタスクリーダーを追加しながら幅広い分野との連携体制を構築して
いく。
【人材育成（若手育成）】 GCOSの検出器開発では、試作機製作と宇宙線観測を実施しながら検出器案の最適化を進めてい
く。開発事項や検討項目の多さからも大学院生が即戦力となって、検出器の重要な開発項目を担当することになる。大学院生
のうちから装置の主要部分の開発に携わり、国際共同研究の中で研鑽を積む機会を増やすことで、若手研究者の育成および今
後のキャリアパスにつなげ、次世代の研究者の育成に貢献していく。

所要経費は、暫定案による宇宙線検出器の製作および設置費用に200億円を計上した。設備維
持費および人件費などを合算した運営費としては年間5億円を想定しており、10年間で50億
円を計上した。本施設計画は、極高エネルギー宇宙線観測における国際共同実験であり、日
本が中心機関のひとつとなることが想定されていることからも国内負担分は100億円を計上し
た。

【1～2年目：検出器デザインと実験サイトの決定】 現在よりも一桁以上大きい極高エネルギー宇宙線への感度を実現するための検出
器案への決定と、量産体制へ向けた準備を進める。粒子種の識別能力が高く、広い面積を安価でカバーする検出器を製作し、試作機
による宇宙線の試験観測とシミュレーションによる比較を通じて、検出器の最適化を進める。そして、検出器の最終デザインの決定
と、今後の量産体制を見据えた製造・試験システムを構築する。同時に、各研究機関が担当する開発項目、役割分担を進めていき、
より堅固な国際共同研究グループを組織していく。また、検出器を設置する観測サイトの調査および検討を進
め、検出器デザインと達成できる物理成果とともにまとめて公表する。
【3～7年目：検出器の設置開始、初期解析】 その後の5年間で、検出器の量産と設置を進めていく。設置後は、検出器の較正データ
の取得や初期データ解析、日々のモニターシステムの構築を進め、定常観測へ向けた準備を進める。並行して、測定データの解析手
法を開発し、シミュレーションから期待される結果との比較を通じて解析を高精度化し、物理解析結果の早期公表を目指して準備す
る。
【8～10年目：定常観測、物理解析結果の公表】 すべての検出器の建設完了後、3年間定常観測を実施する。1年目の測定データを用
いて、これまでに報告されている宇宙線の観測結果が再現するかを検証する。その後の2年の観測で、極高エネルギー宇宙線観測に
おいて世界最高感度を達成し、得られた物理解析結果を学術論文として公表する。さらには、極高エネルギー宇宙線天文学を推進す
るため、20年という長期間の安定稼働に向けた準備を進めて
いく。
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銀河と惑星の起源の解明は天文学・宇宙物理学や地球惑星科学の究極目標の一つである。宇宙で最初の
銀河や地球のようなハビタブル惑星のなりたちは、その学術的価値に加え、国民の関心も極めて高い。
これらの研究は、すばる望遠鏡や「あかり」衛星などによる可視光赤外線天文学や、アルマ望遠鏡など
による電波天文学により発展してきた。今後、ビッグバンから3億年未満の宇宙で「初代銀河」を探査
するには波長2?8ミクロンの近中間赤外線観測が必要である。また、惑星形成現場の水蒸気と氷の境界
線「スノーライン」の調査には波長18ミクロンの中間赤外線観測が必要である。米国のジェームズ
ウェッブ宇宙望遠鏡がこれらの波長帯で革命的な成果を出し始めているが、それも万能ではない。明る
い「初代銀河」は数密度が極端に低く、ジェームズウェッブ宇宙望遠鏡の視野内で発見するのは難し
い。「スノーライン」の公転運動速度を分光的に計測し、その位置を特定するには、ジェームズウェッ
ブ宇宙望遠鏡の速度分解能は一桁足りない。そこで、近中間赤外線帯の超広視野撮像機能と中間赤外線
帯で波長分解能30,000 (速度分解能10キロメートル毎秒)という高分散分光機能を持つ、口径1メートル
の宇宙望遠鏡GREX-PLUSを日本主導で開発する。赤外線観測用検出器の冷却には、世界最高性能を誇
る国産の宇宙用機械式冷凍機技術を活用する。打ち上げは2030年代前半、観測運用は5年以上を目標と
する。世界の既存計画および将来計画に全くないユニークな観測機能のため、取得したデータは、
2030-2040年代を通じて、あるいはそれ以上の長きにわたり、世界中の天文学・宇宙物理学および地球
惑星科学の幅広いコミュニティに活用されるレガシーとなる。宇宙望遠鏡開発、データセンター構築、
科学研究を通じて、若手研究者・技術者の育成とジェンダーバランスやダイバーシティの改善にも取り
組む。

本学術研究構想の目的は、遠方宇宙の銀河の観測や銀河系内の惑星系形成領域の観測を通じて、銀河と
惑星の起源を理解し、138億年の宇宙史の中に銀河系、太陽系、地球を位置付けることである。さらに
星間有機分子の観測により宇宙の中の生命の起源に迫ることも目指している。
そのためには、波長2?8ミクロンの赤外線帯の超広視野深宇宙撮像観測と、波長10?18ミクロンの赤外線
帯で波長分解能30,000 (速度分解能10キロメートル毎秒)の高分散分光観測が必要となる。これらの波長
帯のほとんどは地球大気による吸収が激しいため、連続的な観測波長を確保し、高感度観測を実現する
にはスペースからの観測が必須となる。そこで主鏡口径1メートルの宇宙望遠鏡GREX-PLUSを開発す
る。この観測波長帯では望遠鏡自体の熱放射が主要なノイズ源となりうるため、放射冷却により望遠鏡
温度を50K以下に冷却する。観測装置は上記2種類の観測をそれぞれ実施する広視野カメラと高分散分光
器を搭載する。装置の光検出器部分は感度性能を引き出すためにさらに低温の40Kと7Kまでそれぞれ機
械式冷凍機で冷却する。H3ロケットで打ち上げ、熱設計の観点から太陽-地球系の重力平衡点の一つで
あるラグランジュ点2に投入する。
宇宙望遠鏡GREX-PLUSの開発に加え、地上施設としてデータセンターを設置し、取得した観測データ
の校正と一次処理を行ない、科学研究グループに提供する。科学研究グループは高度なデータ解析を実
施し、科学的成果を創出する。データセンターでは生データ、一次処理データに加え、最終的なスペク
トルや、天体カタログなど高レベル科学研究データも併せて保管し、データアーカイブと全世界への公
開を担う。

本学術研究構想の施設計画である宇宙望遠鏡GREX-PLUSは、宇宙航空研究開発機構(JAXA)宇宙科学研究所(ISAS)が戦略的に
進める中型計画の候補として検討されている。順調に検討が進めば、2027年度に宇宙科学研究所としてミッション選定を行な
い、その後の検討も進捗すれば最終的にJAXAが実施するプロジェクトとなる。
GREX-PLUSの検討に参加している研究者は、2025年9月2日時点で、赤外線宇宙望遠鏡「あかり」衛星や、すばる望遠鏡など
の開発に携わった研究者を含め、中核メンバーとして19名。また、科学検討を中心的に進めるメンバー39名、一般メンバー85
名、総勢124名である。メンバーの所属機関は、JAXA 23名、国立天文台20名、東京大学15名、早稲田大学9名、名古屋大学7
名、京都大学6名、大阪大学5名、東北大学3名、関西学院大学2名、愛媛大学2名、筑波大学2名、その他国内外の30大学等研究
機関に各1名となっている。幅広い大学研究機関から参加者が集まっていることが分かる。なお、女性研究者は中核メンバー
に1名、科学検討メンバーに4名、一般メンバーに8名である。将来的に、若手研究者や技術者の育成を通じて、ジェンダーバ
ランスやダイバーシティが整った人員構成を目指す。他に米国GREX-PLUSメンバーとして11名がいる。

宇宙望遠鏡GREX-PLUSの概念検討は現在進行中であり、経費の見積もりは不定性が大きい
が、現在のところ以下のような経費を見込んでいる。
望遠鏡：40億円
冷却システム：50億円
観測装置：30億円＋国際協力
衛星バス：120億円
組み立て調整・試験：10億円
運用：20億円
プログラム管理：6億円
小計：276億円
15%マージン：41億円
打ち上げ：78億円
合計：395億円

2024年7月 GREX-PLUSミッションコンセプト提案書提出
2024年10月 戦略的中型計画の候補に位置づけ
2027年 宇宙科学研究所としてミッション選定
2030年代後半 打ち上げ
運用期間5年(その後も可能な範囲で延長運用)
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科学衛星HiZ-GUNDAMは、突発天体現象の観測により時間領域天文学を強力に推進する計画であり、
２つの主要課題を掲げている。１つ目は、宇宙年齢が7.7億年よりも若い（赤方偏移がz>7の）初期宇
宙において最も明るい光源であるガンマ線バースト(GRB)の観測を通じて、星形成率の測定や初代星を
起源とするGRBの探査、宇宙再電離や重元素合成の歴史の解明など、初期宇宙観測のフロンティアを
目指すことである。２つ目は、重力波やニュートリノと同期した突発天体の観測により、ブラックホー
ルという極限時空環境における物理現象を探求し、マルチメッセンジャー天文学を強力に推進すること
である。これらにより、2020年代の天文・宇宙物理学全体の最重要テーマである「宇宙の物質と空間
の起源」を深く理解することが目的である。
本計画は超高感度の広視野Ｘ線撮像検出器で突発天体を発見した後、自律制御で衛星姿勢を変更し、同
時に搭載する口径30cmの近赤外線望遠鏡で5バンド同時の測光観測を行う。これにより、高赤方偏移
GRBの候補や重力波源・ニュートリノ源を迅速に同定し、地上の大型望遠鏡と連携して分光観測を行
うことで物理情報を獲得する。本提案では、これらの観測を実現するミッション機器を搭載した人工衛
星の開発と、イプシロンロケットによる打ち上げ、および衛星運用を実施する。
　本計画は、宇宙科学研究所の公募型小型衛星計画に対するプリプロジェクト候補として検討を進めて
いる計画の１つである。計画の実現時期は2030年頃を想定しており、この時期にＸ線と可視光・近赤
外線観測が融合したGRB観測衛星は世界的に見ても本計画が唯一である。現在のGRB観測はNASAの
Swift衛星によって支えられているが、既に18年以上が経過していることから、その運用が停止すると
GRBを利用した科学そのものが継続できなくなるため緊急性の高い課題である。

宇宙最初の天体形成から現在の姿に至るまでの宇宙進化を理解することは、天文学における究極の目標
のひとつと言える。特に初期宇宙において、宇宙再電離がいつ始まり、どのような時間スケールで宇宙
空間全体を電離してきたのかの歴史的変遷や、水素・ヘリウムばかりだった宇宙に様々な元素が誕生し
た化学進化を解明することは最重要テーマである。初期宇宙で最も明るい光源であるGRBを背景光とし
て利用することで、宇宙最初期の星形成や周辺環境の物理状態を観測的に理解することが、本計画の１
つめの目的である。
また、2017年に連星中性子星の衝突・合体に伴う重力波と、それに付随する短時間GRBに類似した電磁
波対応天体、そして中性子過剰な超重元素の放射性同位体を熱源とするキロノヴァ現象が観測された。
また、高エネルギーニュートリノ源として暗い活動銀河核が同定されている。本計画の２つめの目的
は、マルチメッセンジャー天文学を強力に推進することである。特に、重力波やニュートリノを発生し
た瞬間の電磁波放射を捉え、現象の多様性や一般性を理解することで、ブラックホール極限時空の誕生
とその進化を解明することを目指す。
これらの科学目標を達成するためには、Ｘ線による突発現象の発見から、可視光・近赤外線観測による
高赤方偏移天体や重力波源・ニュートリノ源の高精度な位置同定を迅速に行う必要がある。そこで、本
計画では史上最高の感度でGRBを発見するための広視野X線撮像検出器と、5色同時測光観測が可能な口
径30cmの近赤外線望遠鏡の２つのミッション機器を搭載する。GRB発生から1時間以内に候補天体の特
性を選別し、その情報を含めたアラートに基づいて、GRB残光の明るいうちに（約1.5時間以内）大型
望遠鏡で分光観測を実施する。
本提案はこれらのミッション機器を搭載した人工衛星の開発とイプシロンロケットによる打ち上げ、お
よび衛星運用を実施する。

本計画は、2012年4月に宇宙科学研究所・宇宙理学委員会の下に設置されたワーキンググループが主体となって実施するミッ
ションである。現在の国内グループは72名のPD以上の研究者で構成されおり、計画の主査は金沢大学が担当している。HiZ-
GUNDAM衛星に搭載する2種類のミッション機器の開発実施体制および責任機関は以下のようになっている。各機関のスタッ
フの下、研究室の学生等の協力を得て開発を行う。
(1) 広視野X線撮像検出器(32名)：金沢大（責任機関）、甲南大（副責任機関）、宇宙研、京都大、青山学院大、理研、山形
大、関西学院大、東北大、東京理科大学、など
(2) 近赤外線望遠鏡(13名)東京都市大（責任機関）、関西学院大（副責任機関）、千葉工業大学、宇宙研、広島大学、東北
大、九州工業大学、国立天文台、東京大、など
　また、理論検討や科学成果の創出、観測計画の立案などを行うサイエンス班を設定している。
(3) サイエンス班（27名）京都大学（責任機関）、宇宙線研、東北大、理研、北京大、東京大、青山学院大、京都大、高エネ
研、熊本大、国立天文台、プリンストン大、ペンシルバニア州立大、スタンフォード大、IPMU、ほか
ミッション機器開発を担当する(1)および(2)のグループは、これまでに様々な人工衛星計画に参加してきた実績のあるメン
バーがほとんどである。さらに、独自にロケット実験や気球実験を行ってきたメンバーも多く含まれている。衛星バスの開発
は小型科学衛星標準バス相当を利用することを前提とし、研究者側との綿密な調整の上で、衛星開発メーカーが担当する。
広視野Ｘ線撮像検出器の焦点面検出器担当、衛星運用計画担当は女性研究者が担当している。近赤外線望遠鏡の開発体制には
地上望遠鏡を主に利用してきたメンバーも含まれるが、衛星開発経験者との連携の下で本計画を実施している。将来のスペー
スプロジェクトを支える人材育成にも貢献できる。

衛星開発経費、地上システム構築費、運用経費（３年間）、打ち上げ経費等、全ての経費は
JAXA 宇宙科学研究所の公募型小型計画の予算にて実施する。

HiZ-GUNDAM衛星は、2018年1月に宇宙科学研究所の公募型小型衛星計画としてのミッションコンセプト提案が採択、2021年12月
にプリプロジェクト候補チームを発足させ、概念検討を実施してきた。公募型小型衛星5号機として最短でプロジェクトが実現する
場合の年次計画を示す。宇宙科学研究所におけるプロジェクト化（事項化）の時期により、その後の計画年度が変更になる。
2026年度：プリプロジェクト候補チームの活動、概念検討、号機選定
2027年度：ミッション定義審査
2028年度：プリプロジェクト化、概念設計、システム定義審査
2029年度：JAXAプロジェクト移行、詳細設計、エンジニアリングモデルの開発
2031年度：フライトモデルの製造開始
2034年度：イプシロンSロケットによる衛星打ち上げ、観測開始、科学成果の創出
2037年度：ノミナルのミッション期間終了（以後は継続運用を希望）
　本計画には、人工衛星・ロケット・気球実験の経験者に加え、これまでは主に地上望遠鏡を利用してきた研究者が多く含まれる。
飛翔体の開発経験者との共同開発の中で、将来のスペース天文学を担える人材育成の場となるようにしたいと考えている。博士研究
員等を雇用する場合は、常勤職へ就けるように支援するとともに、外部資金等で継続雇用できるように努める。
　また、本計画の検討内容、装置技術、開発経験、そして追観測体制は、欧州のTHESEUS計画および将来のGRB観測計画へも有用
である。本計画の中でTHESEUS計画に参画しているメンバーを通じて情報を共有する予定である。
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NASA 6m
紫外線可
視近赤外
線望遠鏡
Habitable
Worlds
Observato
ryへの参
加

総額
$11B
（FY2
020）
(日本
貢献分
合計：
255-
405億
円)

本計画は、NASAの将来の旗艦計画である超大型宇宙望遠鏡（現在、Habitable Worlds Observatoryと
呼ばれる。以下：HWO)に、日本が装置開発、科学検討の貢献を持って参加し、その主要科学目標、
１）太陽型星周りの系外惑星の大気において、生命居住環境及び生命の痕跡の探査、２）広範囲な一般
宇宙物理学研究、を遂行する。本計画は、口径6mの紫外線可視光近赤外線における超大型宇宙望遠鏡
である（NASA Decadal Survey 2020において検討されたLUVOIR-Bの8mとHabExの口径4mの中間口
径に対応する）。そのこれまでにない高空間分解能・高感度を生かして約２５個の地球型惑星の大気を
直接分光し成分を調べる。これにより、太陽系外の惑星（系外惑星）で、初めて生命居住環境及び生命
の痕跡を発見し、その頻度を見積もる。また、観測能力が飛躍的に向上し、あらゆる分野で革新的な研
究が期待される。
高感度、高空間分解能により、宇宙最初期の暗く小さな構造体まで検出可能で、さらに、紫外線分光能
力により銀河内の物質循環を探査可能であり、宇宙創生以来の銀河の構造形成史を解き明かす。また、
高空間分解能により太陽系天体を探査機で観測した様な画像が得られ、氷衛星での生命居住可能性の理
解を深められる。
本計画は、この究極のメガミッションHWOに日本独自の装置及び科学検討で貢献することで参加し、
そのサイエンスの最大化を図るとともに、世界レベルの研究、技術開発を担う人材育成を行う。

本計画は、NASAの将来の旗艦計画である6m宇宙望遠鏡HWOに参加して１）太陽型星周りの系外惑星
の大気において、生命居住環境及び生命の痕跡の探査、２）広範囲な一般宇宙物理研究、を遂行する。
HWOは、NASAがリードする国際計画で、日本以外にも欧州(ESA)、カナダなどが参加を検討してい
る。日本では、JAXA、国立天文台、全国の大学の研究者が以下の検討を進めている。(1)コロナグラフ
装置の近赤外線チャンネルの開発。光学素子、独自のコロナグラフマスク、波面補償、回折格子、検出
器を含む装置として提供する。(2)紫外線高分散分光器/面分光器(IFU)の開発。量子効率の高い大面積
funnel MCP紫外線検出器、紫外線回折格子、イメージスライサー、および紫外線鏡コーティング技術
を含む装置として提供する。(3)地上局でのデータダウンリンク。
NASAは、Great Observatories Mission and Technology Maturation Program (GOMTMP)を設置し
て、2029年までに、フロントローディングで技術開発・実証を十分に行い、リスクを下げた後、正式に
プロジェクト化する予定だが、まずこれに参加して、日本の提案事項の技術実証を行い、HWOのプロ
ジェクト化に貢献すると共に、プロジェクト化時に日本の貢献案が正式採用される様にする。これによ
りHWOのキーサイエンスに貢献すると共に、その特徴を利用した独自のサイエンスを追求する。日本
の計画推進は、2025年1月にJAXA/ISASにHWO study task force(TF)が設置され、これら貢献案を一元
化しNASAとの窓口となり、共同開発体制を整える。

NASAは、衛星本体、観測装置など計画全体を主導する。2024年8月、NASAは、USD10Mの予算で、プロジェクトオフィス
HWO Technology Maturation Project Office (TMPO)をGSFCに設置した。2025年3月には必須技術開発のTechnology
Roadmapを作成し、2029年3月までにこれらの技術をTRL 5に上げ、同10月のMission Concept Review (MCR)に進む道筋を
示した。欧州各国、カナダも装置貢献を検討しているが、今後、ミッション定義が進むなかで各国の分担も検討され、MCRま
でに決定される。
国内では、LUVOIR, HabEx, OSTのSTDTに参加していた住（阪大）、田村（東大/ABC）、左近（東大）が、それぞれ検討
チームを組織した。しかし、Astro2020による再編を受けて、国内でもこれらを合同検討チーム(当初約20名)に再編し、その
後HWO-Jチームに発展し、現在約70名で検討している。
大阪大学、名古屋大学は、回折限界コロナグラフ、光集積回路(PIC)の技術実証を行う。これ
はNASA Ames Research Centerと共同で進める。JAXA/ISAS、ABC、国立天文台、東京大学
は、Roman望遠鏡への貢献と同様光学系および偏光素子、さらに、フォトニック結晶位相マスク、新規波面補償モジュール、
Photonic Nulling Spectroscopy(PNS)、回折格子を開発する。JAXA/ISAS、立教大学は、紫外線検出器(Funnel MCP)、回折
格子（ブレーズ型トロイダル回折格子）、イメージスライサー、コーティングの技術実証を行う。これは国内メーカとの開発
を主とする見込みだが、コロラド大、GSFCとの共同開発も検討している。JAXA/ISASは、Roman宇宙望遠鏡用に整備を進め
ているKa-band帯を備えた地上局をそのまま運用する。JAXA/ISAS HWO TF(リーダー:塩谷(JAXA/ISAS))が2025年1月に発足
し各貢献案の活動を総括し、一元化してNASAに対する窓口として協議に当たる。
その他、東北大学、東京大学カブリIPMU、早稲田大学、東京都市大学のメンバーがグループレベルあるいは個人レベルで科
学検討に参加し、今後も広く参加者を募る。

必要経費および予算プロファイル
総予算額 : GOMTMP(技術実証) $0.8B, Mission: $11B (FY20)
日本分担：近赤外線コロナグラフ(マスク、PIC、PNS、波面補償等): 200-300億円、紫外線
IFU (Funnel MCP、回折格子、イメージスライサー等): 50-100億円、地上局 : L2, Ka-band,
(Romanで整備):（運営費5億円）、合計： 255-405億円
（GOMTMP期間中(2029年まで)に約11億円)

2016-2020 Mission concept study
2020-2021 Concept Review (Decadal study Astro2020)
2023-2029 GOMTMP (技術実証フェーズ: pre-phase A)
2029.6 Independent Technical Review
2029.10 Mission Concept Review (MCR)
2030- Phase A Concept & Technology Development
Phase B Preliminary Design and Technology Completion
Phase C Final Design and Fabrication
2040 Phase D System Assembly, Integration and Test, Launch
Mission duration: 5 years (prime), 10 years (extension), 25 years (with service mission)

IceCube
Gen2
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IceCube-
Gen2 国際
ニュート
リノ天⽂
台による
ニュート
リノ天⽂
学の長期
的展開

62憶円

ニュートリノ放射天体を同定し、宇宙物理学上最大の謎の一つである高エネルギー宇宙線の起源を明ら
かにするために、IceCube実験を約10倍に拡張するIceCube-Gen2 観測所を建設する。TeV以上の高エ
ネルギー宇宙ニュートリノを年間200事象以上検出し、ニュートリノ放射点源の同定、ガンマ線バース
トやAGNのフレアとの同時事象検出による宇宙線放射機構の研究、EeV(1000PeV)領域のニュートリノ
束探索による超高エネルギー宇宙線起源の研究を行う。また素粒子としてのニュートリノの特性を生か
して、フレーバー比の解析による超長基線ニュートリノ振動の研究や、TeV-PeV領域におけるニュー
トリノ・核子相互作用の研究、モノポールなど素粒子大統一理論由来の生成物の探索を進める

IceCube-Gen2 国際ニュートリノ天文台の建設と運営を実施する。検出器製作・試験、観測データ解
析、アジア・パシフィック地域観測データセンターの運用に日本は主導的貢献をする。

IceCube-Gen2 Collaboration としての組織化は完了しており、日本はその中で ニュートリノ検出器に責任をもつワーキング
グループのグループリーダーを担っている。IceCube-Gen2 Coordination Committee には千葉大学ハドロン宇宙国際研究セ
ンター長がメンバーとして入っている。日本グループは千葉大学ハドロン宇宙国際研究センターと大阪公立大学のメンバーか
ら構成されている。IceCube-Gen2 は IceCube Collaboration としてダイバーシティ委員会を内部に持っており、人種・性別
の多様性を推進している。日本グループにおいてもこの方針は堅持され、千葉大学ハドロン宇宙国際研究センターのメンバー
の約半数は外国人である。

総経費	62憶円
所要経費	"検出器製作ライン構築5億円
検出器製作費用30億円
検出器製作・試験・輸送にかかる人件費5億円
アジア・パシフィック地域観測データセンター設置費 2億円
データセンター運営費10億円(10年分)
研究センターに所属し共同利用研究を進める人件費10億円(10年分)

2027年度より検出器製作開始
2030年度から2036年度までの7年間で南極現地に建設
2031年度より、建設が終わった装置からの観測データを順次公開、データセンター立ち上げ
(前回応募時より3年の遅れ)
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惑星間宇
宙望遠鏡
による新
時代のダ
ストフ
リー天⽂
学の創成

今後10
年で
200億
円程度
（ただ
し分野
横断
ミッ
ション
の総
計）

本研究の⽬的は，可視光・⾚外線の宇宙背景放射をかつてない⾼精度で観測し，未開拓である宇宙の晴
れ上がり前後の残光を捉えることで，宇宙史を解明することである．具体的には，初代の星やブラック
ホールなどの銀河形成前の時代の原初天体やそれらの形成の元となる原始⽔素ガス，ビッグバン理論が
予⾔する宇宙背景ニュートリノの崩壊光⼦を検出す
る．しかし宇宙初期のガスや原初天体は極めて暗く個別に観測することは難しい．そこで本構想では，
それらの光を積分した宇宙背景放射として精密に観測し宇宙の⼤局的な事象や構造を明らかにする．た
だし地球近傍から宇宙背景放射の観測を⾏う限り，⼿前にある惑星間ダストの太陽光散乱(⻩道光)や熱
放射が強く，それによる光⼦ノイズや系統誤差により観測精度が著しく制限され科学⽬的の達成は容易
ではない．このような惑星間ダスト放射による感度限界を突破するため，ダストが希薄な深宇宙の惑星
間空間から可視⾚外全域で究極精度の宇宙背景放射観測を⾏う「惑星間宇宙望遠鏡」(IPST -
Interplanetary Space Telescope) を構築する．IPST を⻩道⾯外(⻩道⾯から約1 AU)あるいは⻩道⾯内
でも⼩惑星帯(太陽から約3 AU)より遠⽅の深宇宙に投⼊すれば，惑星間ダスト放射は地球近傍におい
てより数10分の１に低減し観測の系統誤差が⼤幅に改善するため，原初天体や背景ニュートリノ崩壊
光⼦の存在証拠を明確に検出できるようになる．また宇宙背景放射に限らずあらゆる天体に対し，地球
近傍の宇宙望遠鏡ではなし得ない前景放射の光⼦ノイズに制限されない究極的な感度の観測が可能にな
る．そして，現⾏のスペース天⽂学を，IPSTを⼿段とする新世代の「ダストフリー天⽂学」へとパラ
ダイムシフトさせる．

本構想では惑星間宇宙望遠鏡IPSTを構築し，原初天体や背景ニュートリノ崩壊光⼦の存在証拠を明確に
検出することを⽬的とする．IPSTの実現には，宇宙初期に関する理論や天⽂学的知⾒，惑星間空間環境
に関する知⾒だけでなく，深宇宙の惑星間空間を航⾏する宇宙機技術が必要であるが，現状ではそれら
の科学や技術が国内では⼗分に成熟しているとは⾔い難い．本構想では，今後10 年ほどの期間内にこ
れらの課題を段階的にクリアしながらIPST計画を国内で遂⾏しうる基盤を構築する．具体的には，今後
５年程度の期間内に，これまでに近地球の⾶翔体を⽤いて検出した可視・⾚外域の宇宙背景放射が宇宙
初期起源であることを検証するため，⾶躍的に感度を向上した可視光と近⾚外線および遠⾚外線の観測
ロケット実験や⼩型衛星による観測を実施する．また，それらの観測結果を遠⽅銀河の最新観測や宇宙
背景放射の理論計算と⽐較・分析することで，その起源を徹底的に究明する．ただし，最終的な結論を
得るには惑星間ダストの影響を排除し観測の系統誤差を10倍以上改善したIPSTが必要であるため，その
実現に必要なキー技術の開発を今後5年程度の期間
に⾏い，なかでも重要な外惑星域での電⼒供給や通信などの探査技術の実証を超⼩型機の開発と⾶翔に
より実施する．これらの研究成果を統合しIPSTの概念を宇宙機設計が可能な段階にまで引き上げ，⼩⼝
径のIPST のパスファインダー計画をJAXA/ISAS のプロジェクトとして提案する．さらに将来は深宇宙
探査に必要な技術開発を加速し，外惑星系探査計画と併せてフルサイズ(⼝径~1m)のIPSTを建設する．

本研究計画のとりまとめは関⻄学院⼤学が⾏い，多岐かつ多分野(惑星科学・天⽂学・宇宙論・素粒⼦物理・惑星探査・システ
ム⼯学)におよぶIPST の準備実験や開発研究を以下のような研究機関が中⼼となり実施する．各機関の研究代表者は他機関の
共同研究者とそれぞれの研究課題を遂⾏し，それらの総体としてIPST計画を推進する．なお，本実施体制は今後5年程度の
IPSTの技術実証や準備実験の段階におけるものであり，将来のIPSTプロジェクトはこれらの機関を含むJAXA 宇宙科学研究所
のワーキンググループとして⼀体となって実施する．
（機関名・役割）
関⻄学院⼤学・観測ロケットによる可視近⾚外背景放射観測，可視⾚外域の望遠鏡と検出器
の開発
九州⼯業⼤学・超⼩型衛星による可視光背景放射観測
東京都市⼤学・IPSTの環境調査として惑星探査機による⻩道光観測，⼩型衛星機器の開発
筑波⼤学・観測ロケットによる背景ニュートリノ崩壊の遠⾚外光⼦探索，超伝導検出器の開
発
JAXA宇宙科学研究所・太陽系外惑星領域での独⾃探査技術の研究開発，外惑星探査⼩型実
験機（OPENS-0）計画による宇宙実証，惑星間ダストのその場観測や光学特性の理論的研
究
東京科学⼤学，横浜国⽴⼤学ほか・ソーラーセイルの研究開発
⼤阪⼤学，東京⼤学，京都産業⼤学，千葉⼯業⼤学ほか・宇宙背景放射，銀河形成，惑星間
ダストなどの理論的研究

今後約5 年間は，IPST の技術実証や観測ロケットを⽤いた準備実験，JAXA プロジェクト
提案へ向けた宇宙機および搭載機器の具体的な設計検討や開発の期間とし，実施期間や実
施内容の不定性が⼤きいが，少なくともプロジェクト化へむけた検討やコミュニティー維
持に予算が必要である．次に，JAXA/ISASの公募型⼩型計画「Eco ＆Fastカテゴリー」第
⼀弾として採択された外惑星探査⼩型実験機（OPENS-0）の航法カメラを活⽤して，2020
年代末にIPSTコンセプトを⼩惑星帯以遠で実証する．宇宙天⽂学コミュニティとして⼗分
な技術実証と科学成果を出すために，ミッション全期間で5億円規模の経費が必要になる．
以上の総額は10億円程度である．
10 年程度の計画としては，OPENS-0 の科学成果とOPENS 探査機プラットフォームを
発展させて⼩⼝径のIPST pathfinderを新規提案するためには，ミッション総額で125~180
億円を要する．ただし惑星科学との分野横断ミッションとして進めるため，実際には天⽂学
の範疇であるIPSTの単独予算ではない．

IPST 計画の実施構想は，今後５年程度内に観測ロケット実験のアップグレード実験や，OPENS-0航法カメラを活⽤してIPSTのキー
技術の外惑星領域での原理実証を⾏い，それらをベースとして2040 年以内に⼩⼝径のIPST pathfinder をJAXA プロジェクトとして
実現することを想定している．その後は⼤型のIPSTを国際協⼒のもと実現し，我が国の外惑星探査が活気にあふれる宇宙⼤航海時代
の実現と併せて，宇宙望遠鏡が惑星間空間を往来するダストフリー天⽂学の新時代を迎えることを⽬指す．
今後の具体的な実施計画としては5年内の計画を⽰す．まず，NASAロケット実験CIBER-2 (2021-2024打上げ）とSPHEREx衛星
(2024年打上げ)，および超⼩型衛星VERTECSとJAXAロケット実験(準備中)により，可視近⾚外域の宇宙背景放射のスペクトルと空
間的ゆらぎを過去最⾼精度で多波⻑観測し原初天体の痕跡を探索する．また，遠⾚外域の宇宙背景放射の連続スペクトルを超⾼感度
で測定するJAXA ロケット実験COBAND を実施し，ニュートリノ寿命の下限値を従来の100 倍以上改善する．これらの観測的研究と
並⾏して，IPSTを実現するために必要な技術，つまりソーラーセイルを⽤いた⾼効率な軌道・姿勢制御技術や深宇宙での⾼速通信技
術の開発，およびISASの外惑星探査⼩型実験機（OPENS-0）の航法カメラを活⽤して可視光での試験的な宇宙背景放射観測などを
実証する．また，OPENSプログラム構想の⼀環として，IPST実証機（Pathfinder）の具体的なミッション設計を⾏い，提案する．
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（赤外線
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光天文観
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衛星開
発経費
は、
JAXA
宇宙科
学研究
所の公
募型小
型計画
の予算
にて対
応予
定。

JASMINEは、IIで示すビジョンの元、JAXA宇宙科学研究所（以下、宇宙研）の公募型小型計画宇宙科
学ミッション（イプシロンロケットでの打上げが条件）での実現を目指し、口径36cm程の近赤外線帯
域(0.9~1.6µm)の光学望遠鏡で、天の川銀河の中心核領域の星の位置天文情報を高精度に求める世界初
の位置天文観測衛星としては独自の手法にて、星の年周視差（地球公転に伴う天球面上での星のみかけ
の位置変化）・固有運動（星が銀河系内を独自に運動することに伴う天球面上での星の角速度）等の位
置天文情報を高精度に得る。年周視差からは星までの距離が、固有運動からは星の視線方向に垂直な速
度が求まる。可視光観測では星間塵による吸収の影響を受けて観測が困難な銀河系中心核領域を近赤外
線でサーベイ観測し、中心核領域方向の数平方度の天域の10万個以上の星に対して、最高精度では25µ
秒角の年周視差精度を提供する。打上げ目標は現時点では2032年、衛星軌道は太陽同期軌道で、観測
運用期間は3年の予定である。観測データは、カタログとして世界の 研究者コミュニティに公開する。
さらにJASMINEは、赤外線位置天文観測での高い測光能力を活かし、ビジョン後半にて述べたよう
に、太陽より小さく低温の恒星（中期M型星）周りの生命居住可能領域にある地球型惑星の探査も行う
（補足資料の図2参照）。なお、中期M型星に対しては、観測波長などの点でJASMINEの観測能力が他
の観測計画より優位である。JASMINEは、宇宙研により2019年 に公募型小型計画3号機に選定されて
以降、概念検討を実施し、2024年にミッション定義審査を完了した。引続き概念検討を進めている
が、今後、JAXAで多段階の審査を受けつつ、衛星開発、打上げ、運用等の準備を進める。

ASMINEは、我々が住む天の川銀河の形成と進化の探究とともに、生命居住可能領域に存在する地球に
似た系外惑星の探究を行うことを目的とし、ブレークダウンした科学目標（Science Objective)として
主に次の2つを掲げる。S01：恒星の距離と運動を測定することにより、天の川銀河形成の鍵を握る中心
核構造を探究する。S02：将来の生命探査に有望な恒星に対し、生命居住可能領域に存在し、大気観測
を行うことのできる可能性がある地球型惑星の候補を探査する。
科学目標S01の達成を目指し、歪みや変形の時間変動を抑えた高安定な望遠鏡（主鏡口径36cm級） と
開発中の国産宇宙用赤外線検出器を人工衛星に搭載して、天の川銀河の中心領域方向の約2.5平方度に対
して、観測運用の3年間のうち観測に適している春期と秋期に近赤外線帯で星を撮像する。観測された
天球面上での星の位置とその時間変動の測定データ（時系列位置データ）を地上で解析することで、星
の年周視差、固有運動等を高精度で導出し、データカタログを作成する。また、広い科学的活用の推進
や成果の透明性を念頭に、このカタログを世界の研究者へ同時公開する。データカタログは、中心核領
域方向の12万個程度（うち中心核領域に属する星は7万個程度、手前の円盤構造に属する星は5万個程
度）の星の測定データを含む。年周視差精度は25µ秒角～125µ秒角、固有運動精度は25µ秒角／年～125
µ秒角／年（星の明るさや色などに依存）を目標としている。中心核領域を観測できない夏期と冬期
は、科学目標S02を達成するために、トランジット惑星が検出されている20個弱の中期M型星に対し、
JASMINEの高い測光能力を活かして0.3％より高い測光精度で、必要な観測期間にわたって時系列測光
観測を行い、地上でデータ解析を行う。この系外惑星探査に関するデータも公開する。

中心機関は、JAXA宇宙研と国立天文台である。JAXA宇宙研は、衛星プロジェクトの概算要ー 求、衛星開発、打上げ、衛星運
用の主体となる。一方、国立天文台は、サイエンスのリード、観測装置開発と科学運用での貢献、データ解析とカタログ公開
などを行う。JAXA宇宙研は、国内の科学衛星の開発、打上げ、運用等で数々の実績と成果があり、JASMINEの実施の中心と
なる機関である。国立天文台は天文学に関する国内の中核的研究機関であり、地上での観測用の大型観測施設の建設・運用、
スペース天文学への貢献、科学的成果の創出などで多大な実績がある。
協力機関は、ハイデルベルグ大学があり、JASMINEのデータ解析システムを共同開発している。また、欧州宇宙機関(ESA)と
は、地上通信局の提供を想定した協力を調整していく予定である。その他、University College London、大阪大学、鹿児島大
学、京都大学、慶応大学、仙台高専、滋賀県立大学、東京大学、東京海洋大学、東京都立大学、東北大学、新潟大学、弘前大
学、宮城教育大学等の国内外に広がる研究教育機関の多様な研究者の協力を得て実施する。なお、観測装置開発やデータ解析
システム開発などにて、複数の機関から10名以上の20-30代の若手研究者が積極的に参加しており、JASMINEで得た観測機器
やデータサイエンス等の知識、経験は将来のミッションにも活かされると期待している。

衛星開発経費は、JAXA宇宙研の公募型小型計画の予算にて対応予定。これには、衛星や観測
装置の開発のみではなく、打上げ費用および3年間の観測運用経費も含まれる。

年次計画をもとに記述する。ただし今後の審査過程や開発状況によって変更があり得る。2025年現 在は概念検討段階であり、JAXA
宇宙研でのプリプロジェクト候補という位置づけである。
2025年度：観測装置を含む衛星システムの概念検討と装置の試作等を進め、プロジェクト準備審査を受ける予定。審査に通過する
と、Phase A（概念設計段階）へと進む。
2026年度：JAXAのプリプロジェクトとなり、SDR（システム定義審査）の準備と審査対応を行う。 2027年度：SDRを通過後、プロ
ジェクト移行審査を受ける。移行審査を通過後、JAXAのプロジェクトになりPhase B（基本設計段階）となる。この段階では、エン
ジニアリングモデル(EM)の設計、製作、試験を行う。PDR（基本設計審査）の準備と審査対応を行う。
2028年度：PDRを通過後、Phase C（詳細設計段階）となる。引き続き必要なEMの設計、製作、試験を行うとともに、フライトモ
デル(FM)の設計を開始する。CDR（詳細設計審査）の準備と審査対応を 行っ。
2029~2030年度：CDRを通過し、Phase D（製作 ・ 試験段階）になれば、FMの最終的な試験等を中心 として行い、打ち上げ準備
を行う。
2031年度：射場整備を経て打上げを行う。
2032~2035年度：初期運用の後、定常運用へと進む（ノミナルの観測期間3年を想定）。得られたデータ解析を開始し、サイエンス
検討活動、カタログの作製を行う。JASMINEの最終カタログの公開は2039年度頃を予定している。
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地上の重
⼒波望遠
鏡による
マルチ
メッセン
ジャー天
⽂学の展
開

180億円

本構想は、地下と低温というこれまでにない⽅法で重⼒波検出を⽬指し、2010年度に最先端研究基盤
事業として採択された⼤型低温重⼒波望遠鏡KAGRAの⾼感度化を達成し、更に⾼周波数帯でアップグ
レードすることで、中性⼦星連星合体事象など近年創⽣したばかりのマルチメッセンジャー天⽂学に必
要な国際重⼒波観測国際ネットワークにおける重要拠点として基礎学術を推進し、ビジョンの実現を⽬
指す研究計画である。
アジア圏で唯⼀稼働している検出器としてのKAGRAの役割は、短時間で波源⽅向を⾼精度で特定し、
重⼒波解析に必要な情報を提供することによって、地球規模の重⼒波望遠鏡の重要な⼀翼を担うのみな
らず、我が国のマルチメッセンジャー重⼒波天⽂学の礎となり、関連した物理、天⽂学や関連する近隣
分野にも⼤きな貢献をする。
重⼒波による時空のわずかな歪みを検出する必要があるため、欧⽶では、装置の⼤型化を⽬指す次世代
（第３世代）の新規施設計画が検討されているが、我が国では、あくまで３ｋｍの地下トンネルに設置
されたKAGRAを有効かつ戦略的に活⽤する構想に基づいた研究計画を推進する。主な理由は、KAGRA
が既に第３世代で検討されている地下と低温技術を先取りした2.5世代検出器であることと、それ故
に、⾼周波数帯域（kHz帯）に絞れば第3世代にひけをとらない感度で観測に貢献できるとともに、こ
れまで地道に築いてきたノウハウを海外や次の世代に継承することができるからである。

既に観測開始している重⼒波望遠鏡KAGRAをアップグレードして、近年創⽣したばかりのマルチメッ
センジャー天⽂学に不可⽋な国際重⼒波観測国際ネットワークにおける重要拠点となる。具体的には、
中性⼦星連星合体の観測などで重要なkHz周波数帯での⾼感度化を⽬指す。そのために⾼出⼒レーザー
を導⼊し、これに伴って鏡の冷却能⼒を改善する。また滅雑⾳の更なる低減のために鏡の低温懸架系を
改善する。加えて、レーザー⼲渉計の光学系もチューニングを⾏う。更に量⼦スクイージング装置およ
びの周波数依存スクイージングの導⼊によって量⼦論的な限界を超えた感度を達成する。また、能登半
島地震で被災した経験から、地震に対する堅牢性向上対策も⾏う。
運営⾯では、おおよそ半分の期間をKAGRAのアップグレード、おおよそ半分の期間を観測運転にあて
ることを想定している。また装置の⾼感度に伴って必要となる重⼒波データの解析と保存のための計算
機の設備の更新と維持が必要になる。そしてIGO（⽶）, Virgo（欧）, KAGRAの国際協⼒体制を統合し
運営するIGWNという組織へ参加し、共同で観測やデータ解析を⾏って科学成果を創出する。

KAGRAは東京⼤学宇宙線研究所が主推進機関として運⽤に責任をもち、宇宙線研究所の国際共同利⽤‧共同研究体制の下で運⽤
されている。加えて⾃然科学研究機構国⽴天⽂台、および⾼エネルギー加速器研究機構も加わり、プロジェクトを共同で進め
ることが３者で合意されている。東アジアを中⼼にし、ヨーロッパやアメリカからも参加者があるKAGRA collaboration が組
織され共同で研究を進めている。なお、コラボレーターは総勢400⼈規模で、KAGRAの論⽂に名前を連ねる貢献度の⾼い共同
研究者は150⼈程度である。
KAGRAの実施体制として、KAGRA内には様々な組織や会議体があるが、例えばその中で⽇々の重要な決定を⾏っていく組織
には、主にKAGRA全体の⽇々の重要事項を議論し決定する会議体と、科学者組織として科学⾯の議論をしていく会議体があ
る。これに加えて、主に技術的、⽇程的な側⾯から議論してKAGRAの装置の改善を進める会議体や、データ解析を進める様々
な会議体、将来の装置改善のための開発研究を議論する会議体、更にはKAGRA collaborationとして全体で情報、意⾒交換を
おこない、重要な意思決定を⾏う会議体などあり、これらの会議体による合意によってKAGRAが運営されている。なお、
KAGRAの安全管理は重要であり、基本的には宇宙線研究所重⼒波観測研究施設が責任を持つ体制である。
なお、KAGRAは⽇本がホストで東アジア中⼼の物理系の国際共同研究グループであるが、そのためか、KAGRA collaboration
内では現状で⼥性の割合が50%を⼤きく下回っており、このことは問題であると認識されている。また若い研究者が⼤きな組
織内で積極的に発⾔していく雰囲気つくりも⼤切である。このような認識に基づき、Diversity committee が組織され、
KAGRA内に、年齢、ジェンダー、⽂化的背景などに捉われず、誰も良い雰囲気と感じられる組織作りを⽬指している。また
KAGRA内での若⼿研究者の意⾒交換の場も若⼿によって⾃主的につくられている。

KAGRAの運⽤費として、インフラ維持、電気代と消耗品、⼈件費、計算機、旅費で総額90億
円（10年間）、これにKAGRAアップグレードのために、⾼出⼒レーザーと光学部品8億円、
⾼性能サファイア鏡10億円、⾼出⼒レーザーに対応するための鏡冷却能⼒向上と熱雑⾳のさ
らなる低減を⽬指した低温懸架系改良に15億円、量⼦スクイージング装置の導⼊5億円、周波
数依存スクイージングの導⼊に10億円、地震に対する堅牢性向上対策に10億円、膨⼤な重⼒
波データの解析と保存のための計算機の設備と維持28億円、さらに、LIGO, Virgo, KAGRAの
国際協⼒体制を統合し運営するIGWNという組織の運営費拠出⾦として10年で4億円などを加
えた合計180億円が必要である。
なお、KAGRAは海外からの参加研究者が増えており、海外からの貢献も増えていくと予想さ
れるため、国内で全額を負担するということではない。

KAGRAは東アジアの重⼒波観測拠点として、今後世界の重⼒波天⽂学に貢献していく予定である。具体的には、LIGO（⽶）、Virgo
（欧）、KAGRAの３者が中⼼となり、世界の地上の重⼒波望遠鏡の組織化を進めており、2027年頃には世界中でまとまった組織と
なることが想定されている。この組織の下で、2028年頃から3年間程度の次期観測（Observation 5, O5）が想定されており、KAGRA
はこの時の中性⼦連星合体観測感度として25-128Mpcの到達レンジを想定している。
その後数年間のアップグレート期間を経て、次々期観測（Observation 6, O6）が想定されており、その時にKAGRAはkHz周波数帯に
⾼い感度を持つ重⼒波望遠鏡に改造し、とりわけ中性⼦星連星合体や超新星爆発事象などの観測を通して、重元素合成現場の特定、
中性⼦星の状態⽅程式の理解等、マルチメッセンジャー天⽂学に⼤きな貢献をしていく。
なお、10年以降も更に感度を⾼めて上記のような貢献を続けることを想定している。
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宇宙の「⽣命⽣存可能環境」と「構造と物質の起源」の理解を⽬標とし、4つの科学課題に取り組む。
多くの太陽系外惑星が発⾒され、惑星系における⽣命⽣存可能環境の普遍的な理解が課題となってい
る。この観点から、詳細な観測が可能な太陽系の天体、特に巨⼤惑星の氷衛星と地球型惑星の探査が必
要である。氷衛星には地下海が存在し、地球とは異なる⽣命⽣存可能環境を持つ天体として注⽬されて
いる。⽕星と⾦星では、過去に⼤量に存在したと考えられる⽔や温室効果ガスが⼤気散逸を通して失わ
れた可能性がある。惑星⼤気の変遷の解明は地球型惑星の⽣命⽣存可能環境の形成の理解につながる
（課題1）。系外惑星では⼤気の特徴づけが今後の課題である。太陽系の知⾒を系外惑星⼤気の特徴づ
けに拡張する試みも必要となる。系外惑星環境の理解を進めるには、惑星環境に影響を与える恒星活動
の探査も⽋かせない（課題2）。惑星系形成の理解の背景には、宇宙の構造と物質の起源という根本的
な興味がある。宇宙の構造形成に残る問題に銀河形成がある。銀河形成の根本である星形成に関わるバ
リオンの物理過程は宇宙史の中で最も⼤きな課題の１つである（課題3）。宇宙の物質進化においても
基本的な課題が残されている。特に鉄より重い重元素の起源は⼗分に理解されていない（課題4）。
LAPYUTAは紫外線の分光及び撮像観測により４課題の解決を⽬指す宇宙望遠鏡である。氷衛星の表層
から噴き出す⽔や惑星⼤気から散逸するガスにより、天体には外圏⼤気・電離⼤気が形成される。課題
１と２では、多様な太陽系天体・系外惑星の外圏・電離⼤気を観測し、⽣命⽣存可能環境の多様性・普
遍性の理解を進める。課題3では銀河周辺物質の構造を調べ、宇宙構造形成の枠組みで予⾔されたガス
の流⼊による星形成を検証する。課題4では中性⼦星合体直後の⾼温ガス中の重元素イオンの観測を通
して重元素合成過程を解明する。

LAPYUTAは、宇宙での「⽣命⽣存可能環境」と「構造と物質の起源」の理解を⽬指し、4つの課題達成
を⽬的とする。課題１では、宇宙で最も詳細な観測が可能な太陽系内天体のうち、⽊星の氷衛星の地下
海環境と地球型惑星の⼤気進化に焦点を当てる。氷衛星の衛星⼤気と衛星表層から噴出する⽔蒸気の連
続観測を初めて⾏い、地下海の⽣命⽣存可能環境の理解につなげる。⽕星と⾦星では⼤気下層から宇宙
へ輸送される⽔や温室効果ガスの全球分布とその変動から、⼤気が宇宙空間へ散逸する条件を明らかに
し、⼤気進化と⽣命⽣存可能環境の形成の理解につなげる。課題2では、系外惑星のトランジット観測
から外圏⼤気の広がりを捉え、地球型の系外惑星⼤気の特徴づけを⾏う。また、系外惑星の環境に影響
を与える恒星活動の解明を⽬指す。課題１と２で鍵となる観測領域は天体と宇宙の境界に形成される外
圏⼤気・電離⼤気である。様々な天体に対してこの領域を観測し、⼤気の広がりや散逸を制御する惑星
や恒星の条件を明らかにする。課題3では宇宙の構造形成史の中で残された基本的な問題の⼀つである
銀河の形成過程に取り組む。銀河の構造にLyαハローが普遍的に含まれているかどうかを調べ、Lyαハ
ローの物理的起源が理論で予⾔されている星形成を引き起こすコールドストリームと呼ばれる低温のガ
ス降着なのか、それとも衛星銀河や銀河周辺のHIガスかを明らかにする。課題4では、物質進化におけ
る未解明課題である重元素合成の解明を⽬指す。中性⼦星合体による重元素合成の全体像を把握し、重
元素の起源を理解するとともに、超新星爆発からの最初のシグナルを観測し、⼤質量星進化の最終段階
を理解することにつなげる。 上記の観測を実現する最適な⼿段として、LAPYUTAでは地球周回軌道の
紫外線宇宙望遠鏡を選択した。JAXA宇宙科学研究所の公募型⼩型計画による実現を想定している。

LAPYUTAはJAXA宇宙科学研究所の公募型⼩型計画による実現を⽬指している。この場合、実施機関の主体はJAXA宇宙科学研
究所となる。公募型⼩型計画検討ワーキンググループ(WG)の設⽴審査を経て、2021年1⽉にWGが設⽴され、公募型⼩型計画
規模での実現性検討を実施している。2022年8⽉には公募型⼩型計画公募にLAPYUTAを提案し、実施候補として選定された。
2024年8⽉にJAXAのプリプロジェクト候補移⾏審査を受審し、現在はJAXA プロジェクトチームとして準備を進めている。WG
には国内外23機関・⼤学から、若⼿研究者・⼥性研究者を含む55名が、太陽系・惑星科学、系外惑星、太陽物理、天⽂学の幅
広い研究分野から参加している。所属機関の内訳は、北海道⼤学、北⾒⼯業⼤学、東北⼤学、東北⼯業⼤学、国⽴天⽂台、筑
波⼤学、東京⼤学、東京科学⼤学、東京理科⼤学、慶應⼤学、⽴教⼤学、千葉⼯⼤、JAXA宇宙科学研究所、情報通信研究機
構、海洋研究開発機構、 名古屋市⽴⼤学、⾦沢⼤学、⼤阪⼤学、京都⼤学、京都産業⼤学、⼭陽学園⼤学、パリ第六⼤学(フ
ランス)、及びコロラド⼤学（⽶国）となっている。探査機の搭載観測機器や望遠鏡の開発経験者に加え、次世代の開発研究を
担う若⼿PDが複数名参加している。2030年代初頭の観測開始を⽬指し、科学検討・機器開発・概念検討を実施している。

打ち上げ費⽤を含めた宇宙望遠鏡衛星の開発・製造費は170億円と⾒積もっている。打ち上げ
後の運⽤期間を12年間と想定した場合、運⽤経費及び観測データのアーカイブを含むサイエ
ンスセンター経費（⼈件費を含む）は10億円と⾒積もっている。

実施計画は、計画の概念検討期間（3年間）、プロジェクト準備期間（3年間）、プロジェクト期間（開発６年、運⽤3年）、後期運
⽤期間（9年）からなる。 2024年8⽉にJAXAのプリプロジェクト候補移⾏審査を受審し、現在はプロジェクト準備期間にある。2026
年度に予定されているJAXAでの選定プロセスに向けて実現性検討を進めている。空間分解能0.1秒⾓の設計要求を満⾜する望遠鏡シ
ステムの概念設計、望遠鏡の調整・検証⽅法の検討を⾏い、開発コストの試算を⾏う。ミッションの実現に必須となるキー技術開発
として、⾼い空間分解能を実現するためのポインティング補正機能、真空紫外⽤⾼反射率⼤⼝径ミラー、⾼感度・⾼分解能⼤型検出
器があり、 プロジェクト準備期間では、⾼い空間分解能要求の達成を早い段階で検証するために、ミッション部の主要コンポーネン
ト（鏡、望遠鏡光学系、検出器、ポインティング補正装置）の試作品を開発し、実機を⽤いたポインティング補正機能の評価試験を
実施する。また、真空紫外⽤⼤⼝径ミラーの設計、アレイ型検出器による⾼感度・⾼分解能の⼤型検出器の試作を⾏い、キー技術の
確⽴を進める。これらの試作・設計を通して、衛星バス部とミッション部の双⽅のコスト試算の更新、打ち上げロケットとの整合性
確認、開発スケジュールの検討を⾏う。 プロジェクト期間では、望遠鏡及び光学部品のエンジニアリングモデル(EM)の製造と評価
試験を実施するとともに、確⽴したキー技術を製造メーカに技術移転する。EMの評価試験結果を基にLAPYUTAの最終設計を決定
し、フライトモデルを製造する。打ち上げ後は半年間の初期運⽤期間に機能確認を⾏い、その後3年間のノミナルミッション期間に4
つの科学課題を実現する観測を⾏う。 プロジェクト期間終了後に観測装置の健全性が保たれている場合は、最⻑9年間の後期運⽤観
測を実施する。
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LiteBIRD計画は、全天の多波長マイクロ波偏光マップを作成し、原始重力波の観測を通じ
て代表的なインフレーション模型を検証するとともに、宇宙論・素粒子物理学・宇宙物理
学においてこれまでにない新しい知見をもたらすことを目的とする。原始重力波は宇宙マ
イクロ波背景放射(Cosmic Microwave Background; CMB) の偏光度分布に渦状のパターン
(原始Bモード)を刻印する。これを検出するのが最も感度の高い原始重力波発見法である。原始Bモー
ドは、大角度スケールの相関を持ち、その検出には全天をカバーする観測が必須である。また、高感度
観測には大気の揺らぎの影響を排除する必要がある。そこで本計画では、広視野マイクロ波望遠鏡、極
低温冷却系、多色高密度超伝導検出器を搭載したLiteBIRD衛星を開発し、銀河系からの前景放射を分
離するため、34―448 GHzという広帯域を12バンドに分けて観測する。太陽-地球系の第2ラグラン
ジュ点(L2)でCMBの偏光度を全天にわたり3年間精密に観測することで、これまでにない感度と精度を
持つ全天多波長偏光マップを作成する。これにより原始Bモードを検出するとともに、宇宙論・素粒子
物理学・宇宙物理学において新しい知見をもたらすことを目指す。本計画は、国内では、宇宙航空研究
開発機構(JAXA)、東京大学カブリ数物連携宇宙研究機構(以下、東大カブリIPMU)、岡山大学等の研究
機関・大学が協力し、海外では欧州及びカナダとの広範な国際協力により計画を推進する。JAXA戦略
的中型ミッション2号機として、H3ロケットにより2030年代の打ち上げを目指す。

本計画は、全天多波長マイクロ波偏光マップを作成し、もって代表的なインフレーション模型を検証す
るとともに、宇宙論・素粒子物理学・宇宙物理学において新しい知見をもたらすことを目的とする。イ
ンフレーション宇宙仮説というパラダイムのもとで、様々な物理モデルが提案されているが、代表的な
インフレーションモデルを検証するには、原始重力波の振幅を示すパラメータr（テンソル・スカラー
比）の全誤差δrについて、δr<0.002を達成する必要がある。原始重力波起源のBモードは、大角度の
相関を持ち、そのパワースペクトルは、大角度領域で大きい。これは、その検出には全天をカバーする
観測が必須なことを意味する。また、CMBの高感度観測には大気の影響を避けることも重要である。こ
れらのことから、本計画ではCMBの偏光観測に特化した衛星を開発し、宇宙からの観測を実施する。原
始重力波起源のBモード観測で邪魔になるのが、我々の銀河系が起源の前景放射である。これには、ダ
ストからの熱放射(高周波数側で卓越)と高エネルギー電子からのシンクロトロン放射(低周波数側で卓
越)がある。これらを除去するため、34―448 GHzという広帯域を12バンドに分けて観測する。また、
高感度の偏光観測のため、系統誤差低減を目的として望遠鏡には偏光変調器を搭載する。望遠鏡は、機
械式冷凍機により絶対温度5度まで冷却し、焦点面に置かれる多色高密度超伝導検出器は、断熱消磁冷
凍機により絶対温度0.1度まで冷却する。このような観測装置は、JAXAリードのもと、国内では東大カ
ブリIPMU、岡山大、海外では欧州、カナダとの密接な協力のもと、開発を進めている。JAXAのH3ロ
ケットにより、2030年代の実現を目指している。観測データは、LiteBIRDチームにより解析・処理され
た後、アーカイブとして全世界の研究者に公開される。

中心となる実施機関は宇宙航空研究開発機構（JAXA）で、以下に説明する国内外の機関と協力して実施する体制を構築しつつ
ある。
・JAXA：LiteBIRD計画の実施機関として、プロジェクト管理、衛星ミッション部 (冷却系を含む)及び衛星バス部の開発、衛
星全体の試験、打ち上げ、運用、観測データの前処理、アーカイブとしての公開などを担当する。
・東大カブリIPMU：観測データ処理のリード機関として、国内外の機関の協力のもと解析ソフトの開発や処理の実施を主導
し、科学成果の創出をリードする。
・岡山大：観測に関わる要求の分析とフローダウン、系統誤差の解析などを実施する。
・欧州およびカナダ：国際協力の相手方として、欧州各国、欧州宇宙機関（ESA）、カナダがJAXAとの密接な協力のもと、焦
点面検出器や極低温冷却系、信号処理系を含めた望遠鏡の開発を行う。欧州では、フランス、イタリア、オランダ、イギリ
ス、スペイン、ドイツ、ベルギー、ノルウェー、スイスの参加が予定されており、各国の開発分担についても調整が進みつつ
ある。焦点面検出器の開発はイタリアが取りまとめ、望遠鏡全体の開発はフランスが取りまとめる想定になっている。
計画の合意状況：LiteBIRD計画の実施機関はJAXAであり、戦略的中型ミッション2号機としてLiteBIRD衛星の開発を進める。
今後プロジェクト準備段階の検討を経て、正式決定する予定である。JAXAと国内の協力機関の間では、概念検討のための協力
協定がすでに結ばれており、海外協力国の宇宙機関とは、準備段階検討を協力して実施する体制が構築されている。今後、計
画の進展に応じて、適切な時期に協力協定を締結する予定である。
ダイバーシティについては、現在LiteBIRD計画の推進体制を構築中であり、十分配慮したチームづくりを進めている。現状の
国際チームでは、3/4のメンバーが外国人であり、女性の割合は約15%になってる。ただし、日本の女性メンバーは少ない。
今後、若手研究者・技術者のチーム中核への参画、外国人研究者の参加を促進するとともに、特にジェンダーバランスの改善
に取り組みたい。

・プロジェクト準備段階(概ね2026年度から３年間):約30億円。概念設計を進め、観測装置の
キー技術について、要素試作・試験を実施し、技術的な成熟度を高めていく。ミッション部
冷却構造の技術実証モデルを製作し、技術的実現性を検証する。
・プロジェクト実行段階のうち、開発・打ち上げまで(概ね8年間):約500億円。エンジニアリ
ングモデルの試作・試験により、設計を確定させる。フライトモデルの開発を進め、協力機
関が担当する機器と合わせて、衛星を完成させる。地上試験検証の後、H3ロケットにより打
ち上げる。
・プロジェクト実行段階のうち、打ち上げ後から定常運用終了まで(概ね３年半):約20億円。
この期間には、初期チェックアウト、望遠鏡冷却、較正観測等を経て、L2での全天サーベイ
観測を実施する。ノミナルの観測期間は3年であるが、JAXAでの審査を経て延長もあり得
る。得られたデータは、科学解析を進めるとともに、アーカイブに整備して全世界の研究者
に公開する。また、解析結果を論文として発表する。
総額:概ね550億円。注：金額はいずれも日本(宇宙航空研究開発機構と東京大学カブリIPMU)
負担分のみ。

科学衛星の標準的な開発手法に則り、以下のように段階的に開発を進めていく。
(1) プロジェクト準備段階：概ね2026年度から３年間。観測装置の概念設計を進め、キー技術については要素試作により技術成熟度
を向上させるとともに、ミッション部冷却構造の技術実証モデルを製作し、その実現可能性に目処をつける。また、衛星バスシステ
ムの概念設計、地上極低温試験システムの構築を進める。
(2) プロジェクト実行段階その１：概ね打ち上げまでの８年間に対応する。段階(1)の成果をもとに観測装置の基本設計を進め、エン
ジニアリングモデルの開発・試験を行い、設計を確定する。それを受けて、フライトモデルの開発を行い、国際協力相手方が開発す
る構成品と組み合わせて、観測装置を完成させる。並行して開発を進める衛星バスシステムと統合し、衛星全体としての環境試験を
実施し、衛星を完成させる。H3ロケットにより打ち上げる。
(3) プロジェクト実行段階その２：打ち上げ後から定常観測終了までの３年半に対応する。打ち上げ後、初期チェックアウト、望遠
鏡冷却、較正観測等を行い、太陽-地球系の第2ラグランジュ点周りのリサジュ軌道に入る。その後に続く定常運用期では、3年間の
全天サーベイ観測を進める。得られたデータは、科学解析を進め得られた成果を発表するとともに、アーカイブに整備し公開する。
3年間の定常観測終了後は、JAXAでの審査により認められれば、観測が継続される。
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多種多様かつ幅広い階層の天体・天体構造の形成進化過程を解明する上で、天体の材料となり、進化を
司る重大な要因の一つである星間物質を観測的に捉えることが不可欠である。ミリ波サブミリ波帯は、
豊富な分子・原子スペクトル線、ダスト（固体微粒子）からの熱放射、またプラズマを捉えるスニヤエ
フ・ゼルドビッチ効果など、星間物質を観測的に捉えるユニークな波長帯である。アルマは、この波長
帯において、かつてない高い感度・高い解像力・高い撮像能力を有し、惑星系形成の現場から宇宙初期
に存在する形成途上の銀河まで、多様な天体の形成過程を観測し、多くの成果を挙げ続けている。その
一方で、アルマは広大な宇宙の中で未知の天体を探し出す探索能力は限定的である。こうした背景のも
と、本学術研究構想は、ミリ波サブミリ波帯において、天体探索能力を飛躍的に （10^5以上）高め、
アルマと相補的なディスカバリー・スペースを切り拓くことがその柱である。高精度・大口径・広視野
のミリ波サブミリ波帯望遠鏡を実現すると共に、一挙に広い天域を観測できる超広域撮像能力（アルマ
と比較して1万倍以上）、また一挙に幅広い周波数範囲を分光できる超広帯域分光能力（アルマと比較
して10倍以上）を実現する焦点面観測装置の開発を行う。これにより、多次元的掃天観測（空間・宇
宙論的奥行き・および時間軸）を、ミリ波サブミリ波帯において初めて実現する。口径50mでサブミリ
波帯の観測が可能な高精度アンテナ、数10万〜数100万画素に及ぶ大規模な超伝導検出器、そこで生み
出される膨大な観測データの解析技術などの開発、建築構造学・計測光学・超伝導工学・数理科学など
との緊密な連携のもとで推進する。こうした分野連携・分野融合の成果として得られる知見は、月面探
査・宇宙開発や量子コンピューター分野への応用などが期待され、多様な学術分野の振興につながる。

本構想の具体的な科学目的は以下の4点にまとめられる。(1) 宇宙史の最初期における星・銀河とブラッ
クホールの形成・進化過程の解明、(2) 多様な環境における星団・星・太陽系を含む惑星系と星間物質
の進化過程の解明、(3) ミリ波サブミリ波帯における時間領域天文学の本格的な開拓、そして (4) 分子
雲コアから銀河団を超える空間スケールでの構造形成物理学の確立、である。この実現のため、ミリ波
からサブミリ波帯（70 GHzから410 GHz帯を基幹周波数帯とし、加えて、アルマでも観測する800GHz
帯までの観測可能性も追求する）で広い視野（0.5度角以上）を持つ、大口径の（口径50m）高精度単一
望遠鏡を建設する。これに、数10GHz幅から数100GHz幅に及ぶ超広帯域を中分散度で一挙に分光し、
かつ撮像能力も有する超広帯域分光撮像装置、高速撮像能力を持つ多色ミリ波サブミリ波カメラ、高い
分散度で分光しつつ撮像するマルチビーム受信機などの焦点面装置群を開発・搭載する。アルマと同様
のヘテロダイン受信機システムも搭載し、アルマと結合した高感度干渉計観測も行う。このため、アル
マの構成アンテナと同様な基準信号伝送やデータ伝送のためのネットワーク整備も行う。広視野・大口
径・広帯域の観測を実現する帰結として、本構想が生み出す観測データの量は、観測モードによっては
アルマをも上回る規模（10^3-10^4 TB/年）に達することが想定される。数理科学・データ科学に基づ
く解析手法の開発により必要な情報を取り出す技術の開発も実施しつつ、膨大なデータの一次解析・評
価を実行可能なデータ管理環境の整備を行う。本施設はアルマが設置されているチリ・アタカマに設置
し、主要なインフラを共有して既存設備を効率的に活用する一方、砂漠かつ高地という極限環境におい
て持続可能な電力マネジメントの実現も目指す。

実施機関・実施体制は検討中である。国内実施機関の候補としてはアルマの運用を担う国立天文台がまず挙げられるが、国際
協力の枠組みがどのようなものになるか、その形態に応じて、適切な実施機関・体制の構築を進める必要がある。現在策定が
進められている国立天文台サイエンスロードマップおよび実施計画での記載を目指しつつ、国立天文台で、特にアルマの将来
計画の一部として実施する可能性の検討やコミュニティーとしての合意形成を進める。大学が主導する体制の可能性も検討し
ている。LST計画は、そもそも日本発の構想であるが、その後、同様のコンセプトの望遠鏡である AtLAST計画が欧州主導で
立案されるなど、次世代大口径サブミリ波望遠鏡を求める世界的な潮流へと発展してきた。ASIAA（台湾）との協力について
も議論が継続されている。我が国は野辺山宇宙電波観測所やアルマ計画の実現を通して培ってきた超伝導デバイス技術や高精
度大型アンテナ技術を活かした形で参画し、望遠鏡構造や焦点面観測装置など計画の根幹をなす部分において、独創性の高い
新手法による貢献を行う。LSTによる科学検討をまとめた白書では、7つの研究分野のうち、最も柱となる銀河形成・進化分野
の検討グループの班長を若手女性研究者がつとめた。この他、多くの女性若手研究者が科学白書執筆に参画した。計画には23
の大学・研究機関が参加しているが、このうち3機関は女性PIが代表である。

LST計画は欧州が主導するAtLAST計画と統合することで合意しており、現在、AtLAST2プロ
グラムの下で、国際共同での建設・運用を想定したモデルの検討を進めている。以下はマス
タープラン2020の時点における日本側での技術検討に基づく所要経費を示すが、今後、大き
く改訂される可能性がある。建設費総額は約300億円である。その内訳は、大口径高精度サブ
ミリ波アンテナ約150億円、超伝導検出器ほか焦点面装置が約130億円、付帯設備約20億円で
ある。また運営費としては年間約15億円を想定している。アルマ設置場所に本望遠鏡を設置
することにより、既存のインフラ等を可能な限り活用して効果的に施設整備および運用を行
うことが期待できる。日本からは、建設費および運営費に対して、アルマにおける日本分担
分と同水準の約20%、すなわち建設費60億円、年間運営費 3億円規模の分担を目指す。運用
期間としてはまず10年（学術的価値の評価を経て、さらに機能の追加や10年以上の運用延長
を目指すが）を想定するため、総経費は計画全体で450億円、日本分担分としては合計90億
円である。

2030年代後半までに初期科学運用開始を実現するため、2030年半ばでの建設開始を目指す。それを踏まえた年次計画は次の通りであ
る。2025 - 2028年：サイエンス検討の深化およびそれに基づく望遠鏡と観測装置仕様の最適化検討。特に、視野・望遠鏡口径・最
適化周波数範囲の検討を行う。また、高精度大口径アンテナ実現にあたり鍵となるミリ波補償光学の技術実証試験を、国内望遠鏡
（国立天文台野辺山45m鏡や宇宙科学研究所GREAT54mアンテナ）を活用しつつ進める。こうした準備活動と並行して、欧州および
アジア各国との協議を進め、国際的な実施体制の構築に向けた合意形成をはかる。国内においては、国立天文台における新規プロ
ジェクトの立ち上げを行う。2029 - 2031年：R&Dフェイズ。特に (1)機械系・電気系・制御系を含む望遠鏡の詳細設計、(2)第1期焦
点面観測装置の開発、(3)地盤調査を含めた現地調査とそれに基づく望遠鏡設置場所の決定、(4)参加パートナーの国際分担案の作
成、(5)建設体制案の作成。これらと共に、要素技術となる超伝導検出器技術やミリ波補償光学の技術実証を進める。2032 - 2038
年：建設フェイズ。望遠鏡の主要構造部品の製造と輸送、第1期観測装置の製造・実験室評価および輸送。2036年には現地での組み
上げ・検証（AIV）を進めると共に、運用プラン策定、データアーカイブセンターの整備を進める。2037年には科学的試験・検証
（CSV）を進め、また第1期観測提案公募を行う。科学運用期間は少なくとも10年、目標としては20年間とする。若手研究者がAIV・
CSV活動への積極に参加することを促し、また公開されたデータをもとにした解析講習会なども実施することで、人材育成に取り組
む。
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本計画では、南米アンデス山脈の高地に総面積1平方キロメートルの観測装置を建設し、南天における
PeV（可視光の1000 兆倍のエネルギー）領域宇宙ガンマ線広視野連続観測を世界最高感度で行う。
PeV 以上の宇宙ガンマ線は北半球で数例が観測されているだけで、南天のPeV 領域ガンマ線天文学を
世界に先駆けて開拓する。特に、0.01 PeV 程度までのガンマ線放射が観測された銀河系中心付近の広
がった領域は、宇宙線をPeV 領域まで加速する宇宙加速器PeVatron（宇宙線の発見以来百年以上の謎
である宇宙線の起源天体）の最有力候補である。本計画は、その領域から放射されるガンマ線がPeV
領域まで延びていることを世界で初めて実証し、PeVatron の発見を目指す。また、銀河面に沿って広
がって分布する拡散ガンマ線を観測することで、銀河系内の宇宙線の加速エネルギー限界や、宇宙線エ
ネルギー分布の場所依存性（PeV 領域宇宙線の拡散過程）を世界で初めて観測することを目指す。
その他、超高エネルギー（1-100 PeV）宇宙線の化学組成とエネルギースペクトルの測定、宇宙線中の
太陽の影の観測による太陽地球間磁場の研究や宇宙天気予報、宇宙線異方性の超精密測定による太陽圏
周辺磁場の研究など多様な研究テーマが可能である。
観測装置は、約1500台のプラスチックシンチレーション検出器を15-30 m間隔に配置した1平方キロ
メートルの地表空気シャワー観測装置と総面積5 万平方メートルの水チェレンコフ型地下ミュー粒子検
出器から構成される。宇宙線・ガンマ線の観測エネルギー閾値は0.005 PeV、視野は2steradian、角度
分解能は0.1 PeV ガンマ線で0.2 度である。地下ミュー粒子検出器により、宇宙線雑音を99.9%以上除
去する。

本申請では、広視野（約2sr）連続観測宇宙線望遠鏡である空気シャワー観測装置(面積1 平方キロメー
トル) と世界最大（5 万平方メートル) の地下(2.5m 程度)水チェレンコフ型(水深1.5m 程度)ミュー粒子
観測装置を南半球のアンデス高原に設置し、2 つの観測装置を連動してPeV 領域の最高エネルギー宇宙
ガンマ線による南天宇宙撮像を世界最高感度で10 年行う。ミュー粒子検出器を用いて、観測事象を、
ミュー粒子を含む原子核宇宙線成分とミュー粒子を含まないガンマ線成分に分離する。ガンマ線成分
は、銀河系内宇宙線が星間物質と反応して生ずる中性パイ中間子起源のガンマ線等の拡散ガンマ線源と
ガンマ線放射天体からのガンマ線点源に分離される。
シミュレーションによると、sub-PeV からPeV 領域のガンマ線が引き起こす空気シャワーでは、
ミュー粒子は1 粒子/0.1 PeV 程度しか観測されないのに対して、原子核宇宙線の引き起こす空気シャ
ワーでは、50粒子/0.1 PeV程度のミュー粒子が観測される。この観測されるミュー粒子数の違いを利用
すれば、原子核宇宙線による雑音を99.9%以上(0.1 PeV)除去することが可能となる。
本計画では、空気シャワー観測装置の地下2.5 m にミュー粒子観測装置を建設する。まず、58 平方メー
トル(面積)× 1.8 m (高さ)の鉄筋コンクリート製水槽を1 単位とするミュー粒子検出器を960単位建設し
地下ミュー粒子観測装置とする。次に、地上に1 平方メートルのプラスチックシンチレーター検出器約
1500台を15m もしくは30m間隔で配置して空気シャワー観測装置とする。
データ移送や遠隔モニター等に関するネットワークやデータ解析装置は、民製品を使用する。観測装置
の維持・管理は実験グループのメンバーが行う。

実施機関
東京大学（宇宙線研究所）、横浜国立大学、神奈川大学、宇都宮大学、信州大学、大阪公立大学、ボリビア・サンアドレス大
学、国立情報学研研究所、中部大学、都立産業技術高等専門学校、日本大学、理化学研究所、原子力機構、大阪電気通信大
学、広島市立大学、長野県工科短期大学校、メキシコ・グアダラハラ大学等で、現在のメンバーは約50人である。

実施体制
日本のホスト機関は東京大学宇宙線研究所で、役割は日本の各研究機関のハブとして観測装置の建設の中心となる。ボリビア
のサンアンドレス大学が実験場所とインフラストラクチャーを担当し、メキシコのグアダラハラ大学が解析用大型計算機シス
テムを担当している。
今後、欧米の研究機関等さらに多くの外国研究機関と国際共同していく予定である。
日本では物理の分野は女性が少ないが、本計画では女性やマイノリティー研究者を積極的に研究グループに勧誘し、ダイバー
シティに富む国際研究グループを構築予定である。特に、今後の成長が期待されるラテンアメリカで最先端の科学研究を推進
することで、ラテンアメリカ科学者の活躍を後押しする。

2028 建設準備 5億円
2029-2033 観測装置建設+部分観測 毎年10億円→10億円×5年 =50億円
2034-2043 本観測 毎年1億円→1億円×10年=10億円
いずれも日本は半分から1/3程度を負担予定。

2028 建設準備
2029-2033 地下ミュー粒子検出器+空気シャワーアレイ設置 部分観測
2034-2043 本観測
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次世代大型電波干渉計ngVLA（next generation Very Large Array）は、米国国立電波天文台（NRAO）
が計画を主導し、初期運用を経て2040 年代に本格稼働する大型共同利用施設である。口径18m と6m
のアンテナを約9,000km の範囲に合計263 台設置し、センチ波からミリ波帯の一部（約20cm から
3mm 帯）において、現在稼働中のアルマ望遠鏡及び米国JVLA の約10 倍の集光力と10 倍以上の解像度
を実現する。ngVLA はあらゆる天体を観測対象とする汎用望遠鏡であるが、以下のテーマで特に大き
な進展が期待される。まずこの波長帯の塵（固体微粒子）からの熱放射で、惑星系形成現場においてサ
ブミリ波帯では不透明化する高密度領域を見通し、地球のような岩石惑星の探索を可能とする。また、
窒素を含む大型有機分子の形成にとって最も基本的かつ重要なアンモニア分子をはじめ、様々な大型有
機分子の放射を惑星形成領域で捉え、生命発生のための初期化学条件を探究する。さらに、激しい星形
成活動の証拠をミリ波より短い波長帯で捉えた遠方銀河に対し、星の材料となる低温分子ガスからの放
射を直接検出し、宇宙開闢後、数十億年から現在に至る物質の大循環を個々の銀河構造を分解しながら
探究する。このように幅広い階層の天体形成過程の研究を格段に進展させるとともに、世界の主力電波
観測装置として新分野の広範な開拓を行なう。特に惑星系における生命起源の探究は地球惑星科学への
顕著な波及効果を生む。我が国はアルマ望遠鏡の建設・運用で築いたNRAO との連携実績を礎とし
て、他国が真似できない技術貢献を行ない、応分の観測時間を確保する。アルマ以前から注力してきた
（例：野辺山宇宙電波観測所）波長帯での次世代望遠鏡であり、科学研究の発展だけでなく、国内にお
ける若手研究者の育成や我が国独自の干渉計基盤技術の醸造にも寄与する。

ngVLA では次の5 つの主要科学テーマを掲げている。(1) 太陽系に類似した惑星系の形成過程の探究
（図1）、(2) 化学組成に着目した惑星系と生命誕生の初期条件の探究（図2）、(3) 宇宙開闢後の数十
億年から現在に至る銀河内での物質循環と進化の探究、(4) 銀河系中心領域のパルサーを使った重力理
論の検証、(5) 重力波源やニュートリノ発生源の電磁波対応天体の特定を通
じたマルチメッセンジャー天文学への寄与。これらを達成するため、口径18m のアンテナ244 台と口径
6m のアンテナ19 台を約9,000km の範囲に展開した結合型干渉計を構築する（図3）。観測装置は、
1.2GHz（25cm）から50.5GHz（5.9mm）、および70GHz（4.3mm）から116GHz（2.6mm）をカバー
する6 つの受信機バンドおよび信号伝送系と分光相関システムで構成される。
設置場所は、現在JVLA が設置・運用されている米国ニューメキシコ州を中心とし、長基線アンテナは
米国各地やメキシコへも展開される予定である他、ヨーロッパに設置したアンテナと干渉させる拡張計
画も議論されている。運用はアルマ望遠鏡やJVLA の建設・運用で優れた実績を有するNRAO が主実施
機関として行なうが、これに協力する国際パートナーも必要である。日本はアルマ望遠鏡の建設・運用
におけるNRAO との連携において幅広い実績を有しており、主要パートナーとしての参画を目指してい
る。役割分担が可能な項目も、アンテナの設計・製作という重要部分の担当をはじめ、基準信号伝送系
（フォトニクス）、受信機、ソフトウェア開発、性能試験など多岐に渡り、どれも日本の高度な独自技
術を発揮できる分野であり、国際的な訴求力が高い。国際協力体制の中で我が国の参加が実現し、主要
パートナーとして科学研究を含めた計画の推進に寄与すること
が米国からも期待されている（図4）。

日本においては、自然科学研究機構国立天文台が建設と科学運用の実施機関である。国立天文台には2019 年からngVLA 検討
グループが設置され、NRAO と協定を結んで実施内容に関する密な協議を進めており、ngVLA サイト視察、装置仕様検討や概
念設計審査等への貢献を行っている。また、国立天文台の研究者が主導的役割を担いつつも、科学検討のリーダーは大学研究
者が務めるなど、幅広い研究者コミュニティと共に、本格的な参画に向けた科学的・技術的検討を展開している。なお、計画
を主導するNRAO 側においては、日本から理化学研究所・茨城大学・名古屋市立大学・国立天文台の研究者が科学諮問評議会
（Science Advisory Council）の委員、国立天文台の研究者が技術諮問評議会（Technical Advisory Council）の委員として国
際的な議論に参画している。また、NRAO は計画の実施パートナーを国際募集しており、一部のアンテナが設置予定のメキシ
コが参加表明している他、日本に加えてカナダ・ドイツ・台湾の研究チームが参画を検討している。日本と米国の間には、特
にアルマの建設・運用を通じて確立された強固な協力体制があり（アルマでは米国が37.5％、日本が25％を分担）、日本はア
ルマ望遠鏡の科学研究・運用とのシナジーを活かしながらngVLA の中で主要な貢献を行なう。
国立天文台に設置されたngVLA 検討グループでは、現在のグループ長は30 代の若手研究者が務めており、女性研究者も含め
たチームで計画を練っている。今後もダイバーシティに配慮した体制を構築する。アルマ望遠鏡と同様に、計画は国立天文台
を中心とし、大学や研究機関、産業界との連携で実施する。これにより、大学の活性化や日本の技術開発力の底上げに寄与す
る。

現在は設計・試作・建設準備期にあたり、これを完了させて2032 年に予定されている建設開
始に備える必要がある。これら準備期の設計・試作に必要な経費を含めて（但し大部分は建
設開始後の建設予算が占める）、国際計画全体での総建設予算額は約23 億米ドルである。ま
た、建設終了後の年間運用費は国際計画全体で約0.93 億米ドルである。このうち日本は12%
～20％の貢献を想定しており、日本が分担する総建設予算額は2.5 億～4.6 億米ドル規模、運
用費は0.11 億～
0.19 億米ドル規模（10 年間で1.1 億～1.9 億米ル）、その合計は 3.6 億～6.5 億米ドル程度の
見込みでる。今後、コミュニティを交えた議論を深めて、最終的な貢献割合に結論を出す。

米国では2022 年7 月にTechnical System Conceptual Design Review、2023 年3 月にProgrammatic System Conceptual Design
Review、2024 年9 月にSystem Preliminary Design Review が実施された。これに続き、2027 年頃にSystem FinalDesign Review
が予定されている。日本側の実施スケジュールは以下の通り。
－ 設計・試作準備：2023-2027 年
－ 試作機製造・試験、建設準備：2028-2031 年
－ 建設・初期運用：2032-2040 年
－ 本格運用：2041 年以降（少なくとも2050 年代半ばまで）
我が国においては、計画全体を前進させて日本の観測時間を確保するためにも、2030 年代前半以降の建フェーズに先立ち、設計・
試作準備と試作機製造・試験の二段階を踏むことが理想的である。まず2023-2027 年は、建設期における日本の主要分担部分となる
アンテナ（直径18m と6m のアンテナを最低30 台から最大53 台、長基線長アレイを中心とする貢献）や、マイクロ波フォトニクス
技術、受信機等の設計および試作を継続・発展させる。これらはngVLA の建設期における日本の貢献の礎となるだけでなく、開発さ
れた技術はアルマや日本VLBI 観測網、大学プロジェクトといった既存・将来の電波干渉計装置にも適用可能で汎用性が高い。2028
年以降に、国産のプロトタイプアンテナを日本国内に建造し、システム搭載試験や性能実証を兼ねた試験科学観測
を行なう。その後、2030 年代の本格的な望遠鏡建設へと進む。なお、日本の本格的な建設への貢献はTMT 建設の後となる見込みで
ある旨、米国側でも認識されている。なお、米国側でもngVLAの本格建設はUS-ELT 建設後となる見込みである。
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PhoENiX 154

太陽X線・
ガンマ線
観測衛星
PhoENiX

約180億

本PhoENiX計画 （正式名称：Physics of Energetic and Non-thermal plasmas in the X-region） は、
太陽フレアをはじめとする、太陽での高エネルギープラズマ現象を観測・研究対象とし、人工衛星を用
いてX線とガンマ線を観測する計画である。その大目的（ビション）は、「高いエネルギーにまで達す
るプラズマ加速現象の普遍性と、太陽や恒星におけるプラズマ加速現象が惑星の環境と居住可能性に与
える影響を理解する。」ことである。
このビジョンの実現に向け、PhoENiX計画では、
・太陽において、プラズマはどのようにして超高温にまで加熱されるのか？
・太陽において、粒子はどのようにして加速・輸送されるのか？
・太陽において、粒子のエネルギーはどのように熱的・非熱的成分に分配されるのか？
という３つの科学目標を設定した。
そのために、高いダイナミックレンジ（明るい場所も暗い場所も同時に観測できる能力）を確保した軟
X線～硬X線の2次元集光撮像分光観測（空間、時間、エネルギー分解能を同時に有する観測）と、高精
度の硬X線～軟ガンマ線の偏光分光観測（時間、エネルギー分解能と偏光診断能力を同時に有する観
測）を行う。これらの観測手法を用いた太陽の観測は、世界初の試みであり、高精度ミラーと高速度カ
メラ・高精度検出器といった日本が持つ最先端国産技術を用いて実現する。衛星の打ち上げは、第26
太陽活動周期の前半から極大期付近にかけて（2033年頃以降）を目指している。
本計画は、宇宙航空研究開発機構・宇宙科学研究所の公募型小型計画の枠組みの中で実施する計画で、
理学分野（太陽物理学、地球惑星磁気圏プラズマ物理学、高エネルギー宇宙物理学、実験室プラズマ物
理学）の研究者ら加え、計画推進に必要な技術を持つ工学分野の研究者らも加わり分野間連携の体制で
実施する。

本計画の科学目標は、次の3つである。
・太陽において、プラズマはどのようにして超高温にまで加熱されるのか？
・太陽において、粒子はどのようにして加速・輸送されるのか？
・太陽において、粒子のエネルギーはどのように熱的・非熱的成分に分配されるのか？
そのために、高いダイナミックレンジを確保した軟X線～硬X線の2次元集光撮像分光観測と、高精度の
硬X線～軟ガンマ線の偏光分光観測を行う。このような太陽の観測は、本計画が世界初となる。
軟X線～硬X線の2次元集光撮像分光観測では、鏡を使ってX線を集光する。これにより高いダイナミッ
クレンジと高い空間分解能を確保する。鏡は、軟X線用には高い空間分解能を達成するためにガラス研
磨型の高精度ミラーを、硬X線用には高い感度を重視し電気鋳造型の高精度多重化ミラーを用いる。そ
して鏡で集光したX線を、高速度2次元検出器を使ったカメラによって高速連続露光することで、X線光
子の位置・時間・エネルギー情報を光子毎に計測する。検出器は、軟X線用にはエネルギー分解能を重
視しシリコンCMOS検出器を、硬X線用には高い感度を重視しCdTe両面ストリップ検出器を用いる。
また、硬X線～軟ガンマ線の偏光分光観測には、コンプトンカメラとアクティブシールドを用いること
で、高精度の偏光測定を実現する。
このように、高エネルギープラズマが放つ軟X線～軟ガンマ線という広いエネルギー帯域の光子を計測
することで、高エネルギープラズマの物理状態を調査し、太陽における粒子の加熱・加速・輸送・エネ
ルギー分配の理解を目指す。そのためには軟X線～軟ガンマ線が観測可能な宇宙空間に観測装置を配置
する必要があり、衛星を用いた定常的な太陽観測プラットフォームを構築する。
取得したデータは、数値計算や実験室でのプラズマ実験などの結果と比較しながら、科学成果の最大化
を目指す。

本計画の実施体制は、宇宙航空研究開発機構・宇宙科学研究所（以下、ISAS/JAXA）の公募型小型計画の枠組みの中で構築す
る計画である。従って、実施機関としては、ISAS/JAXAを想定している（計画の採択後にISAS/JAXA内に体制が構築される予
定）。
現在は、ISAS/JAXA理学委員会内のワーキンググループ（以下、WG；2017年9月に設立）を母体として、本計画を検討・提
案する活動を行っている。このWGには、理学分野（太陽物理学、地球惑星磁気圏プラズマ物理学、高エネルギー宇宙物理
学、実験室プラズマ物理学）の研究者ら加え、計画推進に必要な技術を持つ工学分野の研究者らも加わり、総勢約60名が参加
している。メンバーの年齢構成は30代から60代に渡っている。女性研究者は相対的に数少ないが、ミッション検討にあたって
の重要な科学的検討を担当するなど、グループ内で核心的な役割を果たしている。また、約10名が海外の研究機関に所属して
いる。これ以外に大学院学生が教育活動として検討や実験に参加している。以下が、WGを率いるメンバーである。
・Principal Investigator：成影典之（国立天文台）
・Project Scientist：岡光夫（カリフォルニア大学・バークレー校）
・ミッション・システム検討：松崎恵一（ISAS/JAXA）、渡辺伸（ISAS/JAXA）
・軟Ｘ線撮像分光装置責任者：坂尾太郎（ISAS/JAXA）
・硬Ｘ線撮像分光装置責任者：萩野浩一（東京大学）
・軟ガンマ線偏光分光装置責任者：深沢泰司（広島大学）
加えて、このWGには、大学からも、東京大学、名古屋大学、広島大学、大阪大学などの研究室が組織的に参加している。ま
た、自然科学研究機構・国立天文台との協力体制の構築も視野に入れている。そして、国際協力パートナーとして、米国・
NASA・マーシャル宇宙飛行センター、米国・NASA・ゴダード宇宙飛行センター、米国・ミネソタ大学、米国・カリフォルニ
ア大学バークレー校、米国・コロラド大学ボルダー校・大気宇宙物理学研究所、スイス・北西スイス応用科学大学、ドイツ・
ポツダム天体物理天文台が参加している。

【総経費】約180億円（概算；日本負担分）
※ 検討～2年間の運用に必要な日本負担分の総経費。運用を延長する場合は別途経費が必
要。
【内訳】※《》内に獲得している、もしくは、想定している財源を記載
・ミッションコンセプト提案～運用（2027年頃～2037年頃）： 180億円（概算；日本負担
分）
《ISAS/JAXAの公募型小型計画の枠組みの中で実施予定》
・延長運用（2038年頃～）： 年間0.3～0.5億円（概算；これまでの太陽観測衛星の実績で
は、10
年程度運用を延長している。）《ISAS/JAXAに予算申請して実施する予定》

・ミッションコンセプト提案（2027年頃）
・観測装置デザイン、製作、試験（2028年頃～2035年頃）：計画の採択後、本格的に計画を推進する。このフェーズに入れば、本計
画専任の教員と研究員を若干名採用できる可能性がある。《公募型小型計画の枠組みの中で実施予定》
・打ち上げと観測開始（2036年頃）： 打ち上げと初期運用、初期観測の実施。《公募型小型計画の枠組みの中で実施予定》
・運用（2036年頃～2037年頃）： 主に太陽フレアの観測。ミッション期間は2年間。《公募型小型計画の枠組みの中で実施予定》
・延長運用（2038年頃～）： 太陽フレアを主たる観測対象として運用を実施するが、太陽の静穏領域や黄道面近くの天体も観測
し、科学成果の拡大を図る。延長運用については、データの利用状況や論文の創出実績を見ながら適宜予算を獲得し、実施してい
く。これまでの太陽観測衛星の実績では、観測機器は10年程度運用できている。《ISAS/JAXAに適宜予算申請し実施する》
・運用中～運用終了後： 本計画で立ち上げた分野間連携の枠組みを活かし、次の計画の立案・実現へと移行させることで、サイエン
ス・技術・人材の継続性を確保する。

PRIMA (新規)

冷却宇宙
望遠鏡
PRIMAに
よる赤外
線天文学
の革新

約1500
億円);
日本負
担分は
約10億
円(現
状案)

冷却宇宙望遠鏡PRIMAを国際協力により実現させ、赤外線天文学を刷新する。2026年にNASA Probe
missionとして最終選抜され、2031年末に打ち上げることを目指す。直近のハーシェル宇宙望遠鏡の運
用終了から約20年ぶりとなる遠赤外線宇宙望遠鏡により従来を圧倒する感度での赤外線観測を可能に
することで、(1)惑星形成の初期状態、(2)銀河と巨大ブラックホールの進化、(3)重元素とダストの生
成・進化、という3つの課題を主とする多様な天文学・宇宙物理学の課題の解明に取り組む。日本はこ
れまでスペース赤外線天文学の分野において、1995年打上の赤外線宇宙望遠鏡IRTS、2006年打上の
「あかり」赤外線天文衛星、赤外線宇宙望遠鏡SPICAに向けた検討などの経験を蓄積してきている。こ
の経験や実績を活用し、PRIMAに対して、サイエンス活動・美笹局によるデータ受信支援・PRIMA冷
却システムへの18Kシールド提供・分光装置FIRESSの冷却光学系の試験と評価への参加、の4項目の貢
献による正式参加を目指す。この正式参加により、PRIMAの科学観測時間の25%を占めるPrincipal
Investigator (PI)観測の検討・準備・科学成果創出に日本が加わることができる。一方、残る科学観測
時間で実施するGeneral Observer (GO)観測によっても日本から多くの科学成果を創出するため、波長
や分野の枠を超えた幅広い研究者コミュニティの準備活動や組織化を進める。

NASAが新たに設置したスペースミッションのカテゴリーであるProbe missionの最終候補となっている
PRIMA宇宙望遠鏡を国際協力により実現させ、赤外線天文学を刷新する。PRIMAは4.5Kに冷却した口径
1.8mの宇宙望遠鏡であり、約25-250μmの波長範囲について、2つの観測装置(分光装置FIRESSおよび
撮像装置PRIMAger)を用いて、従来よりも1桁以上の感度・効率で撮像・分光・偏光観測を行う。2031
年末の打上を目指した検討活動が行われており、打上後のノミナルな運用期間は5年間を想定してい
る。主要なサイエンスゴールとして、(1)惑星形成の初期状態、(2)銀河と巨大ブラックホールの進化、
(3)重元素とダストの生成・進化、という3点について解明することを掲げている(PIサイエンス)。
PRIMA日本チームとしては、サイエンス活動・美笹局によるデータ受信支援・PRIMA冷却システムへの
18Kシールド提供・分光装置FIRESSの冷却光学系の試験と評価への参加、の4項目の貢献により、日本
がPRIMAに正式参加することを計画している。この正式参加により、PRIMAの科学観測時間の25%を占
めるPI観測の検討・準備・科学成果創出に日本がメンバーとして加わることができるようになる。一方
で、PI観測データを用いてPIサイエンス以外の科学課題に取り組むGuest Investigator (GI)サイエン
ス、およびPRIMAの科学観測時間の75%を占めるGeneral Observer (GO)観測に基づくGOサイエンスに
ついても、日本から多くの科学成果が創出できるように、波長や分野の枠を超えた幅広い研究者コミュ
ニティの準備活動や組織化を進める。

PRIMAはNASAのProbeミッションとしての実施を想定している。PRIMA全体のPIはJason Glenn (GSFC)であり、NASA
ジェット推進研究所(JPL)がホスト機関として実施に責任を持つ。日本のチーム(PRIMA-J)は宇宙科学研究所の戦略的海外共同
計画としてPRIMAに参加することを想定し、稲見華恵(広島大学)をPRIMA-J PI、田村隆幸(ISAS)をPRIMA ISAS検討チーム長
とする体制で検討を進めている。このPRIMA ISAS検討チームは、冷却系チーム・通信系チームを含む約10名体制となってい
て、より広くコミュニティーの参加により組織しているPRIMA-Jチームには現状で技術系・科学系の両方を含めて約50名が参
加している。戦略的海外共同計画とは宇宙科学研究所のミッションカテゴリーのひとつであり、日本のヘリテージを活用する
ことによる海外ミッションへのパートナーとしての参加や国際宇宙探査の観測機器の搭載機会等を活用するなど多様な機会を
最大に活用し成果創出の最大化を図るための枠組である。PRIMA-Jは光学赤外線天文連絡会(GOPIRA)を推進母体とするが、
PRIMA-Jチームは光学赤外線分野に閉じず幅広い波長帯の研究者、理論研究者、惑星科学分野や基礎物理分野の研究者など多
様な背景を持つ研究者の参加を得て活動を進めている。このPRIMA-Jチームのサイエンス活動の例として、PRIMA GO
Science BookやJATIS誌PRIMA特集号へのPRIMA-Jチームメンバーによる多くの原稿掲載や、銀河微細構造輝線観測・アスト
ロケミストリーといったトピックごとに集中的な議論を行う研究集会などを行ってきている。なおダイバーシティの観点で
は、PRIMA-Jチームで主導的立場にある12名のうち3名が女性と、天文学・宇宙物理学分野のプロジェクトとしてはジェン
ダーバランスが取れた体制となっている。

施設計画として提案している学術研究構想であるPRIMAは、NASA Probeミッションとして
2031年末の打上およびその後5年間のノミナル運用の実施を想定しているが、この製作およ
び運用に必要な総費用として約10億ドル(約1500億円)を見込んでいる。日本はPRIMAに対し
て約10億円の経費により参加することを検討している。

PRIMAは現在、PIであるJason Glenn (GSFC/NASA)を中心として概念検討による計画提案書の作成が国際協力の下で進められてい
る。この提案書を2025年12月にNASAに提出する。その後、2026年に最終選考が行われる予定である。ここで本計画が選定された場
合には、2026年から衛星の設計、コンポーネントと衛星の製造、試験が開始される。その後、詳細設計レビュー、製造完了、総合試
験などを行うフェーズへと進み、2031年末に打ち上げ予定である。打ち上げ後は、機器の動作確認の後、ノミナル運用期間として5
年間の観測が計画されている。この運用期間の間に、科学観測時間の25%を使ってPI観測を実施し、残る75%の時間を使って公募型
観測(共同利用観測)であるGO観測を実施する。また、PI観測で得られたデータを使ってPIサイエンス以外の多様なサイエンスを実施
する枠組であるGuest Investigator (GI)サイエンスも推進する。日本では、国内研究者の意見をPI観測の計画に反映し、また、GIサ
イエンスやGO観測の成果創出につながるよう、数年前から研究会やワークショップなどを開催しており、今後も開催予定である。
また、GO Science Bookにも国内研究者が寄稿し、日本のビジビリティ向上につなげている。
さらに、JAXA宇宙科学研究所の戦略的海外共同事業として、項目27で示した4つの貢献において、国際パートナーの一つとして本プ
ロジェクトに参加することを目指している。PRIMAのProbeミッションとしての選定後には、日本担当コンポーネントのEMおよび
FM製作、さらにアメリカへの納入や、データ受信システム部分の設計、改修、試験をPRIMAの打ち上げ前に行う。打ち上げ後は、
JAXAの地上局でデータ受信の一部を担う予定である。
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国際電波
望遠鏡計
画SKAOに
よる現代
天文学の
開拓

2021年
から
2030年
までの
建設費
は1117
M€、
同期間
の運用
費は
905 M
€。
2031年
以降の
建設・
運用費
は未

Square Kilometre Array Observatory(SKAO)は世界16カ国の協力で建設中の国際共同利用天文台であ
る。世界最高性能のメートル波・センチメートル波電波干渉計を南アフリカとオーストラリアに建設
し、運用する。本構想が対象とする第1期システムは、従来の10倍近い感度および空間分解能を達成す
る望遠鏡を2030年代に運用開始し、機能拡張を経て半世紀近く継続する。この波長の電波の観測は、
これまでに数多くの天文学上の偉大な発見に貢献しノーベル賞を複数輩出してきた。SKAOでは宇宙初
期の天体形成の解明や磁場の起源、重力理論の検証など、この波長でなければ達成できない科学目標に
挑む。電波天文学の経験と実績が高く評価される日本に参加が強く求められている。　日本では2008
年に有志の研究者が活動を開始し、支持母体は日本SKA協会、VLBI懇談会、そして宇宙電波懇談会を
合わせて500名規模、所属機関は全国で40を超える体制にある。科学面では「宇宙再電離」「宇宙磁
場」「パルサー重力理論」を３大科学目標に定めて、世界のSKA先行機による国際協力を進めている。
技術面では性能出し(AIV/CSV)やSKA地域センター(SRCNet)において貢献中である。日本は建設・運
用に総額87.5億円、その後は年4.7億円程度を貢献したいと考える。SRCNetおよび国内経費を加える
と、建設に総額100億円、運用は年7億円程度である。名古屋大学が実施機関となって国立天文台が支
援し、国内の大学・研究機関とも役割を分担し貢献する。日本の研究者にSKAOの観測機会を供し、世
界最高水準の成果を上げながら、人材育成や人的交流による研究力強化を狙う。SKAOは情報技術や省
エネルギー技術の革新で社会波及効果が見込めるだけでなく、発展途上国の開発や国際交流・協力とし
ての価値も高い。

SKAOはメートル波からセンチメートル波の電波観測が鍵となる宇宙の謎の解明を目的とする。SKAO
の最終目標の約10%を先行して建設する第1期システムは、現存する世界最大級の望遠鏡より10倍近い
感度と10倍近い解像度を達成する。周波数50MHzから350MHzの電波は、最大65kmの範囲で西オース
トラリアに展開されたLOWと呼ばれるアンテナ約13万基にて観測され、周波数0.35GHzから15.4GHzの
電波は、最大150kmの範囲で南アフリカに展開されたMIDと呼ばれるアンテナ133台および64台の先行
機MeerKATが組み合わされて観測される。LOWは常温の受信機1台、MIDは異なる周波数を受信する極
低温(20K)受信機4台を搭載する。周波数や時刻の標準は局のマスタークロックを基準に信号は配信さ
れ、各アンテナの生成装置で各部に同期がとられる。電力は新規敷設する電力網から購入され、一部は
蓄電設備を備えた大型の太陽光発電施設を設置し供給される。　LOWとMIDはイギリスにあるSKAO本
部から一体的に運用される。望遠鏡で受信した信号は敷設した光ファイバー網を使って中央信号処理施
設に運ばれ、高速かつプログラマブルな信号処理装置が複数の観測モードを同時処理する。処理された
データはパースとケープタウンに設置される科学データ処理施設のスーパーコンピューターに運ばれ、
電波画像等の科学データに準実時間で解析される。この世界最大級かつ複雑なシステムを、多種の試験
の立案と実行から成るAIV/CSVによって、当初要求している性能を満たすように調整する。解析された
データはSRCNetに既存の海底ケーブル網を活用して転送され、分散管理される。そのデータ量は年間
で1エクサバイトと推定される。ユーザーはSRCNetに遠隔から接続し観測データと計算資源を得ること
ができる。

SKAOは、その巨大な計画を安定的に統治するために、欧州原子核研究機構(CERN)や国際熱核融合実験炉(ITER)のような、条
約にもとづく政府間機構である。意思決定はSKAO評議会が行っている。評議国はSKA条約を批准したオーストラリア、カナ
ダ、中国、ドイツ、インド、イタリア、オランダ、ポルトガル、南アフリカ、スペイン、スウェーデン、スイス、イギリスの
13カ国である。加えて、フランスと韓国は2025年中にも条約批准のプロセスを完了させる見込みである。日本は長年に渡りオ
ブサーバ国として参加への興味を示し、条約には加わらない参加(連携国)を想定している。日本の参加意思およびその方法に
はSKAO評議会の理解を得ている。SKAOでは職員が科学・設計・運用計画などの部門に組織化されて働いており、英国本部
に200名程度、各サイトにそれぞれ50名前後の職員を配している。　日本では、名古屋大学理学研究科附属南半球センターの
更新にあわせ設置する「次世代電波観測研究部門」が、資金管理、地域センター運営、科学検討などに責任を持つ予定であ
る。これを支援するプロジェクト室を国立天文台に設置して、マネジメント、外交交渉、技術貢献を、一部名古屋大学への出
向なども実施して担当する。この2機関でスタッフは建設最盛期に40名程度、その後の運用期には30名程度を見込む。SRCNet
の日本ノードは名古屋大学に設備し、名古屋大学主導で進めていく。技術貢献では、国立天文台に加えて名古屋大学、石川県
立大学、山口大学、熊本大学、鹿児島大学がAIV/CSVに貢献中でこれを継続する。受信機の開発は大阪公立大学や宇宙科学研
究所が貢献中であり継続する。コンプレッサ・デジタイザ・VLBIバックエンドは国立天文台と関連企業が担当し、デジタイザ
では熊本大学の参画も画策中である。　日本には、日本SKA協会（登録約280名）を中心に、VLBI懇談会(約150名)、そして宇
宙電波懇談会(約350名)の一部重複するコミュニティからの支持を受けて、500名規模・40機関以上の多様な研究者コミュニ
ティを基盤とした体制がある。そのコミュニティを巻き込んだ体制を拡充していく、例えば人事交換プログラムを開発したり
若手ポストを創設したりすることによって、国立天文台や大学間での人的交流も促進し、競争力の強化と若手研究者の育成を
目指す。

2021年から2030年までの第一期システムの建設から初期運用までの総経費は2022M€、内訳
は建設費に1117M€、運用費に905M€である。2031年以降の定常運用経費は当初年間123M€
と積算されたが、計画の遅延に伴い現時点では未定である。SRCNetの建設経費は、2021年
から2030年までに250M€、その後の運用経費に年間35.4M€と推定する。　望遠鏡へのアク
セスの機会(観測時間の配分)は建設・運用への貢献度に準じるというポリシーと、日本の研
究者コミュニティの大きさと科学計画から、日本は目標値として2%程度の貢献を行い、それ
に応じた観測時間を得たいと考えている。そのうえで立案した実施計画では、為替レートを
170円/€と想定すると、所要経費は100.53億円である。内訳は、第一期システムの建設およ
び開発に87.51億円、SRCNet日本ノードの開発運用に7.79億円、そして国内経費に5.23億円
である。日本の運用経費は年間7.24億円である。内訳は第一期システムの建設運用経費
（4.67億円）、SRC運用経費（1.26億円）、国内経費（1.22億円）である。

第一期システムの建設は、アンテナ、信号処理および科学データ処理の設備を段階的に増やしながら進捗する。2025年8月現在、
AA0.5と呼ばれる最小アンテナアレイの建設がLOWは終了しMIDは実施中である。今後AA1, AA2, AA*, AA4と拡大していく。AA2の
段階で当該周波数において世界最高性能に至り、AA*やAA4にて従来よりも飛躍的な性能を獲得する。科学実証(CSV)はAA2のLOW
で2027年前半、MIDで2029年前半を予定し、AA*のCSVはその2年後を予定する。AA*の最初の公募観測が、LOWで2030年、MIDで
2032年に予定し、大規模掃天観測はそれから3年後に開始する。AA*の運用と並行してAA4の建設に進む。　日本は大型予算獲得以前
から、国立天文台SKA1サブプロジェクト予算および外部資金、後述するSKA1サブプロジェクトメンバー25名および研究者コミュニ
ティの資源にて、SKAOとの参加交渉、科学事例検討、AIV/CSVとSRCNetへの貢献、そして技術開発・検討を進める。特に
AIV/CSVへの人的貢献は、現在は3フルタイム当量(FTE)であり、外部資金獲得後はさらに3FTE前後増やす。そして最速では2028年
度、遅くとも2034年度の予算措置を目標として、AA*からAA4へ拡大する際、MIDアンテナ60台分の受信機・デジタイザ・コンプ
レッサー等の調達に関わる。運用へ移行後は、評議会出席などの国際運営、科学研究の推進と奨励、SRCNetの運用と保守、ユー
ザー支援、観測装置の保守、そして第二期に向けた開発検討を進める。コミュニティが参加を支持する限り、SKAOへの参加を継続
する。　なお、大型予算獲得の厳しい状況を踏まえ、中規模な予算が獲得できる際には、2%よりも少ない規模であっても、緊急性あ
るいは優先度の高いものより貢献を開始していく意向である。
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次期太陽
観測衛星
計画：
SOLAR-
C(高感度
太陽紫外
線分光観
測衛星)

235

ビジョンとして述べた、宇宙に如何にして高温プラズマが作られ、太陽が如何にして地球や惑星に影響
を及ぼしているのかという命題を探求するため、「SOLAR-C」計画は、太陽表面から太陽コロナ・惑
星間空間までのエネルギーと質量の輸送を理解し、宇宙プラズマの中で普遍的に起きている基礎物理過
程を検証する。太陽の磁気活動は、基本となる微細な構造間で受け渡される磁気エネルギーを源泉と
し、彩層やコロナという高温の大気を形成し、太陽面の大規模爆発現象から惑星間空間を乱す擾乱を生
み出すと考えられている。これらの成因を理解するため、基本となる磁気構造を広範な温度領域で追跡
し、それらの運動や相互作用を通して、磁気エネルギーの輸送過程や散逸過程を定量化することを目的
としている。観測装置として極端紫外線域の高分散撮像分光器を用い、太陽を長時間観測できる太陽同
期極軌道から、太陽大気の彩層から太陽コロナに至る温度領域を隙間なく観測する。太陽大気全体にわ
たり、プラズマのダイナミックな現象に追随するため、観測装置は以前に飛翔したものに較べておよそ
1桁以上の性能（空間・時間分解能、波長範囲）向上を見込む。本計画は、2020年代の後半にJAXA公
募型小型として実現することを目指す計画である。日本の太陽研究者コミュニティが第一優先で取り組
む計画であり、米国・欧州からの参加を得て実現する国際プロジェクトである。

本計画の目的は、太陽物理学の最も基本的な問題である磁場とプラズマの相互作用が太陽活動をどのよ
うに引き起こすのかを明らかにする事である。従って、本計画の科学目標は：I. 太陽大気・太陽風を形
成する基礎物理過程、II. 太陽大気の不安定化と太陽フレア・プラズマ噴出を引き起こすエネルギー解放
過程を解明することにある。そのため、A. 彩層からコロナにわたる太陽大気の全温度層を同時に切れ目
なく観測する、B. 太陽大気の基本構造とその変化を高空間・時間分解能で追跡する、C. 太陽大気で起
きている基礎物理過程の分光情報を獲得する、以上3つを同時に実現する極端紫外線撮像分光望遠鏡
EUVSTをJAXA公募型小型衛星に搭載する。

EUVSTは、A) 17-128 nmの波長帯を、B) 空間分解能0.4秒角、時間分解能0.5秒でデータ取得し、C) 2
km/sの視線速度変化を検出することができる高性能分光観測を行う。17-128 nmの波長域は、彩層から
遷移層・コロナ、そしてフレアで生成される超高温プラズマまでの広い温度帯（2万度から1500万度）
を隙間なく分光観測できる輝線が存在する波長域である。コロナ観測における空間分解能0.4秒角は、今
まで実現された分光観測に比べ7倍高く、太陽観測衛星「ひので」が太陽表面の画像観測で実現した空
間分解能とほぼ同じである。高い時間分解能は、従来の観測に比べ数10倍高い有効面積を持つことで実
現される。

衛星総重量は約600 kgであり、これをイプシロンSロケットで太陽同期極軌道に投入する。軌道上にお
ける定常観測期間は2年を予定し、JAXA宇宙科学研究所にて衛星管制・科学運用を行う。取得される観
測データは地上受信局で受信され、名古屋大学で運営されるサイエンスセンターで科学者に向けたデー
タ配信と解析が行われる。

SOLAR-CはJAXAの公募型小型衛星として実現する計画であり、そのため実施主体はJAXA宇宙科学研究所となる。宇宙科学研
究所が本計画の全般を統括し、衛星およびミッション装置EUVSTを開発する。国立天文台は、「ひので」衛星搭載光学望遠鏡
の開発実績や豊富な経験をもとに、EUVST望遠鏡開発において主導的な役割を行う。飛翔後の衛星運用は宇宙科学研究所にお
いて実施され、EUVSTが実施する科学観測の立案等には国立天文台や全国の大学に所属する関連分野の研究者や大学院生が参
加する。また、名古屋大学宇宙地球環境研究所（ISEE）は、地上にダウンリンクされた観測データを較正したり、データ解析
を行う環境を全国の研究者に提供するサイエンスセンターを運営する。京都大学附属天文台は、SOLAR-Cと協働して行う国内
外の地上観測をコーディネートする。また、東京大学理学系研究科の研究グループをはじめとして、全国の理論研究者は連携
して、SOLAR-Cが取得する観測データを解釈する上で重要となる数値計算を行う。これらの研究機関および全国の大学（上記
のほか核融合科学研究所・防衛大学校・新潟大学など）から、若手研究者や女性研究者を含む約30名がSOLAR-C計画の準備
検討に参加している。特に、「ひので」開発経験のあるシニア研究者だけでなく、若手ポスドク研究員が検討開発の中核メン
バーとして多数参加している。本計画は、国内の太陽研究者コミュニティである太陽研究者連絡会（会員約200名）から「最
優先に実現するべき計画」と位置づけられ、コミュニティの総意を得て推進され、飛翔後の科学研究推進に全国の関連研究者
が広範に参加する。

また、本計画は、JAXA主導の国際協力ミッションとして米国（NASA）および欧州（ESAおよびドイツ・フランス・イタリ
ア・スイスなどの各国宇宙機関）が参加し、望遠鏡に搭載する検出器や分光器コンポーネントなどを提供する。開発における
課題を共有し、プロジェクトマネージャが適切に判断を下すための国際的アドバイスを得る仕組みとして国際調整委員会を、
研究者コミュニティと計画を繋いで科学成果創出活動の推進を主導するために科学ワーキンググループを設置し、国際連携を
円滑に進める体制を構築している。

本計画は、JAXA宇宙科学研究所が国際ミッションとしてJAXA公募型小型衛星カテゴリのもと
で開発実施される。日本は、衛星システムの開発、観測装置EUVSTの望遠鏡部分を中心とし
たハードウエアの開発、イプシロンSロケットの調達を行う。日本が支出する総開発費は予備
費を含め235億円(令和7年3月時点)である。この内訳は、衛星システムおよびEUVST望遠鏡
開発およびロケット調達からなる建設費232億円(予備費22億円を含む)、およびノミナル2ヵ
年の軌道上運用を行うために必要になる運営費約3億円である。

この日本の支出経費の他に、米国および欧州各国が分担製作する分光器コンポーネントの開
発費や極域地上局でのデータ受信経費を負担する。

本計画では科学目標IIとして太陽フレア・プラズマ噴出の発現機構解明を目指しており、これを実現するためには、太陽黒点が頻繁
に出現する活動極大期から、地球環境に多大な影響を及ぼす太陽フレアが経験的に発生しやすい活動下降期にかけての観測が望まれ
る。そのため、打上げ目標を2028年度（2028年11月）に置く。計画の実施は、JAXAにおけるミッション定義に従って行われる。現
在までに、予定する米国および欧州の宇宙機関からの参画コミットメントの確認完了、開発着手のために必要となる概念設計検討や
試作品による技術成立性検証、ミッション定義審査(MDR, 2022/7に結審)、システム要求審査(SRR, 2022/12に結審)、システム定義
審査(SDR, 2023/12に結審)を経て、JAXAプロジェクトチームが2024年3月に発足、現在衛星システムおよびEUVST望遠鏡の開発を
進めている(Phase B/C/D)。フライト品の組立調整・試験は2026年度から開始され、2027年度中の完成を目指し開発を進める。射
場における試験および打上げは2028年度を予定している。打上げ後、軌道上での性能評価を行なった(期間: 4ヶ月)後に、2年間のノ
ミナル観測を行う(Phase E)。ノミナル観測の終了後、すなわち2030年度にJAXAプロジェクト終了審査が行われる。JAXA宇宙科学
研究所の観測運用延長審査により認められた場合に、後期運用として観測が継続される。軌道上での性能評価および得られた観測
データに必要なキャリブレーション作業が施されたのちに、速やかに公開され、科学成果創出に関わる研究活動が国内および海外で
広範囲に推進される。
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遠鏡計画
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ビッグバンで始まり膨張を続ける宇宙では、星、銀河、大規模構造が作り出されるとともに、星の核融
合等で多様な元素が生成されてきた。この全貌を理解し、惑星の形成と生命誕生を探ることは人類の究
極の課題である。これに挑む基幹観測施設として、地上観測の最適地であるハワイ島マウナケアに国際
協力で口径30mの光学赤外線望遠鏡TMTを建設する。TMTは赤外線波長で0.01秒角の解像度、約30等
級の点状天体を検出できる感度を実現する。これは従来の10m級望遠鏡を解像度で3倍、感度で100倍
上回る圧倒的な性能である。これを活かし、太陽系以外に生命が存在する可能性がある地球型惑星を直
接撮像して表面の植物等の存在を探るとともに、分光観測により惑星大気における酸素分子等の生命に
関連する物質の検出に挑む。また初期宇宙の天体形成史の解明の鍵となる、宇宙で最初に生まれた星か
らの光を直接検出する。さらに、宇宙膨張史を銀河間物質の速度(赤方偏移)の時間変化という直接的な
方法で測定し、膨張の要因とされるダークエネルギーの性質を明らかにする。これらには北半球で唯一
の超大型望遠鏡となるTMTの実現が不可欠である。
2014年に建設と運用を統括するTMT国際天文台(TIO)を設立し各国の役割分担を決めた。日本は枢要部
分である望遠鏡本体と制御系、主鏡分割鏡、観測装置の主要部分を担当し、望遠鏡の設計を完了して製
造図面の作成を行うとともに、主鏡も量産段階にある。大学共同利用に向け、広域探査能力に秀でたす
ばる望遠鏡で地球型系外惑星や超遠方銀河の候補を検出し、TMTで高感度・高解像度観測するという
独自の観測戦略を推進できる運用体制を整備する。約50年の運用を予定し、上記の挑戦的課題に取り
組むとともに、観測装置の更新を行うことで最高性能を維持し、天文学と関連学術分野の発展に寄与す
る。

ハワイ島マウナケア山頂域に超大型望遠鏡TMTを建設する。TMTは紫外線・可視光・赤外線（波長0.3
～28ミクロン）を観測する光学赤外線望遠鏡で、492枚の分割鏡で構成される30mの主鏡は、すばるを
はじめとする従来の大型望遠鏡口径を3倍以上上回り、集光量は10倍以上となる。地球大気による擾乱
の影響を補正する補償光学装置を用いることにより波長1ミクロンで0.01秒角の解像度を実現し、星な
どの点光源に対しては従来の望遠鏡の100倍以上の感度を達成する。これにより、次項に詳述する太陽
系外の地球型惑星における生命関連物質の探査や初期宇宙の天体形成の解明等の挑戦的課題に取り組
み、天文学だけでなく物理学、惑星科学等の関連分野の発展や、宇宙における生命の理解をめざす新た
な学問領域の開拓に貢献する。
建設は国際協力で進める。2014年に合意書を締結して望遠鏡建設と運用を担うTMT国際天文台（TIO）
を設立し、建設における各国の役割分担を決めた。日本は建設の要となる望遠鏡本体構造および制御系
の詳細設計、製作、現地据付および試験を行う。また、交換用を含めて574枚におよぶ主鏡分割鏡材を
製造するとともに、分割鏡の研削・研磨、外形加工、支持機構への搭載作業の一部（175枚）を担当す
る。科学運用開始時に3機の観測装置の搭載が予定されており、日本はその主要部分の設計、製作、試
験を分担し、とりわけ惑星科学・生物学分野からも期待が高まっている太陽系外惑星研究を加速する赤
外線観測装置を日本の研究者が主導的な役割を果たしながら設計・製作する。建設における貢献割合に
応じて配分されるTMTの観測時間をすばると一体的に日本の大学共同利用に供することで、高い広域探
査能力を持つすばると高感度・高解像力を持つTMTの特徴を活かした効率の良い連携観測を推進して、
独自性の高い科学成果を創出する。

TMT計画の目的や意思決定の原則、TIOの設立と運営、各パートナーの役割分担と権利等を定めた合意書を締結済みである。
署名した最終責任機関は、日本の自然科学研究機構、米国カリフォルニア大学・カリフォルニア工科大学、カナダ国立研究機
関、インド科学技術庁である。現在、米国連邦予算によるNSFの正式参加に向けたプロセスが進んでおり、NSFによる予算措
置後に執行機関となる米国天文学大学連合(AURA)は、現在TIO準パートナーである。各パートナーからの代表が貢献に応じた
投票権をもってTIO評議員会を構成し、スケジュールや予算等の運営方針を決定する。TIOは建設計画全体を統括し、完成後に
は望遠鏡の運用を担う。日本は現段階から人的貢献としてTIOに職員を派遣してトップマネジメントや、望遠鏡や観測装置の
据付調整試験等で重要な役割を果たし、完成後の運用を主導する。
日本の分担箇所の実施統括には国立天文台があたり、望遠鏡本体構造と主鏡製作を国内企業と連携して実施する。すばる望遠
鏡やアルマ望遠鏡で開発・建設・運用を担った職員がその技術と経験を活かして中心的な役割を担っている。ハワイ現地にお
いて、すばるの運用とTMTの建設・運用を一体的に行う体制を構築し、現在のハワイ観測所の人員規模を大きく上回ることな
く事業を実施する。
また、国立天文台の先端技術センターが中心となり、第一期観測装置の日本分担箇所の設計・製作を進めるとともに、北海道
大、東北大、東京大、京都大、京都産業大、岡山理科大等の研究者や大学院生と幅広く協力して第二期観測装置の検討・要素
技術開発を実施している。観測装置の検討・設計・製作も国際協力で行っており、装置開発に向けテキサス大学教授を国立天
文台の連携教授とするなど、各チームが海外機関の研究者や技術者と緊密に連携・交流している。
TIO職員の女性比率は約30%であり、システムエンジニアリングや補償光学装置の部門長等の要職を女性職員が担っている。
国立天文台からの在籍出向など参加国からの職員のほか、TMT参加国以外からも職員を雇用している。国立天文台TMTプロ
ジェクトでは約20%が女性職員で、国内における科学研究検討、観測装置の要素技術開発のとりまとめ、広報、翻訳等の責任
者等を務めており、バランスのとれた実施体制構築を計画的に進めている。

TMTの建設は、各国で分担箇所を製作する部分（ドーム、望遠鏡本体、主鏡、観測装置な
ど）と、各国の分担金をもとに TIO が実施する部分（現地工事、主鏡制御、副鏡など）があ
る。2026年度以降、完成までの日本における建設費は約411 億円であり、内訳は（1）望遠鏡
本体の設計・製作・据付調整（約330億円）、（2）主鏡分割鏡製作（約57億円）、（3）観
測装置製作（約6億円）、（4）TIO分担金（約18億円）である。このほか、国内でTMTプロ
ジェクトを運営するために必要な人件費・旅費（約14億円）と、共同利用体制の準備（観測
とデータ解析の支援、広汎な研究者がデータを容易に利用できるようにするためのアーカイ
ブ等）の費用約12億円が必要である。
完成後の望遠鏡運用はTIOが担い、その経費は年間約3千万ドルであり、これに加えて新規観
測装置等製作に年2千万ドルを予定している。これらの運用と装置製作の経費は建設への貢献
割合に応じて各国が負担する。日本の分担金は約12億円であり、TMTを日本の大学共同利用
に供するための経費約18億円を合わせ年間30億円の運用経費が必要となる。

TMT計画は、2013年までの準備期を経て2014年にTIOを設立し、建設期に入った。各国で分担箇所の設計・開発・製作を進めるとと
もに、TIOは現地工事の準備を進めてきた。現在、建設地ハワイにおける問題の解決をはかるとともに（次項参照）、NSFの大型施
設予算審査プロセスが進んでおり、NSFの参加決定を経て現地工事を再開する。その後は、現地のインフラ整備、ドーム建設、望遠
鏡本体構造の据付、主鏡や観測装置の搭載を行って10年目に完成、翌年度に共同利用を開始する。
TIO全体工程に沿って、日本の分担である主鏡分割鏡材の製造および分割鏡の非球面加工を再開し、外形加工・支持機構への搭載を
含めて共同利用開始の2年前までに完了する。望遠鏡本体構造および制御系の製造開始の5年後から現地での据付調整を行う。望遠鏡
現地据付の時期から、すばるを運用する国立天文台ハワイ観測所の枠組みを活かし、すばる・アルマ等で経験を積んだ職員を配置
し、国内関連メーカーと協力して現地作業を進める。
日本は第一期観測装置IRIS（近赤外線撮像分光装置）撮像部を担当しており、米国・カナダの担当部分と合わせて10年目に望遠鏡へ
の搭載・調整を完了する。他の観測装置の開発も国際協力で行われ、これに国立天文台から人的貢献を行うとともに、大学の若手研
究者や大学院生に、現地滞在を含め国際的な枠組みの中で研鑽を積む機会を提供し、科学研究と技術やマネジメントの面で国際的に
活躍できる人材育成を図る。
日本の観測時間を用いた大学共同利用の実施にむけ、国際協力で開発されるデータ解析ツールやアーカイブシステムを最大限に活用
しつつ、日本のTMT観測時間とすばるを一体的に運用し、両望遠鏡の特長を活かした独創的な研究を発展するユーザーサポートを整
備する。
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暗黒物質の正体の解明は、長年人類が抱いてきた根源的な問い「なぜ現在の宇宙の姿があり、我々はど
のように生まれたのか」に迫る鍵を握る。本研究は、その暗黒物質を直接探索することを目的とする。
候補は多岐にわたるが、その中でも有力視されるのが Weakly Interacting Massive Particle（WIMP）
である。WIMP は宇宙初期に熱的に生成され、現在まで残存すれば暗黒物質となり得る。宇宙背景放
射やビッグバン元素合成がこの凍結モデルから自然に説明できることが、有力候補とされる所以であ
る。
現在稼働中の XENONnT 実験は、有効質量 5.9 トンの液体キセノンを標的とする。仮に暗黒物質の兆
候が観測されれば、次段階として一桁以上大きい標的での精密観測が必然となる。その感度は、究極的

なバックグラウンドである太陽・大気ニュートリノとのコヒーレント散乱による制限（断面積 10⁻⁴⁹

cm²）に迫る。次世代計画 XLZD 実験では、有効質量 60〜80 トンの液体キセノンを標的とし、ガス・
液体2相型キセノン TPCを用いる。これを実現するためには、シンチレーション光を捉える高性能光セ
ンサー、検出器材料の徹底した低放射化、超高純度液体キセノン循環精製、さらに中性子を識別する水
チェレンコフカウンターが不可欠である。
暗黒物質の検出が実現すれば、新たな素粒子理論の発展に直結し、暗黒物質天文学の創生をもたらす。
また、XLZD は多目的実験として、超新星・太陽ニュートリノ、ニュートリノを伴わない二重ベータ崩
壊、アクシオンや稀少核崩壊の探索も可能とし、基礎科学の広範な進展に寄与する。

本研究は、暗黒物質の直接探索を目的とし、WIMP暗黒物質と検出器ターゲット原子核との衝突によっ
て生じる極めて微小なエネルギーを観測するものである。検出頻度と観測されたエネルギースペクトル
から、暗黒物質との反応断面積や質量を測定し、その背後に潜む物理を解き明かす。原子核反跳核信号
は100keV以下、検出頻度は1トンあたり年間1回以下と非常に稀である。そのため、地下実験施設の環
境下で検出器を数十トンクラスへ大型化し、放射性バックグラウンドを極限まで低減することが暗黒物
質発見の鍵となる。
 XLZD実験では、これまで最も成功を収めているガス・液体2相型キセノンTPC検出器を用い探索を進
める。液体キセノン検出器はシンチレーション光と電離信号（比例蛍光に変換）を同時に読み出すこと
で主なバックグラウンドであるガンマ線やベータ線からWIMPによる原子核反跳を識別することが可能
である。XLZD実験は、液体キセノン標的を60〜80トン有し、暗黒物質直接探索実験としては最大規模
の質量で探索を行う。その感度は、WIMPと核子の散乱断面積にして10^{-49}cm2に迫るものであり、
既存の実験を一桁上回る。また、XLZD実験では10年以上の長期観測を計画しており、自然同位体136-
Xeを含むためニュートリノを伴わない二重ベータ崩壊探索を同時に行うことが可能である。
準備を進めるにあたり、現在稼働しているXENONnT実験での知見、および名古屋大学宇宙地球環境研
究所、同大素粒子宇宙起源研究所、東京大学IPMU神岡、同大宇宙線研神岡宇宙素粒子研究施設の設備
を利用する。
国内では2014年度に始まった新学術領域「地下素核」、2019年度の新学術領域「地下宇宙」、さらに
研究対象を拡充した学術変革領域(A)「地下稀事象」に発展し、主に地下実験室での物理研究や極低放
射能技術のコンソーシアムを推進している。

XLZDコラボレーション: 日米欧からなる約440名 76機関
日本: 神戸大学、名古屋大学、東京大学
XLZDでは次のような実施体制で推進されており、選挙によって選出される。
・Spokes persons、Institution Board chair、Executive Board、各Working Group leaders
2026年に実験サイトを決定する予定であり，その候補としてはLNGS(イタリア)，Boulby(英国)、 SURF (米国)、SNOLAB(カ
ナダ)が上がっており、ホスト国機関が中心的な機関となる。
・「コラボレーション・メンバーの権利と責務（ダイバーシティ）」
(1)コラボレーションのメンバーは、WIMP暗黒物質を発見し得る実験を遂行するため、誠意をもって協力することが期待され
る。ハラスメントは一切容認されない。すべてのメンバーは高い科学的・倫理的基準を遵守することが求められる。
(2) コラボレーションのメンバーは、XLZDの計画、技術的・科学的データおよび結果、スケジュールや資金情報の公開に関す
るコラボレーションの方針を尊重することが求められる。一般的に、そのような情報を公に発表する場合には、コラボレー
ションの同意を要する。
XENONおよびLZは、それぞれ欧州・米国を代表する液体キセノン暗黒物質探索プロジェクトとして、すでに世界最高感度を
達成し成熟した技術基盤を有している。XENONはXENON10（2007年）からXENONnT（現在）までの系統的発展により液体
キセノンTPCの標準技術を確立し、LZはLUXとZEPLINの経験を統合して大規模化に成功した。両者の成熟した研究体制と技
術は、究極的なバックグラウンドであるニュートリノフォグに迫るために必要なもので，これが次世代XLZD実験へと収束
し、優位性を持った究極的な感度を持つ検出器実現の基盤となっている。
メンバー中の男女比に調査を行い，(男性:女性=80:20)この分野の男女比を達成しているを確認している。今後女性研究者の増
加を目指すにはどのように進めたらよいか議論も行われている。

建設総予算約377.4億円、日本分担 15億円。
日本グループは光センサー開発及び調達、キセノン純化装置、中性子反同時検出器の貢献を
担う。
準備期
o 実機で使用するキセノンガス調達( 3トン ~ 9 億円）
o 極低放射能光検出器調達( 5億円）
o 開発（光センサー、密閉型液体キセノン検出器）(0.5億円）
建設期
o キセノン純化装置、中性子反同時検出器（0.5億円）
運用期
o 運転費用、旅費、コモン・ファンド、ポスドク人件費、年額2000万円（5年、合計1億円）

観測は2030年代に遂行し5年以上のデータ取得を予定している。
(1) 〜2027: R&D、Conceptual Design Report、Technical Design Report
(a) 検出器設置のサイトセレクションを行う。物理探索の要請（地下1,400m以上)、設備、アクセスの利便性などから選択を行う。
(b) XLZD実験の目標感度の達成には、中性子バックグラウンドのさらなる低減が不可欠であり、提案者らは新たな極低放射能光検出
器(PMT, SiPM)の開発を進めている。
(c) 検出器自身からの放射性ラドンの侵入を防ぐ密閉型キセノン液体TPC検出器開発。
(d) XENONnT実験でのキセノン純化や中性子カウンター実機での性能評価及びXLZDに向けたデザイン
(2) 2028〜2031: 生産及び建設 (日本側)
(a) 光センサーの調達・設置
(b) キセノン純化設備の調達・設置
(c) 中性子カウンターの調達・設置
(3) 2031〜2033: サブシステムコミッショニング
(4) 2034〜2045: コミッショニング観測 (200トン・年以上の観測が目標)
(a) 暗黒物質探索、136-Xeを用いたニュートリノを伴わない二重ベータ崩壊探索、常時運転を行い突発天体由来のニュートリノ観測
など
日本グループは光センサーを含む液体キセノンTPCの開発や純化技術開発を主導する。中性子カウンターのデザインはまだ決定して
いないがXENONnT検出器で使用しているGd添加型水チェレンコフカンター（EGADS, SK-Gdで開発）を関係者と相談・調整し、提
案して行く。
XENONnTで暗黒物質、新物理現象を目指した物理探索を行いながら実績にともなった評価を行い、XLZD Technical Design Report
にまとめる。
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